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五
 
結
び
に
代
え
て

“
い
さ
さ
か
理
解
し
難
い
理
由
で
、
多
少
と
も
不
合
理
な
理
論
が
…
…
裁
判

所
に
よ
っ
て
樹
立
さ
れ
…
…
先
例
と
し
て
拘
束
力
を
も
つ
、
と
い
う
事
態

が
と
き
ど
き
お
こ
る
”＊

一 
は
じ
め
に

一　

経
営
が
事
実
上
破
綻
し
て
い
る
の
に
、破
産
手
続
が
い
ま
だ
開
始
さ
れ
て
い
な
い
会
社
の
取
締
役
（
業
務
執
行
者
（Geschäftsführer, 

D
irector

））
が
契
約
債
務
を
適
法
に
履
行
し
た
結
果
、
破
産
手
続
開
始
後
に
破
産
財
団
に
帰
属
す
る
は
ず
の
会
社
財
産
が
「
減
少
す
る
」

こ
と
が
あ
る
。
こ
の
場
合
、
破
産
管
財
人
は
「
減
少
し
た
」
資
産
の
返
還
ま
た
は
「
損
害
」
の
賠
償
を
取
締
役
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

か
。債

権
者
の
利
益
と
債
務
者
の
そ
れ
と
を
調
整
す
る
契
約
法
（
民
法
第
四
一
五
条
）
か
ら
み
れ
ば
、
履
行
責
任
を
有
す
る
債
務
者
の
償
還
行

為
は
む
ろ
ん
「
損
害
」
を
意
味
し
な
い
。
会
社
債
権
者
と
会
社
役
員
と
の
利
害
調
整
に
も
配
慮
す
る
会
社
法
で
は
、「
任
務
を
怠
っ
た
」

役
員
等
の
株
式
会
社
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
会
社
法
第
四
二
三
条
第
一
項
）
も
の
の
、
破
産
手
続
開
始
前
の
行
為

は
適
法
と
み
な
さ
れ
、
任
務
懈
怠
に
当
た
ら
な
い
。
ま
た
、
破
産
者
と
破
産
債
権
者
と
の
関
係
を
規
律
す
る
破
産
法
で
は
、
破
産
手
続
開

始
後
、
破
産
財
団
の
た
め
に
否
認
で
き
る
行
為
か
ら
「
債
務
の
消
滅
に
関
す
る
行
為
」
が
除
外
さ
れ
る
（
破
産
法
第
一
六
〇
条
）
ほ
か
、
損

害
賠
償
責
任
追
及
の
た
め
に
当
該
役
員
の
財
産
に
対
し
て
保
全
処
分
を
な
す
こ
と
も
、「
破
産
手
続
開
始
の
決
定
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い

て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
」
と
い
う
よ
う
に
、
狭
く
限
定
さ
れ
て
い
る
（
同
第
一
七
七
条
第
一
項
）。
こ
の
よ
う
に
、
国
内
事
件
の
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

場
合
、
破
産
手
続
開
始
前
に
取
締
役
が
実
施
し
た
債
務
返
済
行
為
に
つ
い
て
は
、
賠
償
責
任
が
一
律
に
否
定
さ
れ
、
関
連
法
制
間
に
格
別

の
矛
盾
は
生
じ
て
い
な
い
。

そ
れ
な
ら
ば
、
同
種
の
渉
外
事
件
に
お
い
て
取
締
役
の
賠
償
責
任
は
ど
の
よ
う
に
規
律
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
を
問
う
の
は
、

国
際
私
法
分
野
で
は
、
規
律
対
象
事
項
ご
と
に
適
用
法
規
が
変
わ
る
た
め
、
取
締
役
の
賠
償
責
任
（
お
よ
び
／
ま
た
は
関
連
諸
規
定
）
の
法

的
性
質
を
ど
の
よ
う
に
決
定
す
る
べ
き
か
が
論
点
と
な
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
た
と
え
ば
、「
法
律
行
為
の
成
立
及
び
効
力
は
、

当
事
者
が
当
該
法
律
行
為
の
当
時
に
選
択
し
た
地
の
法
に
よ
る
」（
法
の
適
用
に
関
す
る
通
則
法
第
七
条
、
い
わ
ゆ
る
当
事
者
自
治

（Parteiautonom
ie

）
の
原
則
）
と
定
め
ら
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
法
人
（
団
体
）
に
関
す
る
法
律
問
題
の
解
決
基
準
に
関
し
て
は
、「
法
人

の
属
人
法
（
従
属
法
、Personalstatut
）」
─
─
設
立
準
拠
法
説
（Gründungstheorie

）、
本
拠
地
法
説
（Sitztheorie

）
等
─
─
が
準
拠
法

に
指
定
さ
れ
、
さ
ら
に
、
破
産
準
拠
法
と
し
て
、「
条
理
」
の
名
の
も
と
に
破
産
手
続
開
始
決
定
地
国
法
（
法
廷
地
倒
産
法
、lex fori 

concursus

）
が
適
用
さ
れ
る
と
い
っ
た
状
況
か
ら
も
す
ぐ
に
知
ら
れ
よ
う
。
当
該
取
締
役
は
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
か
否
か
と
い
う
二
者

択
一
型
の
問
い
に
対
す
る
準
拠
実
質
法
レ
ヴ
ェ
ル
で
の
解
答
は
、
む
ろ
ん
、
法
廷
地
独
立
牴
触
規
定
の
解
釈
上
、「
取
締
役
の
賠
償
責
任
」

が
ど
の
単
位
法
律
関
係
概
念
（「
法
律
行
為
の
成
立
及
び
効
力
」、「
法
人
」、「
破
産
」
等
）
に
包
摂
さ
れ
る
か
と
い
う
先
決
的
論
点
に
対
す
る
牴

触
法
的
評
価
如
何
に
左
右
さ
れ
る
。

二　

先
に
言
及
し
た
ド
イ
ツ
裁
判
所
に
お
け
る
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件（

（
（

は
こ
の
主
題
に
関
す
る
何
よ
り
の
好
例
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。

事
案
は
さ
ほ
ど
複
雑
で
は
な
い
。
訴
外
「K

ornhaas M
ontage und D

ienstleistung Lim
ited

」（
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
工
務
店
、
以
下
、「
Ｋ

社
」
と
略
記
す
る
。）
は
、
連
合
王
国
カ
ー
デ
ィ
フ
の
商
業
登
記
簿
に
登
記
さ
れ
た
イ
ギ
リ
ス
法
上
の
非
公
開
会
社
（private com

pany 
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lim
ited by shares

）
で
あ
り
な
が
ら
、
も
っ
ぱ
ら
「K

ornhaas M
ontage und D

ienstleistung Gm
bH

」
と
い
う
商
号
を
有
す
る
ド

イ
ツ
子
会
社
を
通
し
て
ド
イ
ツ
で
事
業
を
行
っ
て
い
た（

（
（

。
Ｋ
社
の
取
締
役
で
あ
る
Ｙ
（Sim

ona K
ornhaas

）
は
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月

一
一
日
か
ら
二
〇
〇
七
年
二
月
二
六
日
に
か
け
て
、
Ｋ
社
の
債
務
返
済
に
充
て
る
た
め
一
一
万
一
五
一
・
六
六
ユ
ー
ロ
を
支
出
し
た
こ
と

で
、
Ｋ
社
の
資
産
を
「
減
少
さ
せ
た
」。
当
時
の
ド
イ
ツ
法
に
よ
れ
ば
、「
会
社
の
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
ま
た
は
債
務
超
過
確
定
後
に

行
っ
た
支
出
に
つ
き
、
取
締
役
は
会
社
に
賠
償
す
る
義
務
を
負
う
」（
旧
表
現
形
式
に
お
け
る
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
）。
後

に
ド
イ
ツ
で
開
始
さ
れ
た
Ｋ
社
の
倒
産
手
続
に
お
い
て
、
破
産
管
財
人
Ｘ
（T

hom
as D

ithm
ar

）
は
こ
の
規
定
を
援
用
し
、
右
支
出
分
相

当
額
お
よ
び
法
定
利
息
な
ら
び
に
弁
護
士
費
用
お
よ
び
法
定
利
息
の
合
計
額
を
賠
償
す
る
よ
う
Ｙ
に
求
め
る
訴
え
を
ド
イ
ツ
の
裁
判
所
に

提
起
し
た（

（
（

。
第
一
審
判
決
（
エ
ァ
フ
ル
ト
地
方
裁
判
所
二
〇
一
二
年
九
月
七
日
判
決
）
は
、
Ｘ
の
請
求
を
認
容
し
て
約
一
〇
万
ユ
ー
ロ
を
支
払

う
よ
う
Ｙ
に
命
じ
、
こ
れ
を
不
服
と
す
る
Ｙ
の
控
訴
も
イ
ェ
ー
ナ
の
テ
ュ
ー
リ
ン
ゲ
ン
上
級
地
方
裁
判
所
（
イ
ェ
ー
ナ
上
級
地
方
裁
判
所
）

二
〇
一
三
年
七
月
一
七
日
判
決（

（
（

に
よ
り
退
け
ら
れ
た
。

Ｙ
の
上
告
を
受
け
た
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
（
以
下
、「
Ｅ
Ｕ
」
と
略
記
す
る
。）
機
能
条
約
第
二
六
七
条
に
基
づ
き
、

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
先
行
裁
判
（
先
決
裁
定
）
を
求
め
た
（
二
〇
一
四
年
一
二
月
二
日
決
定
）（

（
（

。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、「
法
律
関
係
の
性
質
決
定

（
法
性
決
定
）」
の
判
断
基
準
如
何
と
い
う
国
際
私
法
総
論
上
の
論
点
に
関
し
て
自
主
的
比
較
法
説
（
法
廷
地
牴
触
法
説
）
に
立
ち
、
ド
イ
ツ

の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
に
基
づ
く
賠
償
責
任
の
性
質
が
、
法
典
名
称
が
示
す
よ
う
な
会
社
法
的
性
質
で
は
な
く
、
倒
産
法
的
な
も

の
と
み
な
さ
れ
る
場
合
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
の
取
締
役
も
賠
償
責
任
を
負
う
と
み
て
い
た
。
同
裁
判
所
は
、
同
時
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の

先
例
に
よ
る
限
り
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
倒
産
手
続
に
関
す
る
二
〇
〇
〇
年
五
月
二
九
日
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
理
事
会
規
則

二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
（V

erordnung 

（EG

） N
r. 1346/2000 des Rates vom

 29. M
ai 2000 über Insolvenzverfahren

）（
以
下
、
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
」
と
略
記
す
る
。）
第
四
条
第
一
項
の
意
味
で
の
倒
産
法
に
当
た
る
か
否
か
（「
倒
産
法
」
の
定
義
如
何
）、
ま
た
、
同
第
四
条

の
も
と
で
Ｙ
に
損
害
賠
償
責
任
を
負
わ
せ
る
こ
と
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
定
め
る
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
か

否
か
、
こ
れ
ら
二
点
が
明
確
で
は
な
い
と
考
え
て
い
た（

（
（

。
こ
の
た
め
、
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判

断
を
求
め
た
。

“（
ａ
） 

ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
中
の
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）
第
三
条
第
一
項
に
従
っ
て
自
社
の
財
産
に
つ
い
て

ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
非
公
開
株
式
会
社
（private com

pany lim
ited 

by shares

）
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
本
件
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
を
同
社
の
倒
産
管
財
人

が
請
求
す
る
本
件
訴
え
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
ド
イ
ツ
倒
産
法
に
関
わ
る

か
。

（
ｂ
） 

現
に
審
理
中
の
案
件
の
よ
う
な
種
類
の
訴
え
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
所
定
の
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
か
。（

（
（

”

三　

以
下
で
は
、
前
稿（

（
（

を
補
完
す
る
意
味
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
二
つ
の
「
照
会
事
項
（V

orlagefragen

）」
に
答
え
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の

二
〇
一
五
年
一
二
月
一
〇
日
判
決（

（
（

を
紹
介
す
る
と
と
も
に
、
同
判
決
に
お
け
る
法
律
構
成
の
当
否
を
検
討
し
（
二
）、
さ
ら
に
、
右
判
決

に
関
す
る
ド
イ
ツ
語
文
献（

（1
（

の
中
か
ら
四
件
の
評
釈
を
取
り
上
げ
て
、
そ
の
適
否
を
確
認
す
る
（
三
、
四
）
こ
と
と
し
た
い
。
と
い
う
の
は
、

こ
の
判
決
に
対
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
「
適
切
に
も
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
二
文
の
適
用
が
居
住
移
転

の
自
由
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
に
対
す
る
違
反
を
意
味
し
な
い
と
す
る
結
論
を
引
き
出
し
て
い
る
」（

（1
（

と
す
る
肯
定
的
評

価
が
あ
る
一
方
で
、「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
の
裁
判
は
総
じ
て
否
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
旧
表
現
形
式
の
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条



一
六
〇

の
解
釈
に
関
す
る
論
旨
も
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
に
関
す
る
そ
れ
も
穴
だ
ら
け
で
あ
り
、
体
系
性
に
欠
け
る
か
ら
で
あ
る
」（

（1
（

と
い
う
非

難
や
「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
る
、
旧
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）

の
支
払
禁
止
規
定
の
倒
産
法
的
性
質
決
定
に
は
異
議
が
唱
え
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
」（

（1
（

と
す
る
指
摘
の
よ
う
に
、
消
極
的
な
評
価
も
見
ら
れ

る
か
ら
で
あ
る
。
小
稿
が
、
ド
イ
ツ
法
を
中
心
と
す
る
法
比
較
研
究
に
邁
進
さ
れ
た
被
献
呈
者
、
丸
山
秀
平
教
授（

（1
（

の
新
た
な
旅
立
ち
を
寿

ぐ
も
の
と
な
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

二 

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
二
〇
一
五
年
一
二
月
一
〇
日
判
決

一　

そ
れ
な
ら
ば
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
の
提
示
決
定
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に
答
え
て
い
た
か
。
以
下
、
そ
の

全
文
を
確
認
し
よ
う
。
ま
ず
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
の
第
一
段
落
お
よ
び
第
二
段
落
で
は
、
本
件
先
行
裁
判
要
請
に
至
る
経
緯
が
紹
介
さ
れ

て
い
た（

（1
（

。
次
に
、「
法
的
枠
組
み
」
と
い
う
見
出
し
の
も
と
に
、
第
三
段
落
お
よ
び
第
四
段
落
に
お
い
て
Ｅ
Ｕ
法
の
法
源
が（

（1
（

、
第
五
段
落

で
は
ド
イ
ツ
法
の
法
源
が
、
そ
れ
ぞ
れ
紹
介
さ
れ
て
い
た（

（1
（

。
こ
れ
に
続
く
「
原
手
続
と
照
会
事
項
」
と
題
さ
れ
た
項
の
う
ち
、
第
六
段
落

で
は
、
原
手
続
（
ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
す
る
訴
訟
）
に
お
け
る
事
実
関
係
が
概
観
さ
れ（

（1
（

、
第
七
段
落
で
は
、
原
訴
訟
の
訴
訟
物
と
下
級
審

の
判
断
が
確
認
さ
れ
て
い
た（

（1
（

。
第
八
段
落
な
い
し
第
一
二
段
落
で
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
が
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
先
行
裁
判
を
求
め
る
に
至
っ

た
経
緯
が
取
り
上
げ
ら
れ（

（2
（

、
第
一
三
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
提
示
さ
れ
た
二
つ
の
論
点
が
整
理
さ
れ
て
い
た（

（2
（

。
第
一
三
段
落
の
表
現

は
、
内
容
上
、
前
述
の
（
ａ
）
お
よ
び
（
ｂ
）
と
同
一
で
あ
る
。
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一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

“［
照
会
事
項
一
］ 

ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
中
の
本
件
訴
え
は
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
非
公
開
株
式
会
社
（private 

com
pany lim

ited by shares

）
で
あ
っ
て
、
ド
イ
ツ
所
在
の
そ
の
財
産
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）
第
三
条
第
一

項
に
従
っ
て
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
も
の
の
取
締
役
（D

irektor

）
に
対
し
て
、
倒
産
管
財
人
が
本
件
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力

事
由
の
発
生
後
に
行
わ
れ
た
支
払
分
の
賠
償
を
請
求
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
訴
え
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）

第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
ド
イ
ツ
倒
産
法
に
関
わ
る
か
。

［
照
会
事
項
2
］ 
現
に
審
理
中
の
案
件
の
よ
う
な
種
類
の
訴
え
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
所
定
の
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る

か
。（

（2
（

”

二　

⑴　

次
の
「
照
会
事
項
に
つ
い
て
」
と
題
さ
れ
た
項
で
は
、
こ
れ
ら
二
つ
の
事
項
に
関
す
る
検
討
の
過
程
が
紹
介
さ
れ
る
。
ま

ず
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
に
よ
る
「
第
一
の
照
会
事
項
に
つ
い
て
」
の
表
現
と
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
お
け
る
表
現
と
を
対
比
し
て
お
こ

う
。“［

照
会
事
項
一
］ 

ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
中
の
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）
第
三
条
第
一
項
に
従
っ
て
自
社
の
財
産

に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
非
公
開
株
式
会
社
（private com

pany 
lim

ited by shares

）
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
本
件
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
を
同
社
の
倒

産
管
財
人
が
請
求
す
る
本
件
訴
え
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
（
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
）
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
ド
イ
ツ
倒
産
法

に
関
わ
る
か
。（Betrifft eine K

lage vor einem
 deutschen Gericht, m

it der ein D
irektor einer “private com

pany lim
ited by 

shares” englischen oder w
alisischen Rechts, über deren V

erm
ögen in D

eutschland nach A
rt. 3 A

bs. 1 der V
erordnung N

r. 
1346/2000 das Insolvenzverfahren eröffnet w

orden ist, vom
 Insolvenzverw

alter auf Ersatz von Zahlungen in A
nspruch 

genom
m

en w
ird, die er vor Eröffnung des Insolvenzverfahrens, aber nach Eintritt der Zahlungsunfähigkeit geleistet hat, 

das deutsche Insolvenzrecht im
 Sinne des A

rt. 4 A
bs. 1 der V

erordnung N
r. 1346/2000?

）（
（2
（

”
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二

“［
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］　

連
邦
通
常
裁
判
所
が
こ
の
第
一
の
照
会
事
項
で
知
り
た
い
と
考
え
て
い
る
の
は
、
ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
し
て
い
る
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／

第
一
三
四
六
号
第
三
条
第
一
項
に
従
っ
て
自
社
の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー

ル
ズ
法
上
の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
本
件
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
を
、
同
社
の
倒
産

管
財
人
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
に
基
づ
い
て
請
求
す
る
本
件
訴
え
が
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六

号
第
四
条
の
適
用
範
囲
内
に
含
ま
れ
る
、
と
い
う
趣
旨
に
、
同
規
則
第
四
条
が
解
釈
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
で
あ
る
。（M

it seiner ersten Frage 
m

öchte das vorlegende Gericht w
issen, ob A

rt. 4 der V
erordnung N

r. 1346/2000 dahin auszulegen ist, dass in seinen 
A

nw
endungsbereich eine K

lage vor einem
 deutschen Gericht fällt, m

it der der D
irektor einer Gesellschaft englischen oder 

w
alisischen R

echts, über deren V
erm

ögen in D
eutschland das Insolvenzverfahren eröffnet w

orden ist, vom
 

Insolvenzverw
alter dieser Gesellschaft auf der Grundlage einer nationalen Bestim

m
ung w

ie §
64 A

bs. 2 Satz 1 Gm
bH

G auf 
Ersatz von Zahlungen in A

nspruch genom
m

en w
ird, die der D

irektor vor Eröffnung des Insolvenzverfahrens, aber nach 
dem

 Zeitpunkt, auf den der Eintritt der Zahlungsunfähigkeit festgesetzt w
urde, geleistet hat.

）（
（2
（

”

こ
の
第
一
四
段
落
で
は
、
第
一
三
段
落
の
第
一
項
目
に
示
さ
れ
た
論
点
（「
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
ド
イ
ツ
倒
産
法
に
関
わ
る
か
」）

が
、「
…
…
と
い
う
趣
旨
に
、
同
規
則
第
四
条
が
解
釈
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
」
と
言
い
換
え
ら
れ
て
い
る（

（2
（

。
こ
の
よ
う
な
表
現
の
変
更
は
、

第
一
三
段
落
に
お
け
る
論
点
と
第
一
四
段
落
に
お
け
る
論
点
が
合
致
す
る
か
否
か
と
い
う
疑
問
を
招
き
か
ね
な
い
よ
う
に
も
み
え
る
。
と

い
う
の
は
右
の
「
関
わ
る
」
と
い
う
表
現
で
ど
の
よ
う
な
内
容
を
考
え
る
か
と
い
う
問
い
に
対
し
て
「
解
釈
の
仕
方
」
に
限
定
し
て
こ
の

問
い
に
答
え
よ
う
と
す
る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
右
の
二
つ
の
表
現
を
言
い
換
え
と
し
て
理
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る

（
む
ろ
ん
、
論
点
が
変
更
さ
れ
て
い
る
と
み
る
場
合
、
以
下
の
判
旨
は
的
外
れ
と
な
り
、
そ
の
意
義
は
失
わ
れ
よ
う
。）。

こ
の
第
一
四
段
落
で
言
い
換
え
ら
れ
た
問
い
に
対
す
る
解
答
は
、
第
二
一
段
落
に
示
さ
れ
て
い
る
。
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以
上
を
考
慮
す
る
と
、
最
初
の
照
会
事
項
に
対
し
て
は
、
ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
し
て
い
る
、
自
社
の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手

続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力

状
態
の
発
生
が
確
認
さ
れ
た
時
点
以
後
に
、
行
っ
て
い
た
支
払
分
の
賠
償
（Ersatz von Zahlungen

）
を
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項

第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
に
基
づ
い
て
同
社
の
倒
産
管
財
人
が
取
締
役
（D

irektor

）
に
対
し
て
請
求
す
る
本
件
訴
え
は
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／

第
一
三
四
六
号
第
四
条
の
適
用
範
囲
に
含
ま
れ
る
と
い
う
趣
旨
に
、
こ
の
第
四
条
は
解
釈
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
よ
う
に
、
解
答
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。（

（2
（

”

こ
の
第
二
九
段
落
の
内
容
は
、
最
後
に
、
結
論
の
か
た
ち
で
次
の
よ
う
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

“
以
上
の
理
由
で
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
（
第
六
部
）
は
、
本
件
提
示
を
適
法
と
認
め
た
。

　

一　

倒
産
手
続
に
関
す
る
二
〇
〇
〇
年
五
月
二
九
日
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
理
事
会
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
は
、
ド
イ
ツ
裁

判
所
に
係
属
し
て
い
る
、
自
社
の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
会

社
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
倒
産
手
続
開
始
前
か
つ
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生
が
確
認
さ
れ
た
時
点
以
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
（Ersatz 

von Zahlungen

）
を
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
に
基
づ
い
て
、
同
社
の
倒
産
管
財
人
が
取
締
役
に
請
求

す
る
本
件
訴
え
は
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
の
適
用
範
囲
内
に
含
ま
れ
る
と
い
う
趣
旨
に
、
解
釈
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う

よ
う
に
解
答
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（

（2
（

”

⑵　

右
の
表
現
が
示
す
よ
う
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
先
の
二
者
択
一
型
の
問
い
に
対
し
て
肯
定
説
を
採
用
し
た
。
そ
れ
で
は
、
こ
の
よ
う

な
判
断
が
下
さ
れ
た
論
拠
は
何
か
。
次
に
は
、
こ
の
点
が
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
留
意
さ
れ
る
の
は
、
そ
の
際
、
⑴
「
ど
の
よ

う
な
判
断
基
準
が
個
々
の
論
点
に
つ
き
採
用
さ
れ
て
い
た
か
」、
⑵
「
当
該
判
断
基
準
は
ど
の
よ
う
な
形
成
基
準
の
も
と
に
採
用
さ
れ
て



一
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四

い
た
か
」、
そ
し
て
、
⑶
「
当
該
判
断
基
準
が
ど
の
よ
う
な
適
用
基
準
の
も
と
に
適
用
さ
れ
て
い
た
か
」、
こ
れ
ら
で
あ
る
（
む
ろ
ん
、
緻

密
に
検
討
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
ど
の
基
準
に
つ
い
て
も
、
⑵
の
形
成
基
準
と
⑶
の
適
用
基
準
の
重
層
的
構
成
が
段
階
的
に
明
ら
か
に
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。）。

ま
ず
、
第
一
五
段
落
で
は
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

［
15
］　

こ
の
点
に
関
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
す
で
に
、
同
社
の
支
払
無
能
力
事
由
発
生
後
ま
た
は
同
社
の
債
務
超
過
確
認
後
に
行
わ
れ
た
支
払
金
額

の
返
済
（Rückzahlung von Beträgen

）
を
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
三
条
第
一
項
に
従
っ
て
、
会
社
の
倒
産
管
財
人
が
同
社

の
取
締
役
に
対
し
て
求
め
る
訴
え
に
関
す
る
裁
判
に
つ
い
て
、
会
社
財
産
に
関
す
る
倒
産
手
続
が
自
国
領
域
内
で
開
始
さ
れ
て
い
る
加
盟
国
の
裁
判

所
が
管
轄
権
を
有
す
る
と
い
う
趣
旨
に
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
三
条
第
一
項
が
解
釈
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
裁
判
を
行
っ
て

い
た
（
Ｈ
事
件
判
決
、C-295/13, EU

:C:2014:2410, Rn. 26

）。（
（2
（

こ
の
第
一
五
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
Ｈ
事
件
判
決
（C 295/13

）
と
い
う
先
例
に
お
い
て
、
倒
産
手
続
開
始
国
裁
判
所
が
こ
の

種
の
訴
え
に
つ
き
国
際
的
管
轄
権
を
有
す
る
と
判
示
し
た
こ
と
が
紹
介
さ
れ
る
。
こ
こ
で
取
り
上
げ
ら
れ
た
論
点
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第

四
条
の
解
釈
如
何
と
い
う
第
一
の
論
点
で
は
な
く
、
同
規
則
第
三
条
第
一
項
の
解
釈
如
何
と
い
う
別
の
論
点
で
あ
る
。
そ
れ
で
は
、
な
ぜ

後
者
の
論
点
が
取
り
上
げ
ら
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。
こ
れ
ら
二
つ
の
論
点
の
共
通
項
に
着
目
す
る
と
き
、
推
測
さ
れ
る
ひ
と
つ
の
解
答
は
、

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
解
釈
権
限
を
有
す
る
と
い
う
点
に
求
め
ら
れ
よ
う
。

⑶　

次
の
第
一
六
段
落
で
は
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。
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）
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Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
こ
の
Ｈ
事
件
の
裁
判
を
根
拠
付
け
る
に
あ
た
り
、
特
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
、
支
払
無

能
力
と
な
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
同
社
の
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
を
当
該
取
締
役
に
義
務
づ
け
る
旨
の
加
盟
国
規
定

は
、
会
社
の
支
払
無
能
力
を
考
慮
す
る
と
い
う
理
由
で
、
民
事
法
・
商
事
法
上
の
一
般
原
則
の
例
外
を
成
す
と
い
う
点
を
考
慮
し
て
い
た
。
Ｅ
Ｕ
裁

判
所
は
、
こ
う
し
た
考
慮
か
ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
倒
産
手
続
の
枠
内
で
提
起
さ
れ
て
い
る
本
件
訴
え
は
、

倒
産
手
続
か
ら
直
接
に
発
生
し
か
つ
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る
訴
え
に
含
ま
れ
る
と
い
う
帰
結
を
引
き
出
し
た
（
こ
の
意
味
で
参
照
さ
れ
る
も

の
と
し
て
、U

rteil H
, C 295/13, EU

:C:2014:2410, Rn. 23 und 24

）。（
（2
（

こ
の
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
Ｈ
事
件
判
決
の
結
論
、
す
な
わ
ち
、「
そ
の
領
域
内
で
会
社
財
産
に
関
す
る
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ

て
い
る
加
盟
国
の
裁
判
所
が
管
轄
権
を
有
す
る
と
い
う
趣
旨
に
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
三
条
第
一
項
が
解
釈
さ
れ
る
べ

き
で
あ
る
」
と
し
た
結
論
「
を
根
拠
付
け
る
に
あ
た
り
」、
何
よ
り
も
ま
ず
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国

内
規
定
は
、
同
社
の
支
払
無
能
力
と
い
う
理
由
で
、
民
事
法
・
商
事
法
上
の
一
般
原
則
の
例
外
を
成
す
と
い
う
点
を
考
慮
し
」、
次
に
、

「
こ
う
し
た
考
慮
か
ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
倒
産
手
続
の
枠
内
で
提
起
さ
れ
て
い
る
本
件
訴
え
は
、

倒
産
手
続
か
ら
直
接
に
発
生
し
か
つ
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る
訴
え
に
含
ま
れ
る
と
い
う
帰
結
を
引
き
出
し
た
」
と
、
二
つ
の
段
階

に
分
け
て
説
明
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
二
段
階
構
成
の
説
明
を
み
る
と
、
①
「
民
事
法
・
商
事
法
上
の
一
般
原
則
の
例
外
」
と
は
ど

の
よ
う
な
意
味
か
（「
一
般
原
則
」
の
要
件
お
よ
び
効
果
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
、「
一
般
原
則
の
例
外
」
の
要
件
お
よ
び
効
果
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
）、

②
「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
同
社
の
支
払
無
能
力
と
い
う
理
由
」
が
「
民
事
法
・
商
事
法

上
の
一
般
原
則
の
例
外
を
成
す
」
理
由
と
さ
れ
た
の
は
な
ぜ
か
、
③
「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
倒
産
手

続
の
枠
内
で
提
起
さ
れ
て
い
る
本
件
訴
え
は
、
倒
産
手
続
か
ら
直
接
に
発
生
し
か
つ
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る
訴
え
に
含
ま
れ
る
と



一
六
六

い
う
帰
結
」
を
引
き
出
し
た
理
由
が
「
一
般
原
則
の
例
外
を
成
す
と
い
う
…
…
考
慮
」
に
求
め
ら
れ
る
の
は
な
ぜ
か
等
々
、
い
く
つ
も
の

派
生
的
論
点
が
生
じ
得
る
。
し
か
し
、
ど
の
論
点
に
つ
い
て
も
、
ど
の
よ
う
な
根
拠
で
そ
れ
ら
の
問
い
に
対
す
る
解
答
が
導
か
れ
る
か
と

い
う
点
に
つ
い
て
検
討
す
る
上
で
不
可
欠
の
手
掛
か
り
を
こ
の
第
一
六
段
落
に
見
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
。

⑷　

次
の
第
一
七
段
落
で
は
、Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
先
例
（
Ｈ
事
件
判
決
）
と
本
件
（
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
）
と
を
「
同
様
の
も
の
（gleichw

ohl

）」

と
捉
え
た
こ
と
、
そ
の
上
で
「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
を
明
ら
か
に
倒
産
法
的
規
定
に
分
類
し
た
」
こ
と
、「
こ
の

こ
と
か
ら
明
ら
か
に
な
る
が
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六

号
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
、
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
法
に
分
類
さ
れ
る
」
こ
と
、
さ
ら
に
、「
特

に
、
会
社
の
業
務
執
行
者
が
同
社
の
支
払
無
能
力
事
由
発
生
後
に
同
社
名
義
で
行
っ
て
い
た
支
払
分
の
賠
償
を
場
合
に
よ
り
当
該
取
締
役

に
義
務
付
け
る
趣
旨
の
国
内
法
規
定
は
、
そ
れ
自
体
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
一
項
に
従
い
、
当
該
手
続
が
開
始
さ

れ
て
い
る
加
盟
国
の
法
（
法
廷
地
倒
産
法
、
以
下
、lex fori concursus

）
と
し
て
、
倒
産
手
続
を
担
当
す
る
国
内
裁
判
所
に
よ
り
適
用
さ
れ

る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
四
点
が
、
以
下
の
よ
う
に
、
説
明
さ
れ
る
。

［
17
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こ
の
よ
う
な
事
情
か
ら
（Folglich

）、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
Ｈ
事
件
判
決
（C 295/13, EU

:C:2014:2410

）
で
の
先
行
裁
判
要
請
に
対
し
て
、

同
事
件
が
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
三
条
と
、
そ
し
て
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
に
基
づ
く

（gestützt

）
訴
え
に
関
す
る
裁
判
に
つ
い
て
国
内
裁
判
所
が
有
す
る
国
際
的
管
轄
権
と
そ
れ
ぞ
れ
関
わ
っ
て
い
た
と
同
裁
判
所
自
身
が
解
答
し
た
の

と
同
様
に
（gleichw

ohl

）、
本
件
で
は
、
右
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
を
明
ら
か
に
倒
産
法
的
規
定
に
分
類
し
た
。
こ
の
こ

と
か
ら
明
ら
か
に
な
る
が
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第

一
項
の
意
味
に
お
け
る
、
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
法
に
分
類
さ
れ
る
。
特
に
、
会
社
の
業
務
執
行
者
が
同
社
の
支
払
無



一
六
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

能
力
事
由
発
生
後
に
（nach Eintritt ihrer Zahlungsunfähigkeit

）
同
社
の
計
算
で
（für ihre Rechnung

）
行
っ
て
い
た
支
払
分
の
賠
償
を

場
合
に
よ
り
当
該
業
務
執
行
者
に
義
務
付
け
る
趣
旨
の
国
内
法
規
定
は
、
そ
れ
自
体
（als solche

）
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条

第
一
項
に
従
い
、
当
該
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
加
盟
国
の
法
（
以
下
、lex fori concursus

）
と
し
て
、
倒
産
手
続
を
担
当
す
る
国
内
裁
判
所
に

よ
り
適
用
さ
れ
る
。（

（3
（

こ
の
段
落
で
は
、
右
の
よ
う
に
解
釈
す
る
前
提
と
し
て
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
規

則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
、
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
法
に
分
類
さ

れ
る
」
こ
と
、
そ
し
て
、「
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
一
項
に
従
い
、
当
該
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
加
盟
国
の
法

（
以
下
、lex fori concursus

）
と
し
て
、
倒
産
手
続
を
担
当
す
る
国
内
裁
判
所
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
二
点
も
併
せ
て
指

摘
さ
れ
て
い
る
。
ど
の
加
盟
国
が
倒
産
手
続
の
管
轄
権
を
有
す
る
か
を
定
め
た
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
の
解
釈
問
題
と
倒
産
手
続

お
よ
び
そ
の
効
力
の
準
拠
法
を
規
定
す
る
同
規
則
第
四
条
の
解
釈
問
題
と
を
こ
の
よ
う
に
直
結
さ
せ
る
の
は
、
第
四
条
第
一
項
の
文
言

（「
こ
の
規
則
に
別
段
の
定
め
が
な
い
場
合
、
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
い
て
は
、
当
該
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
加
盟
国
の
倒
産
法
が
適
用

さ
れ
る
」）
が
考
慮
さ
れ
た
結
果
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
考
慮
の
前
提
に
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
く
訴

え
と
い
う
点
で
、
先
例
と
本
件
と
の
共
通
性
へ
の
着
目
が
あ
っ
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。

⑸　

次
の
第
一
八
段
落
で
は
、
以
下
の
よ
う
な
説
明
が
あ
る
。

［
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こ
の
点
に
関
し
て
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
が
、
会
社
の
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
の
場
合
に
、
代
表
機
関
の

構
成
員
（M

itglieder des V
ertretungsorgans

）
が
、
遅
滞
な
く
（ohne schuldhaftes Zögern

）、
遅
く
と
も
支
払
無
能
力
状
態
ま
た
は
債



一
六
八

務
超
過
の
発
生
後
三
週
間
以
内
に
、
倒
産
手
続
開
始
を
求
め
る
申
立
を
提
起
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
準
用
す
る
（sinngem

äß vorsieht

）
同

条
第
一
項
と
の
関
連
で
解
釈
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
点
が
追
加
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
（som

it

）、
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
、
特
に
、
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
に
陥
っ
て
い
る
会
社
の
取
締
役
で
あ
り
な
が
ら
、
有
限
責
任
会

社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
違
反
し
て
、
倒
産
手
続
開
始
の
申
立
を
提
起
し
て
い
な
か
っ
た
者
の
人
的
責
任
を
問
う
こ
と
が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
会

社
倒
産
手
続
の
開
始
後
に
、
同
社
の
計
算
で
支
払
を
行
っ
た
り
支
払
を
承
諾
し
た
り
す
る
こ
と
は
、
も
は
や
支
払
無
能
力
と
な
っ
た
会
社
の
業
務
執

行
者
の
所
管
事
項
（Sache

）
で
は
な
く
、
倒
産
管
財
人
の
所
管
事
項
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
引
き
出
さ
れ
る
よ
う
に
（daraus folgt

）、
支
払

無
能
力
と
な
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
定
め
ら
れ
た
義
務
に
従
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
事
象
に
つ
き
（der 

Sache nach

）
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
定
め
ら
れ
た
制
裁
は
適
用
さ
れ
な
い
。（

（3
（

こ
の
段
落
で
は
、
❶
「
こ
の
点
に
関
し
て
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
が
、
会
社
の
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超

過
の
場
合
に
、
代
表
機
関
の
構
成
員
が
、
遅
滞
な
く
、
遅
く
と
も
支
払
無
能
力
状
態
ま
た
は
債
務
超
過
の
発
生
後
三
週
間
以
内
に
、
倒
産

手
続
開
始
を
求
め
る
申
立
を
提
起
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
準
用
す
る
同
条
第
一
項
と
の
関
連
で
解
釈
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
点
が
追
加
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
こ
と
、
❷
「
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
、
特

に
、
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
に
陥
っ
て
い
る
会
社
の
取
締
役
で
あ
り
な
が
ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
違
反
し

て
、
倒
産
手
続
開
始
の
申
立
を
提
起
し
て
い
な
か
っ
た
者
の
人
的
責
任
を
問
う
こ
と
が
で
き
る
」
こ
と
、
❸
「
す
な
わ
ち
、
会
社
倒
産
手

続
の
開
始
後
に
、
同
社
の
計
算
で
支
払
を
行
っ
た
り
支
払
を
承
諾
し
た
り
す
る
こ
と
は
、
も
は
や
支
払
無
能
力
と
な
っ
た
会
社
の
取
締
役

の
所
管
事
項
で
は
な
く
、
倒
産
管
財
人
の
所
管
事
項
で
あ
る
」
こ
と
、
❹
「
こ
の
こ
と
か
ら
引
き
出
さ
れ
る
よ
う
に
、
支
払
無
能
力
と

な
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
定
め
ら
れ
た
義
務
に
従
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
事
象
に
つ
き
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
定
め
ら
れ
た
制
裁
は
適
用
さ
れ
な
い
」
こ
と
、
こ
れ
ら
四
点
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。



一
六
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
解
釈
に
際
し
て
第
一
項
と
第
二
項
と
を
関
連
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
第
一
点
の
指
摘
に
対
し

て
は
、
お
そ
ら
く
違
和
感
は
な
い
で
あ
ろ
う
。「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
違
反
し
て
、
倒
産
手
続
開
始
の
申
立
を
提
起
し

て
い
な
か
っ
た
者
の
人
的
責
任
を
問
う
こ
と
が
で
き
る
」
と
す
る
第
二
点
お
よ
び
第
三
点
も
、
第
二
項
第
一
文
の
内
容
そ
の
も
の
で
あ

り
、
格
別
に
異
論
を
差
し
挟
む
余
地
は
な
い
。「
支
払
無
能
力
と
な
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
定
め

ら
れ
た
義
務
に
従
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
事
象
に
つ
き
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
定
め
ら
れ
た
制
裁
は
適
用
さ

れ
な
い
」
と
す
る
指
摘
、
す
な
わ
ち
、
第
一
項
所
定
の
義
務
違
反
が
な
い
た
め
、
第
二
項
第
一
文
の
適
用
が
な
い
こ
と
を
述
べ
た
第
四
点

も
当
然
の
こ
と
と
み
ら
れ
得
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
第
二
項
の
適
用
に
際
し
て
留
意
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
が
、
第
二
項
第
二
文
に

お
け
る
「
第
一
文
は
、
上
記
の
時
点
（
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生
後
─
─
筆
者
注
）
以
降
に
、
取
締
役
が
通
常
の
注
意
を
払
っ
て
行
っ
た
支
払

に
は
適
用
さ
れ
な
い
」
と
い
う
文
言
の
解
釈
如
何
で
あ
る
。
こ
の
第
二
文
が
第
一
文
の
例
外
で
あ
る
点
に
着
目
す
る
と
、「
通
常
の
注
意

を
払
っ
て
行
っ
た
支
払
」
に
該
当
す
る
と
の
解
釈
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
第
一
文
の
適
用
は
な
い
こ
と
と
な
ろ
う
。
む
ろ

ん
、
こ
の
点
の
解
釈
は
ド
イ
ツ
裁
判
所
の
判
断
事
項
で
あ
っ
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
の
判
断
事
項
で
は
な
い
が
、
そ
れ
で
も
、
第
一
項
と

第
二
項
と
の
関
連
性
に
触
れ
る
場
合
に
は
、
第
二
項
の
解
釈
上
、
第
一
文
と
第
二
文
と
の
関
連
性
も
触
れ
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
ず
で
あ
る
。

⑹　

次
の
第
一
九
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
内
容
に
つ
い
て
以
下
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

［
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規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
法
廷
地
倒
産
法
（lex fori concursus

）
は
、
特
に
、「
ど
の
よ
う
な
要

件
の
も
と
に
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
る
か
」
を
規
律
す
る
。
こ
の
第
四
条
第
二
項
を
実
際
に
活
用
し
よ
う
と
す
れ
ば
（U

m
 die praktische 

W
irksam

keit dieser Bestim
m

ung sicherzustellen

）、
第
一
に
、
倒
産
手
続
の
開
始
要
件
、
第
二
に
、
手
続
開
始
申
立
（Stellung des 



一
七
〇

A
ntrags

）
の
申
請
義
務
を
負
う
者
の
決
定
に
関
す
る
規
定
、
そ
し
て
第
三
に
、
当
該
義
務
違
反
の
効
果
（Folgen

）、
こ
れ
ら
す
べ
て
が
第
四
条

第
二
項
の
適
用
範
囲
に
含
ま
れ
る
と
い
う
趣
旨
に
、
こ
の
規
定
を
解
釈
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
（daher

）、
当
該
事
象
に
つ
き
（der 

Sache nach

）
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
の
違
反
を
罰
す
る
旨
の
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
お
よ
び
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規

定
は
、
こ
の
観
点
で
も
（auch aus diesem

 Blickw
inkel

）、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
の
適
用
範
囲
内
に
あ
る
も
の
と
み
な

さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。（

（3
（

こ
の
段
落
で
は
、「
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
法
廷
地
倒
産
法
は
、
特
に
、『
ど
の
よ
う
な
要
件

の
も
と
に
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
る
か
』
を
規
律
す
る
」
こ
と
、「
こ
の
第
四
条
第
二
項
を
実
際
に
活
用
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
第
一
に
、

倒
産
手
続
の
開
始
要
件
、
第
二
に
、
手
続
開
始
申
立
の
申
請
義
務
を
負
う
者
の
決
定
に
関
す
る
規
定
、
そ
し
て
第
三
に
、
当
該
義
務
違
反

の
効
果
、
こ
れ
ら
す
べ
て
が
第
四
条
第
二
項
の
適
用
範
囲
に
含
ま
れ
る
と
い
う
趣
旨
に
、
こ
の
規
定
を
解
釈
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
こ

と
、「
そ
れ
ゆ
え
、
当
該
事
象
に
つ
き
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
の
違
反
を
罰
す
る
旨
の
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
お
よ
び

第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
こ
の
観
点
で
も
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
の
適
用
範
囲
内
に
あ
る
も
の
と

み
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
三
点
が
示
さ
れ
て
い
た
。
倒
産
準
拠
法
の
事
項
的
適
用
範
囲
如
何
は
む
ろ
ん
、
第
四
条
第
二

項
の
各
文
言
の
解
釈
問
題
で
あ
り
、
そ
の
最
終
的
判
断
権
限
は
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
の
み
帰
属
す
る
。
た
だ
、
第
二
項
の
「
手
続
開
始
国
」、

「
手
続
開
始
後
に
」（
ａ
号
）、「
倒
産
手
続
が
債
務
者
の
現
に
進
行
中
の
契
約
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
か
」（
ｅ
号
）
等
と

い
っ
た
文
言
を
み
る
限
り
、
明
ら
か
に
、
倒
産
手
続
の
開
始
が
基
準
時
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
を
考
慮
す
る
と
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
倒
産
規

則
で
は
、
倒
産
手
続
開
始
前
、
つ
ま
り
、
ド
イ
ツ
法
が
定
め
る
よ
う
な
、
倒
産
手
続
開
始
前
に
お
け
る
「
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生
後
三

週
間
以
内
」
お
よ
び
「
過
剰
債
務
発
生
時
」
と
い
う
時
間
的
な
観
点
が
も
と
も
と
基
準
時
と
し
て
採
用
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
容
易
に
分



一
七
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

か
る
。
ｍ
号
で
は
、
確
か
に
、「
債
権
者
全
体
（Gesam

theit der Gläubiger

）
に
不
利
益
を
与
え
る
と
い
う
理
由
で
、
絶
対
無
効

（nichtig

）、
取
消
可
能
（anfechtbar

）
ま
た
は
相
対
無
効
（relativ unw

irksam

）
と
さ
れ
る
法
的
行
為
（Rechtshandlungen

）
は
ど
の

よ
う
な
も
の
か
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
が
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
の
照
会
事
項
を
み
る
限
り
、
こ
こ
に
い
う
「
法
的
行
為
」
に
倒
産

手
続
開
始
前
の
行
為
が
包
摂
さ
れ
る
か
否
か
と
い
う
解
釈
問
題
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
（
む
ろ
ん
こ
の
点
が
「
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け

る
ド
イ
ツ
倒
産
法
に
関
わ
る
か
」
と
い
う
表
現
に
含
ま
れ
て
い
る
と
す
る
理
解
も
あ
り
得
よ
う
。）。

⑺　

次
の
第
二
〇
段
落
に
は
、
次
の
よ
う
な
説
明
が
あ
る
。

“［
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］　

こ
の
ほ
か
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
事
案
に
よ
り
変
更
の
余
地
が
あ
る
に
せ
よ
（m

utatis 
m

utandis

）、
各
倒
産
手
続
と
不
可
分
に
結
び
付
け
ら
れ
て
い
る
目
標
、
す
な
わ
ち
、
債
権
者
が
同
等
の
満
足
（gleichm

äßige Befriedigung 
der Gläubiger

）
を
得
ら
れ
る
よ
う
、
倒
産
手
続
開
始
前
に
財
団
財
産
の
縮
小
を
防
止
す
る
と
い
う
目
標
を
実
現
す
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い
る
。
そ

れ
ゆ
え
（daher

）、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
少
な
く
と
も
、「
そ
れ
が
債
権
者
全
体
に
不
利
益
を
及
ぼ
す

と
い
う
理
由
で
、
ど
の
よ
う
な
法
的
行
為
（Rechtshandlungen

）
が
…
…
相
対
的
に
無
効
と
さ
れ
る
か
」、
そ
れ
ゆ
え
（deshalb

）、
規
則

二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
に
従
っ
て
、
ど
の
よ
う
な
法
的
行
為
（Rechtshandlungen

）
が
法
廷
地
倒
産
法
（lex fori 

concursus

）
の
も
と
に
置
か
れ
る
か
を
規
律
す
る
規
定
と
比
較
可
能
（vergleichbar

）
で
あ
る
よ
う
に
み
え
る
。（

（3
（

”

こ
の
段
落
で
は
、
第
一
に
、「
こ
の
ほ
か
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
事
案
に
よ
り
変
更
の
余

地
が
あ
る
に
せ
よ
、
各
倒
産
手
続
と
不
可
分
に
結
び
付
け
ら
れ
て
い
る
目
標
、
す
な
わ
ち
、
債
権
者
が
同
等
の
満
足
を
得
ら
れ
る
よ
う
、

倒
産
手
続
開
始
前
に
財
団
財
産
の
縮
小
を
防
止
す
る
と
い
う
目
標
を
実
現
す
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い
る
」
こ
と
、
第
二
に
、「
そ
れ
ゆ
え
、

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
少
な
く
と
も
、『
そ
れ
が
債
権
者
全
体
に
不
利
益
を
及
ぼ
す
と
い
う
理



一
七
二

由
で
、
ど
の
よ
う
な
法
的
行
為
が
…
…
相
対
的
に
無
効
と
さ
れ
る
か
』、
そ
れ
ゆ
え
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
第
二

項
ｍ
号
に
従
っ
て
、
ど
の
よ
う
な
法
的
行
為
が
法
廷
地
倒
産
法
の
も
と
に
置
か
れ
る
か
を
規
律
す
る
規
定
と
比
較
可
能
で
あ
る
よ
う
に
み

え
る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
二
点
が
紹
介
さ
れ
て
い
た
。「
そ
れ
ゆ
え
（daher

）」
と
い
う
言
葉
か
ら
分
か
る
よ
う
に
、
第
一
文
が
「
理
由
」

を
表
し
、
第
二
文
が
「
結
論
」
と
な
っ
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。
第
二
文
の
内
容
に
注
目
す
る
と
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条

第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
が
定
め
る
「
会
社
の
支
払
無
能
力
発
生
後
に
行
っ
た
支
払
」
が
同
文
の
「
法
的
行
為
」
に
含
ま
れ
る
か
否

か
と
い
う
点
を
め
ぐ
っ
て
第
二
項
ｍ
号
の
解
釈
が
行
わ
れ
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。「
理
由
」
を
表
す
第
一
文
に
は
、「
有
限
責
任
会
社
法

第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
事
案
に
よ
り
変
更
の
余
地
が
あ
る
に
せ
よ
、
各
倒
産
手
続
と
不
可
分
に
結
び
付
け
ら
れ
て

い
る
目
標
、
す
な
わ
ち
、
債
権
者
が
同
等
の
満
足
を
得
ら
れ
る
よ
う
、
倒
産
手
続
開
始
前
に
財
団
財
産
の
縮
小
を
防
止
す
る
と
い
う
目
標

を
実
現
す
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い
る
」
と
す
る
法
的
評
価
が
示
さ
れ
て
い
る
。
有
限
責
任
会
社
法
と
い
う
実
体
法
上
の
規
定
の
法
的
性
質

を
ど
の
よ
う
に
み
る
べ
き
か
と
い
う
論
点
に
関
し
て
、
会
社
法
説
と
倒
産
法
説
と
が
対
立
し
て
い
る
状
況
下
で
い
ず
れ
か
一
方
を
優
先
し

よ
う
と
す
る
場
合
、
む
ろ
ん
、
優
先
順
位
を
決
め
る
基
準
は
「
比
較
の
第
三
項
」
に
求
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
当

該
判
断
基
準
が
、
両
説
か
ら
等
距
離
に
あ
る
と
い
う
意
味
で
、
い
ず
れ
の
説
に
も
属
さ
な
い
第
三
者
的
な
中
立
の
内
容
に
よ
っ
て
構
成
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味
し
よ
う
。
し
か
し
な
が
ら
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
の
ど
こ
に
も
、
そ
う
し
た
中
立
の
基
準
は
示
さ
れ

て
い
な
い
。

こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
照
会
事
項
一
で
問
わ
れ
た
論
点
に
対
し
て
肯
定
説
を
採
用
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
論
拠
が
無
内
容
で
あ
り
、
同
語

反
覆
に
陥
っ
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。

三　

⑴　

他
方
、
第
二
の
照
会
事
項
の
場
合
は
ど
う
か
。
こ
こ
で
も
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
が
ど
の
よ
う
な
論
点
を
提
示
し
て
い



一
七
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

た
か
を
確
認
す
る
こ
と
か
ら
始
め
よ
う
。
同
裁
判
所
が
提
示
し
た
第
二
の
論
点
は
以
下
の
よ
う
に
表
現
さ
れ
て
い
た
。

“
二　

現
に
審
理
中
の
案
件
の
よ
う
な
種
類
の
訴
え
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、第
五
四
条
所
定
の
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
か
。（V

erstößt 
eine K

lage der vorstehenden A
rt gegen die N

iederlassungsfreiheit nach A
rt. 49, 54 A

EU
V

?

）（
（3
（

”

ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
が
提
示
し
た
「
…
…
訴
え
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
所
定
の
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る

か
」
と
い
う
二
者
択
一
型
の
論
点
を
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
が
正
確
に
理
解
し
て
い
た
と
い
う
点
は
、
第
一
三
段
落
に
お
け
る
次
の
表
現
か

ら
明
ら
か
に
な
る
。

“
二　

現
に
審
理
中
の
案
件
の
よ
う
な
種
類
の
訴
え
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、第
五
四
条
所
定
の
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
か
。（V

erstößt 
eine K

lage der vorstehenden A
rt gegen die N

iederlassungsfreiheit nach den A
rt. 49 A

EU
V

 und 54 A
EU

V
?

）（
（3
（

”

こ
の
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
に
お
け
る
表
現
と
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
お
け
る
そ
れ
と
が
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
の
第
四
九
条
と
第

五
四
条
と
を
結
ぶ
表
現
上
の
相
違
（
前
者
で
は
コ
ン
マ
が
用
い
ら
れ
、
後
者
で
は
「und

（
お
よ
び
）」
と
い
う
接
続
詞
が
用
い
ら
れ
て
い
る
）
を
除

い
て
、
ま
っ
た
く
の
同
文
で
あ
っ
た
に
も
拘
ら
ず
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
こ
の
論
点
を
、
第
二
二
段
落
（「
第
二
の
照
会
事
項
」
と
い
う
見
出
し

の
も
と
に
、
こ
の
論
点
を
再
現
し
た
部
分
）
と
第
二
九
段
落
（
第
二
二
段
落
に
示
さ
れ
た
問
い
に
対
す
る
解
答
を
述
べ
た
部
分
）
に
お
い
て
、
次
の

よ
う
に
書
き
換
え
て
い
た
。
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連
邦
通
常
裁
判
所
が
こ
の
第
二
の
照
会
事
項
で
知
り
た
い
と
考
え
て
い
る
の
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
が
、
自
社

の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
に

対
し
て
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
を
妨
げ
て
い
る
か
否
で
あ
る
。（M

it seiner zw
eiten 

Frage m
öchte das vorlegende Gericht w

issen, ob die A
rt. 49 A

EU
V

 und 54 A
EU

V
 der A

nw
endung einer nationalen 

Bestim
m

ung w
ie §

64 A
bs. 2 Satz 1 Gm

bH
G auf den D

irektor einer Gesellschaft englischen oder w
alisischen Rechts, über 

deren V
erm

ögen in D
eutschland das Insolvenzverfahren eröffnet w

orden ist, entgegenstehen. （
（3
（

）”

“［
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以
上
を
考
慮
す
る
と
、
第
二
の
照
会
事
項
に
対
し
て
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
は
、
ド
イ
ツ
所
在
の
自
社
の
財
産

に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
に
対
し
て
、

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
と
い
う
よ
う
に
、
解
答
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（U
nter diesen U

m
ständen ist auf die zw

eite Frage zu antw
orten, dass die A

rt. 49 A
EU

V
 und 54 A

EU
V

 der A
nw

endung 
einer nationalen Bestim

m
ung w

ie §
64 A

bs. 2 Satz 1 Gm
bH

G auf den D
irektor einer Gesellschaft englischen oder 

w
alisischen R

echts, über deren V
erm

ögen in D
eutschland das Insolvenzverfahren eröffnet w

orden ist, nicht 
entgegenstehen. （

（3
（

）”

こ
の
第
二
九
段
落
の
内
容
は
、
最
後
に
、
結
論
の
か
た
ち
で
次
の
よ
う
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

“
以
上
の
理
由
で
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
（
第
六
部
）
は
、
本
件
提
示
を
適
法
と
認
め
た
（für Recht erkannt

）。

　

二　

Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
は
、
自
社
の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
上

ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
に
対
し
て
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
を
適
用

す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。（D

ie A
rt. 49 A

EU
V

 und 54 A
EU

V
 stehen der A

nw
endung einer nationalen V

orschrift w
ie §

64 A
bs. 

2 Satz 1 des Gesetzes betreffend die Gesellschaften m
it beschränkter H

aftung auf den D
irektor einer Gesellschaft 
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

englischen oder w
alisischen Rechts, über deren V

erm
ögen in D

eutschland das Insolvenzverfahren eröffnet w
orden ist, nicht 

entgegen.

）”

こ
こ
で
は
、
一
方
の
、
第
一
三
段
落
の
「
…
…
訴
え
は
…
…
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
」
と
い
う
表
現
と
、
他
方
の
、
第
二
二
段

落
の
「
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
が
…
…
国
内
規
定
の
…
…
取
締
役
へ
の
適
用
を
妨
げ
て
い
る
」
と
い
う
表
現
と
を
、
主
語
、
直
接
目

的
語
、
間
接
目
的
語
お
よ
び
述
語
に
着
目
し
て
対
比
し
て
み
よ
う
。
た
と
え
ば
、「
…
…
訴
え
が
…
…
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
と

き
」（
要
件
）
➡
「
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
が
…
…
国
内
規
定
の
…
…
取
締
役
へ
の
適
用
を
妨
げ
て
い
る
」（
効
果
）
と
い
う
判
断
基

準
を
考
え
る
場
合
、
要
件
に
該
当
す
れ
ば
、
そ
れ
に
対
応
し
た
効
果
が
発
生
す
る
と
こ
ろ
か
ら
、「
違
反
」
の
有
無
と
い
う
論
点
が
「
妨

げ
る
」
か
否
か
と
い
う
論
点
の
論
理
的
前
提
を
成
す
と
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
こ
の
場
合
、
両
者
は
、
視
点
を
異
に
す
る
だ
け
で
、
実

質
的
に
は
言
い
換
え
の
関
係
に
立
つ
と
説
明
さ
れ
る
の
か
も
し
れ
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、「
妨
げ
る
」
と
い
う
効
果
を
発
生
さ
せ
る
要

件
が
「
違
反
す
る
」
こ
と
以
外
に
も
あ
り
得
る
と
考
え
る
場
合
、「
違
反
」
の
有
無
以
外
の
要
件
の
具
備
の
有
無
が
審
査
さ
れ
て
い
な
け

れ
ば
、「
妨
げ
る
」
か
否
か
と
い
う
問
い
に
答
え
得
な
い
と
い
う
意
味
で
、
両
者
を
言
い
換
え
の
関
係
で
捉
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
主

張
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
こ
の
場
合
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
照
会
事
項
一
に
関
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
の
言
い
換
え
は
、
論
点
の
意
図

的
変
更
と
い
う
意
味
で
、
不
適
切
な
も
の
と
判
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

⑵　

右
の
第
二
九
段
落
お
よ
び
結
論
部
分
が
示
す
よ
う
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
決
で
は
、
ド
イ
ツ
の
当
該
規
定
の
適
用
は
「
居
住
移
転

の
自
由
に
違
反
」
せ
ず
、「
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
が
…
…
国
内
規
定
の
…
…
取
締
役
へ
の
適
用
を
妨
げ
て
」
い
な
い
と
さ
れ
て
い

た
。
そ
れ
で
は
、
こ
う
し
た
否
定
説
の
根
拠
は
ど
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
判
旨
が
参
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照
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ま
ず
、
第
二
三
段
落
で
は
、
次
の
よ
う
に
記
さ
れ
て
い
た
。

“［
23
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こ
の
点
に
関
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
例
か
ら
導
か
れ
る
と
こ
ろ
に
よ
れ
ば
、
加
盟
国
が
、
特
に
、
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ

か
つ
同
国
に
定
款
上
の
法
人
住
所
（satzungsm

äßiger Sitz

）
を
有
す
る
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
を
、
同
社
が
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠

（tatsächlicher V
erw

altungssitz

）
を
も
同
国
の
主
権
領
域
内
に
移
転
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
い
う
理
由
で
、
拒
否
し
て
い
る
場
合
、
そ
う
し
た
拒

否
は
、
一
定
の
事
情
の
も
と
で
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
が
原
則
的
に
保
障
す
る
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制
限
を
意
味

す
る
余
地
が
あ
る
（darstellen kann

）（
こ
の
意
味
で
参
照
さ
れ
る
の
は
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
で
あ
る
、C-208/00, EU

:C:2002:632, 
Rn. 82

）。（
（3
（

”

こ
の
段
落
で
は
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
を
援
用
し
、
加
盟
国
が
、「
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か
つ
同
国
に
定
款

上
の
法
人
住
所
を
有
す
る
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
を
、
同
社
が
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
も
同
国
の
主
権
領
域
内
に
移
転
す
べ
き

で
あ
っ
た
と
い
う
理
由
で
」
拒
否
し
て
い
る
場
合
、「
そ
う
し
た
拒
否
は
、
一
定
の
事
情
の
も
と
で
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ

び
第
五
四
条
が
原
則
的
に
保
障
す
る
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制
限
を
意
味
す
る
余
地
が
あ
る
」
と
述
べ
て
い
た
。
こ
の
部
分
は
、

「
加
盟
国
が
、
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か
つ
同
国
に
定
款
上
の
法
人
住
所
を
有
す
る
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
を
、
同
社
が

事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
も
同
国
の
主
権
領
域
内
に
移
転
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
い
う
理
由
で
、
拒
否
し
て
い
る
と
き
」（
要
件
）
➡

「
そ
う
し
た
拒
否
は
、
一
定
の
事
情
の
も
と
で
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
と
原
理
的
に
合
致
し
な
い
（
＝
居
住
移
転

の
自
由
に
対
す
る
制
限
を
意
味
す
る
）
余
地
が
あ
る
」（
効
果
）
と
い
う
判
断
基
準
と
、「
…
…
が
…
…
す
る
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
が
『
一
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

定
の
事
情
』
に
該
当
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
（
右
の
判
断
基
準
の
）
適
用
基
準
と
の
複
合
的
基
準
の
形
式
で
言
い
表
す
こ
と
が
で
き
よ
う
。

こ
の
判
断
基
準
と
適
用
基
準
と
の
組
合
せ
は
、「
加
盟
国
が
、
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か
つ
同
国
に
定
款
上
の
法
人
住
所
を

有
す
る
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
を
、
同
社
が
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
も
同
国
の
主
権
領
域
内
に
移
転
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
い
う

理
由
で
、
拒
否
し
て
い
る
と
き
」（
第
一
要
件
）＋「
…
…
が
『
一
定
の
事
情
』
に
該
当
す
る
と
き
」（
第
二
要
件
）
➡
「
そ
う
し
た
拒
否
は
、

一
定
の
事
情
の
も
と
で
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
と
原
理
的
に
合
致
し
な
い
（
＝
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制
限

を
意
味
す
る
）
余
地
が
あ
る
」（
効
果
）
と
い
う
表
現
に
言
い
換
え
る
こ
と
も
で
き
る
。
と
は
い
え
、
ど
ち
ら
の
表
現
形
式
を
採
る
に
せ
よ
、

要
件
部
分
の
解
釈
過
程
が
明
確
に
説
明
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
、
当
該
効
果
が
生
じ
る
か
否
か
の
判
断
を
下
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の
よ

う
に
み
る
と
、
適
用
基
準
の
要
件
部
分
─
─
こ
の
点
は
、
判
断
基
準
の
第
二
要
件
部
分
と
言
い
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
─
─
が
明
ら
か
に

さ
れ
て
い
な
い
以
上
、
当
該
効
果
の
発
生
の
有
無
も
確
認
で
き
な
い
こ
と
と
な
る
。

⑶　

次
の
第
二
四
段
落
で
は
、
以
下
の
よ
う
に
、
説
明
さ
れ
て
い
る
。

“［
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さ
ら
に
言
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
最
低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
規
定
と
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
よ
り
保
障
さ
れ
た
居
住
移
転
の
自
由
と
が
合

致
し
て
い
な
い
事
案
で
は
、
資
本
金
が
国
内
法
上
規
定
さ
れ
て
い
る
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
場
合
や
事
業
継
続
中
に
こ
の
額
を
下
回
る
場
合
に
取

締
役
が
債
務
者
全
体
に
対
し
て
人
的
責
任
を
負
う
の
と
同
様
に
、
当
該
義
務
の
不
履
行
を
理
由
と
す
る
制
裁
に
つ
い
て
、
こ
れ
と
ま
っ
た
く
同
じ
こ

と
が
必
然
的
に
適
用
さ
れ
る
旨
を
す
で
に
判
断
し
て
い
た
（
こ
の
意
味
で
参
照
さ
れ
る
の
は
、
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
あ
る
、

C-167/01, EU
:C:2003:512, Rn. 141

）。（
（3
（

”



一
七
八

こ
の
段
落
で
援
用
さ
れ
た
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
の
趣
旨
を
判
断
基
準
の
形
式
に
置
き
換
え
て
み
よ
う
。
ま
ず
、「
資
本
金

が
国
内
法
上
規
定
さ
れ
て
い
る
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
場
合
ま
た
は
事
業
継
続
中
に
こ
の
額
を
下
回
る
場
合
」（
要
件
）
➡
「
取
締
役

が
債
務
者
全
体
に
対
し
て
人
的
責
任
を
負
う
」（
効
果
）
と
い
う
加
盟
国
国
内
実
質
法
規
の
存
在
が
確
認
さ
れ
て
い
た
。
次
に
、「
…
…
が

…
…
す
る
と
き
」（
要
件
）
➡
「
こ
れ
ら
最
低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
規
定
の
適
用
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
よ
り
保
障
さ
れ
た
居
住
移
転
の

自
由
と
合
致
し
な
い
」（
効
果
）
と
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
上
の
判
断
基
準
も
紹
介
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
で
は
、「
当
該
義
務
の
不
履
行
に
起

因
す
る
制
裁
が
定
め
ら
れ
て
い
る
と
き
」（
要
件
）
➡
「
こ
れ
と
ま
っ
た
く
同
じ
こ
と
が
必
然
的
に
適
用
さ
れ
る
」（
効
果
）
と
い
う
基
準

は
、「
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
当
該
制
裁
を
科
す
加
盟
国
規
定
の
適
用
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
よ
り
保
障
さ
れ
た
居
住
移
転
の
自
由
と
合

致
し
な
い
」（
効
果
）
と
い
う
意
味
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
上
の
判
断
基
準
な
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
当
の
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・

ア
ー
ト
判
決
の
第
一
四
一
段
落
を
み
る
と
、
そ
の
表
現
は
以
下
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

“［
141
］　

最
低
資
本
金
に
関
す
る
加
盟
国
の
諸
規
定
と
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
が
保
障
す
る
居
住
移
転
の
自
由
と
は
合
致
し
て
い
な
い
の
で
、
こ
れ
と
同
じ

こ
と
が
、
当
該
義
務
の
不
履
行
を
理
由
と
す
る
制
裁
、
す
な
わ
ち
、
資
本
金
が
国
内
法
上
規
定
さ
れ
て
い
る
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
場
合
や
事
業

継
続
中
に
こ
の
額
を
下
回
る
場
合
に
取
締
役
が
債
務
者
全
体
に
対
し
て
人
的
責
任
を
負
う
と
い
う
制
裁
に
つ
い
て
、
必
然
的
に
適
用
さ
れ
る
。（D

a 
die Bestim

m
ungen über das M

indestkapital m
it der durch den V

ertrag garantierten N
iederlassungsfreiheit unvereinbar 

sind, gilt zw
angsläufig dasselbe für die Sanktionen, die an die N

ichterfüllung der fraglichen V
erpflichtungen geknüpft sind, 

d. h. die persönliche gesam
tschuldnerische H

aftung der Geschäftsführer in dem
 Fall, dass das K

apital nicht den im
 

nationalen Recht vorgeschriebenen M
indestbetrag erreicht oder w

ährend des Betriebes unter diesen sinkt. （
（4
（

）”



一
七
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

こ
の
段
落
を
み
る
と
、
第
二
四
段
落
の
「
最
低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
規
定
と
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
よ
り
保
障
さ
れ
た
居
住
移
転
の
自
由

と
が
合
致
し
て
い
な
い
事
案
で
は
」
に
お
け
る
「im

 Fall der U
nvereinbarkeit

」
と
い
う
表
現
が
第
一
四
一
段
落
で
は
「die 

Bstim
m

ungen 

… unvereinbar sind

」
と
書
か
れ
て
い
る
た
め
、
文
章
表
現
を
異
に
し
、「
合
致
し
て
い
な
い
」
と
い
う
文
言
の
解

釈
を
変
え
る
余
地
を
残
し
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
な
ぜ
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
こ
れ
と
ま
っ
た
く
同
じ
こ
と
が
必

然
的
に
適
用
さ
れ
る
旨
を
す
で
に
判
断
し
て
い
た
」
と
言
え
る
の
か
と
い
う
疑
問
が
生
じ
よ
う
。

⑷　

次
の
第
二
五
段
落
で
は
、
こ
う
記
さ
れ
る
。

“［
25
］　

し
か
し
な
が
ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
、
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か
つ
事
実

上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
自
国
の
主
権
領
域
内
へ
移
転
し
て
い
る
会
社
の
権
利
能
力
承
認
を
加
盟
国
が
拒
否
す
る
こ
と
と
無
関
係
で
あ
る
だ
け
で
な

く
、
同
社
の
資
本
金
が
国
内
法
上
規
定
さ
れ
た
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
場
合
に
、
取
締
役
の
人
的
責
任
を
問
う
こ
と
と
も
関
係
が
な
い
。（

（4
（

”

こ
の
段
落
で
は
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
」
が
「
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か

つ
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
自
国
の
主
権
領
域
内
へ
移
転
し
て
い
る
会
社
の
権
利
能
力
承
認
を
加
盟
国
が
拒
否
す
る
」
こ
と
と
無
関

係
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、「
同
社
の
資
本
金
が
国
内
法
上
規
定
さ
れ
た
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
場
合
に
、
業
務
執
行
者
の
人
的
責
任
を

問
う
」
こ
と
と
も
関
係
が
な
い
こ
と
、
つ
ま
り
、
論
点
と
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ
で
も
、
注
意
を
要
す
る
の

は
、
第
二
五
段
落
冒
頭
部
の
「
し
か
し
な
が
ら
（jedoch

）」
と
い
う
表
現
で
あ
る
。
こ
の
語
は
、
先
の
第
二
四
段
落
の
内
容
と
こ
の
第

二
五
段
落
の
内
容
と
が
逆
説
の
関
係
に
あ
る
こ
と
を
推
測
さ
せ
る
が
、
最
低
資
本
金
や
義
務
不
履
行
を
理
由
と
す
る
制
裁
に
触
れ
る
第



一
八
〇

二
四
段
落
と
取
締
役
の
賠
償
義
務
に
関
す
る
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
内
容
を
紹
介
す
る
第
二
五
段
落
と
は
別
個
の
論
点
を
取
り
上
げ

て
お
り
、
同
一
内
容
に
つ
い
て
評
価
を
異
に
す
る
と
い
う
意
味
で
の
逆
説
を
示
す
も
の
で
は
な
い
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。

⑸　

次
の
第
二
六
段
落
と
第
二
七
段
落
で
は
、
第
二
五
段
落
の
内
容
を
補
充
す
る
か
た
ち
で
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第

一
文
が
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
や
取
締
役
の
人
的
責
任
を
定
め
て
い
な
い
と
す
る
二
つ
の
理
由
に
つ
い
て
以
下
の
よ
う
な
説
明
が
加
え

ら
れ
て
い
る
。

“［
26
］　

す
な
わ
ち
、
第
一
に
、
本
件
提
示
を
行
っ
て
い
る
連
邦
通
常
裁
判
所
の
裁
判
か
ら
明
ら
か
に
な
る
よ
う
に
、
本
件
の
対
象
と
さ
れ
た
紛
争

の
事
実
関
係
の
も
と
で
は
、
倒
産
債
務
会
社
の
権
利
能
力
の
有
無
が
論
点
と
さ
れ
て
い
る
。
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
文
言
は
、

そ
れ
ど
こ
ろ
か
（sogar

）、
こ
の
論
点
を
取
り
上
げ
て
い
な
い
（auszuschließen

）
よ
う
に
み
え
る
、
と
い
う
の
は
、
こ
の
規
定
の
適
用
は
「
会

社
（Gesellschaft

）」
の
存
在
を
前
提
と
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

［
27
］　

第
二
に
、
会
社
の
取
締
役
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
人
的
責
任
を
負
う
事
由
は
、
た
だ
ひ
と
つ
、
ド
イ
ツ

法
ま
た
は
会
社
設
立
準
拠
法
に
定
め
ら
れ
た
最
低
額
に
会
社
の
資
本
金
が
達
し
て
い
な
い
こ
と
で
は
な
く
（knüpft nicht daran an

）、
有
限
責

任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
よ
り
、
倒
産
手
続
開
始
申
立
を
提
起
す
る
義
務
を
負
わ
さ
れ
た
段
階
で
、
会
社
の
取
締
役
が
支
払
を
行
っ
て
い
た
と

い
う
こ
と
の
み
で
あ
る
。（

（4
（

”

第
二
六
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
倒
産
債
務
会
社
の
権
利
能
力
の
有
無
」
が
本
件
の
前
提
に
あ
る
ド
イ
ツ
の
訴
訟
で
論
点
と
さ
れ
て
い

た
こ
と
が
、
第
二
文
で
は
、「
会
社
（Gesellschaft

）」
の
法
的
存
在
を
前
提
と
し
て
い
る
た
め
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第

一
文
で
は
会
社
の
権
利
能
力
の
有
無
は
論
点
と
な
り
得
な
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
次
の
第
二
七
段
落
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
一
項
に
よ
る
取
締
役
の
義
務
が
確
認
さ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ら
二
つ
の
段
落
の
内
容
を
み
る
と
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第



一
八
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

二
項
第
一
文
の
立
法
理
由
に
触
れ
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
同
文
が
会
社
の
権
利
能
力
の
承
認
や
取
締
役
の
人
的
責
任
を
定
め
て
い
な
い
と

す
る
二
つ
の
理
由
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
と
は
言
い
得
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

⑹　

次
の
第
二
八
段
落
に
は
、
以
下
の
よ
う
な
説
明
が
あ
る
。

“［
28
］　

以
上
を
総
合
す
れ
ば
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
の
適
用
は
、
特
定
の
加
盟
国
で
会
社
を
設
立
す

る
こ
と
と
だ
け
で
な
く
、
同
社
が
設
立
後
に
他
の
加
盟
国
に
営
業
所
を
設
け
る
こ
と
と
も
関
係
が
な
い
、
と
い
う
の
は
、
加
盟
国
法
上
の
こ
の
規
定

は
、
設
立
後
の
会
社
の
活
動
に
限
っ
て
適
用
さ
れ
る
か
ら
で
あ
り
、
厳
密
に
言
え
ば
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
に
よ
り
準
拠
法

と
し
て
指
定
さ
れ
た
加
盟
国
法
の
も
と
で
、
支
払
無
能
力
と
み
な
さ
れ
る
時
点
、
ま
た
は
、
同
社
の
債
務
超
過
が
確
定
さ
れ
る
時
点
以
後
に
適
用
さ

れ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
が
居
住
移
転
の
自
由
を
侵
害
す
る
余

地
は
な
い
。（

（4
（

”

第
一
文
の
前
半
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
が
適
用
さ
れ
る
場
合
、
加
盟
国
に
お
け
る
会

社
の
設
立
も
、
設
立
さ
れ
た
会
社
の
他
の
加
盟
国
に
お
け
る
営
業
所
の
開
設
も
論
点
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
同
後
半
で

は
、
こ
れ
が
論
点
と
な
り
得
な
い
理
由
と
し
て
、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
四
条
に
よ
り
準
拠
法
と
さ
れ
た
加
盟
国
法
に

従
っ
て
決
定
さ
れ
た
時
点
（
支
払
無
能
力
と
み
な
さ
れ
る
時
点
、
ま
た
は
、
同
社
の
債
務
超
過
が
確
定
さ
れ
る
時
点
）
以
後
に
有
限
責
任
会
社
法

第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
が
適
用
さ
れ
る
と
い
う
事
情
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
第
二
文
で
は
、
そ
の
結
果
と
し
て
、

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
が
居
住
移
転
の
自
由
を
侵
害
す
る
余
地
は
な
い
と
す
る
評
価
が
示
さ
れ

る
。
法
主
体
の
成
立
段
階
に
お
け
る
論
点
と
成
立
を
認
め
ら
れ
た
法
主
体
の
活
動
段
階
に
お
け
る
そ
れ
と
を
区
別
し
、
居
住
移
転
の
自
由



一
八
二

の
適
用
対
象
を
前
者
に
限
定
す
る
と
い
う
立
場
の
明
確
な
表
明
で
あ
る
。
む
ろ
ん
、
こ
こ
で
も
、
な
ぜ
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
対
象
が

前
者
に
限
定
さ
れ
る
か
と
い
う
点
の
説
明
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
こ
の
点
を
問
う
の
は
、
経
営
判
断
の
実
情
か
ら
み
る
限
り
、
法
人
の
活
動

が
、
個
別
利
益
や
集
団
利
益
の
確
保
や
社
会
公
益
の
実
現
と
い
っ
た
最
終
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
お

り
、
法
人
と
し
て
の
活
動
を
中
間
的
目
的
と
し
て
法
人
を
設
立
し
た
り
営
業
所
を
開
設
し
た
り
す
る
の
で
あ
っ
て
、
法
人
の
設
立
や
営
業

所
の
他
国
で
の
開
設
の
み
で
満
足
す
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
対

象
如
何
と
い
う
問
い
に
対
す
る
解
答
が
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
れ
、
し
か
る
べ
き
理
由
が
説
明
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四　

以
上
を
総
合
す
る
と
、
二
つ
の
照
会
事
項
に
対
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
解
答
は
い
ず
れ
も
根
拠
の
な
い
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
が
判
明

す
る
。

三 

加
盟
国
規
定
の
性
質
決
定
─
─
Ｅ
Ｕ
法
上
の
構
成
と
そ
の
評
価
⑴

そ
れ
な
ら
ば
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
て
い
る
か
。
こ
こ
で
は
、
早
期
に
入
手
し
得
た
四
件
の

評
釈
を
取
り
上
げ
、
照
会
事
項
一
か
ら
検
討
を
始
め
よ
う
。

1　

ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
の
理
解

一　

ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
大
学
外
国
私
法
・
外
国
経
済
法
お
よ
び
国
際
私
法
・
国
際
経
済
法
研
究
所
の
マ
ル
ク=

フ
ィ
リ
ッ
プ
・
ヴ
ェ

ラ
ー（

（4
（

と
レ
オ
ン
ハ
ル
ト
・
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー（

（4
（

の
場
合
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
評
釈（

（4
（

お
よ
び
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
影
響
を
取
り
上
げ
た
論



一
八
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

文
（
（4
（

（
以
下
、「
評
釈
」
お
よ
び
「
論
文
」
と
略
記
す
る
。）
が
連
名
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。

共
作
論
文
の
末
尾
、「
Ⅴ　

大
綱
形
式
に
よ
る
要
約
（Zusam

m
enfassung in T

hesen

）」
の
項
で
は
、
主
張
の
要
点
が
次
の
四
点
に
整

理
さ
れ
て
い
る（

（4
（

。
最
初
の
二
つ
は
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
の
内
容
を
確
認
し
た
も
の
で
あ
る
。
ま
ず
、
①
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
、
有
限
責

任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
取
締
役
の
責
任
と
い
う
実
質
法
制
度
の
牴
触
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
と
分
類
さ
れ
た
こ

と
、
そ
の
結
果
、
当
該
実
質
規
定
が
管
理
機
関
の
本
拠
を
国
内
に
有
す
る
外
国
会
社
の
取
締
役
に
適
用
さ
れ
て
い
た
こ
と
、
こ
の
点
は
、

会
社
準
拠
法
の
適
用
範
囲
を
狭
め
る
か
た
ち
で
倒
産
準
拠
法
の
適
用
範
囲
を
拡
大
し
、
ひ
い
て
は
、
他
の
加
盟
国
で
設
立
さ
れ
た
外
国
会

社
に
対
し
て
国
内
法
を
適
用
す
る
機
会
を
増
や
す
結
果
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
確
認
さ
れ
る
。
次
に
、
②
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
物

品
取
引
の
自
由
に
関
す
る
ケ
ッ
ク
判
決
に
倣
っ
て
、
い
わ
ゆ
る
活
動
実
施
ル
ー
ル
に
着
目
し
、
居
住
移
転
の
自
由
に
よ
る
保
護
範
囲
に
つ

い
て
の
例
外
を
創
り
出
し
た
こ
と
、
市
場
ア
ク
セ
ス
（
設
立
や
本
拠
移
転
）
に
関
連
し
な
い
規
定
は
、
そ
の
点
を
述
べ
る
だ
け
で
直
ち
に
、

そ
う
で
な
く
て
も
簡
単
な
理
由
付
け
の
み
で
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
よ
る
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
し
な
い
と
判
断

さ
れ
た
こ
と
、
こ
れ
ら
二
点
が
紹
介
さ
れ
る
。

次
の
二
つ
は
、
右
判
決
に
対
す
る
著
者
両
名
の
評
価
に
関
わ
る
。
最
初
に
、
③
両
名
に
よ
る
同
判
決
の
理
解
（
右
の
①
お
よ
び
②
）
を
前

提
と
し
て
、
会
社
準
拠
法
と
倒
産
準
拠
法
の
交
錯
領
域
に
位
置
す
る
、
社
員
お
よ
び
取
締
役
の
責
任
を
問
う
技
法
の
多
く
は
倒
産
法
的
な

も
の
と
性
質
決
定
さ
れ
て
よ
い
し
、
活
動
実
施
ル
ー
ル
に
分
類
さ
れ
る
技
法
を
外
国
会
社
に
適
用
す
る
こ
と
は
Ｅ
Ｕ
法
と
合
致
す
る
と
評

価
さ
れ
る
。
次
に
、
④
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
が
各
国
の
裁
判
所
に
与
え
た
影
響
が
簡
潔
に
整
理
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
居
住
移
転
の
自
由

に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
断
と
の
整
合
性
を
確
保
す
る
べ
く
、
加
盟
国
裁
判
所
が
渉
外
事
件
に
お
い
て
自
国
の
倒
産
法
を
こ
れ
ま
で
よ

り
も
ず
っ
と
高
い
比
率
で
適
用
す
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
こ
と
、
こ
う
し
た
傾
向
か
ら
推
し
て
、「
倒
産
法
の
メ
ッ
カ
」
と
み
な
さ
れ
て
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い
た
連
合
王
国
が
Ｅ
Ｕ
か
ら
離
脱
す
る
状
況
を
迎
え
て
、
各
国
の
立
法
者
が
い
わ
ゆ
る
「Rescue Culture

（
救
済
文
化
、
便
利
な
倒
産
法

の
提
供
を
競
い
合
う
状
況
）」
を
実
現
す
る
べ
く
「
最
善
の
」
倒
産
法
を
目
指
し
て
競
争
し
合
っ
て
い
る
こ
と
、
こ
れ
ら
で
あ
る
。

二　

他
方
、
評
釈
で
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
た
。

“
1　

国
際
私
法
は
、
準
拠
法
の
調
査
に
際
し
て
、
分
析
的
方
法
を
用
い
て
い
る
。
事
案
を
構
成
す
る
生
活
事
実
は
バ
ラ
バ
ラ
に
解
体
さ
れ
、
機
能

的
性
質
決
定
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
連
結
対
象
に
分
類
さ
れ
て
い
る
（
会
社
法
、
倒
産
法
、
不
法
行
為
法
等
）。
各
連
結
対
象
は
別
々
の
牴
触
規
定

に
服
す
る
。
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
の
場
合
、
設
立
準
拠
法
説
に
基
づ
い
て
会
社
準
拠
法
の
調
査
が
行
わ
れ
る
の
に
対
し
、
倒
産
準
拠
法
の
決
定
に
あ

た
っ
て
は
、
ど
こ
が
倒
産
会
社
の
主
た
る
利
益
の
中
心
地
（Centre of M

ain Interest

）
で
あ
る
か
が
基
準
と
さ
れ
て
い
る
（
新
表
現
形
式
の
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
、
第
四
条
）。
そ
れ
ゆ
え
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
の
場
合
、Lim

ited

に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
の
は
、
設
立
準
拠
法
と
し
て
の
イ

ン
グ
ラ
ン
ド
の
会
社
法
、
倒
産
準
拠
法
と
し
て
の
ド
イ
ツ
の
倒
産
法
、
こ
れ
ら
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が

Lim
ited

の
取
締
役
（D

irector

）
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
の
は
、D

irector

の
責
任
を
問
う
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定

さ
れ
る
場
合
だ
け
で
あ
る
（
そ
の
よ
う
な
も
の
と
し
て
、
さ
ら
に
、H

übner, IPRax 2015, 297; W
eller/Schulz, IPRax 2014, 336 

［337f.

］）。

と
い
う
の
は
、
牴
触
法
上
、
法
律
関
係
の
性
質
決
定
を
行
う
に
あ
た
り
、
実
質
法
の
レ
ヴ
ェ
ル
で
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
会
社
法
の
中
に
位

置
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
、
さ
ほ
ど
重
要
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
性
質
決
定
を
行
う
上
で
決
め
手
と
な

る
の
は
、
第
一
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
─
─
こ
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
、
そ
の
法
律
要
件
に
お
い
て
、
実
質
法
の
次
元
で
倒
産
状
態
に

あ
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る
（Rn.16-18

）
─
─
と
倒
産
法
と
が
関
連
し
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
り
、
第
二
に
、
第
六
四
条
が
二
つ
の
機
能
、

す
な
わ
ち
、
一
方
で
は
、
倒
産
開
始
申
立
の
提
起
を
取
締
役
に
対
し
て
指
示
す
る
機
能
（Rn.19

）
を
持
ち
、
他
方
で
は
、
債
権
者
全
体
の
た
め
に

財
団
財
産
の
縮
小
を
阻
止
し
な
が
ら
、
倒
産
債
権
者
の
同
一
取
扱
い
を
保
障
す
る
機
能
（Rn.20

）
を
併
せ
持
つ
と
い
う
点
で
あ
る
。（

（4
（

”

第
一
文
な
い
し
第
三
文
で
は
、
国
際
私
法
分
野
に
固
有
の
規
律
方
法
（
牴
触
法
的
規
律
）

─
分
析
的
方
法

─
が
、
準
拠
法
決
定
に

際
し
て
「
事
案
を
構
成
す
る
生
活
事
実
は
バ
ラ
バ
ラ
に
解
体
さ
れ
、
機
能
的
性
質
決
定
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
連
結
対
象
に
分
類
さ
れ
」、
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

会
社
法
、
倒
産
法
、
不
法
行
為
法
等
、「
各
連
結
対
象
は
別
々
の
牴
触
規
定
に
服
す
る
」
も
の
で
あ
る
と
整
理
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、

（
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
を
例
と
し
て
）
機
能
的
性
質
決
定
の
結
果
、「
会
社
法
的
性
質
」
を
有
す
る
と
判
定
さ
れ
る
場
合
（
以
下
、「
会
社
法
説
」

と
略
記
す
る
。）
に
は
、
設
立
準
拠
法
説
に
基
づ
い
て
会
社
準
拠
法
の
調
査
が
行
わ
れ
る
の
に
対
し
、「
倒
産
法
的
性
質
」
を
持
つ
と
決
定

さ
れ
る
場
合
（
以
下
、「
倒
産
法
説
」
と
略
記
す
る
。）
に
は
、
ど
こ
が
倒
産
会
社
の
主
た
る
利
益
の
中
心
地
（Centre of M

ain Interest

）
で

あ
る
か
の
判
断
を
通
じ
て
倒
産
準
拠
法
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
、
そ
の
結
果
、
会
社
関
連
事
項
の
連
結
と
倒
産
関
連
事
項
の
連
結
と
が
異
な

る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
五
文
で
は
、
連
結
の
た
め
に
複
数
の
ル
ー
ル
が
用
意
さ
れ
る
理
由
が
、「
牴
触
法
上
、
法
律
関
係
の
性
質
決

定
を
行
う
に
あ
た
り
、
実
質
法
の
レ
ヴ
ェ
ル
で
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
会
社
法
の
中
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
、
さ
ほ
ど

重
要
で
は
な
い
」
と
い
う
点
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
第
五
文
で
は
、
牴
触
法
上
の
性
質
決
定
に
際
し
て
実
質
法
上
の
配
置

（
区
分
、
分
類
）
が
決
め
手
に
な
ら
な
い
こ
と
、
つ
ま
り
、
牴
触
法
上
の
性
質
決
定
問
題
の
解
決
基
準
と
し
て
、
法
廷
地
牴
触
法
説
（
自
主

的
比
較
法
説
）
が
採
用
さ
れ
、
実
質
法
説
（
法
廷
地
実
質
法
説
お
よ
び
準
拠
実
質
法
説
）
が
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
る
に
と
ど
ま
り
、

第
四
文
の
趣
旨
を
正
当
化
す
る
真
の
理
由
は
何
も
述
べ
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
の
は
、
独
立
牴
触
規
定
の
単
位
法
律
関
係

概
念
を
ど
の
よ
う
に
区
分
す
る
か
が
独
立
牴
触
規
定
の
立
法
段
階
で
の
論
点
で
あ
る
の
に
対
し
、
牴
触
法
上
の
性
質
決
定
如
何
が
す
で
に

立
法
さ
れ
た
独
立
牴
触
規
定
の
解
釈
・
適
用
段
階
で
の
論
点
で
あ
る
と
い
う
意
味
で
、
両
者
が
別
の
次
元
に
属
し
、
一
方
が
必
然
的
に
他

方
の
存
在
理
由
と
な
る
と
は
言
い
得
な
い
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。

第
六
文
に
は
、
牴
触
法
上
の
性
質
決
定
に
際
し
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
が
決
め
手
と
し
た
二
つ
の
内
容
が
示
さ
れ
て
い
る
。
最
初
の
そ

れ
は
「
実
質
法
の
次
元
で
倒
産
状
態
に
あ
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る
」「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
…
…
と
倒
産
法
と
が
関
連
し

て
い
る
」
と
い
う
点
で
あ
り
、
第
二
の
内
容
は
「
第
六
四
条
が
二
つ
の
機
能
…
…
倒
産
開
始
申
立
の
提
起
を
取
締
役
に
対
し
て
指
示
す
る
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機
能
…
…
債
権
者
全
体
の
た
め
に
財
団
財
産
の
縮
小
を
阻
止
し
な
が
ら
、
倒
産
債
権
者
の
同
一
取
扱
い
を
保
障
す
る
機
能
」、
こ
の
両
者

を
併
せ
持
つ
と
い
う
点
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、
第
一
の
内
容
に
関
し
て
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
内
容
が
改
め
て
確
認
さ
れ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
と
い
う
の
は
、
同
条
第
一
項
第
一
文
で
も
第
二
項
第
一
文
で
も
、「
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生
後
」
と
定

め
ら
れ
、
法
律
概
念
と
し
て
の
「
倒
産
」
と
い
う
文
言
は
用
い
ら
れ
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
何
よ
り
も
ま
ず
、「
実
質
法

の
次
元
で
倒
産
状
態
に
あ
る
」
と
い
う
以
上
、
ど
の
よ
う
な
法
的
基
準
に
従
っ
て
「
実
質
法
の
次
元
で
倒
産
状
態
に
あ
る
」
か
否
か
が
判

定
さ
れ
る
の
か
と
い
う
法
律
問
題
を
解
決
す
る
客
観
的
な
決
め
手
が
き
ち
ん
と
説
明
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点

が
明
示
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
、「
支
払
無
能
力
状
態
」
に
あ
る
か
否
か
の
判
定
を
行
う
こ
と
も
で
き
な
い
は
ず
で
あ
る
。
し
か
も
、「
支
払

無
能
力
状
態
の
発
生
後
」
と
い
う
文
言
は
あ
く
ま
で
も
「
倒
産
手
続
」
開
始
前
の
状
況
を
意
味
す
る
の
で
あ
っ
て
、
そ
う
し
た
事
態
を
事

実
上
の
「
倒
産
状
態
に
あ
る
」
と
認
定
す
る
こ
と
と
倒
産
手
続
が
現
実
に
開
始
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
は
法
的
な
意
味
に
お
い
て
明
確
に
区

別
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
を
考
慮
す
る
と
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
…
…
と
倒
産
法
と
が
関
連
し
て
い
る
」
と
断
定

す
る
根
拠
が
明
ら
か
に
欠
け
て
い
る
こ
と
と
な
る
。

三　

⑴　

他
方
、
共
作
論
文
の
「
Ⅱ　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
の
判
旨
の
要
点
（K

ernaussagen des EuGH
-Judikats “K

ornhaas”

）」
で
も

牴
触
法
上
の
性
質
決
定
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
項
は
、ま
え
が
き
部
分
の
ほ
か
、「
1　

牴
触
法
上
の
分
類
（K

ollisionsrechtliche 

Einordnung

）」、「
2　

Ｅ
Ｕ
法
上
の
分
類
（Europarechtliche Einordnung

）」、「
3　

現
状
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
後
の
帰
結
（Status 

quo und K
onsequenzen nach K

ornhaas

）」、
こ
れ
ら
か
ら
成
る
。
こ
こ
で
は
照
会
事
項
一
に
関
わ
る
部
分
に
限
定
し
て
そ
の
内
容
を
確

認
し
て
お
こ
う
。

ま
ず
、
ま
え
が
き
部
分
の
第
一
段
落
に
つ
い
て
で
あ
る
。
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
判
旨
に
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
提
示
決
定
が
前
提
と
し
て
い
た
の
と
同
様
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
の
牴
触
法

的
取
扱
い
に
関
す
る
古
典
的
な
二
段
階
構
成
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
第
一
段
階

0

0

0

0

で
は
、
国
内
実
質
法
上
の
該
当
規
定
が
、
性
質
決
定
と
い
う
方
法
で
、

牴
触
法
的
に
、
い
ず
れ
か
の
体
系
概
念
（「
会
社
準
拠
法
、
倒
産
準
拠
法
ま
た
は
不
法
行
為
準
拠
法
」）
に
分
類
さ
れ
、
分
類
の
仕
方
に
よ
り
、
そ
れ

ぞ
れ
の
牴
触
規
則
（
設
立
準
拠
法
説
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
ま
た
は
ロ
ー
マ
Ⅱ
規
則
第
四
条
）
に
基
づ
い
て
、
連
結
が
行
わ
れ
る
（
後
述
1
）。

　

こ
の
よ
う
に
し
て
、
国
内
実
質
法
上
の
関
連
規
定
が
Ｅ
Ｕ
外
国
会
社
に
適
用
さ
れ
る
場
合
、
第
二
段
階

0

0

0

0

で
、
そ
の
規
定
の
適
用
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約

第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
よ
る
居
住
移
転
の
自
由
─
─
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
は
こ
の
居
住
移
転
の
自
由
を
援
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
─
─
と
調
和
し

て
い
る
か
否
か
が
審
査
さ
れ
る
（
後
述
2
）。（

（5
（

”

こ
の
項
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
も
、「
古
典
的
な
二
段
階
構
成
」
が
採
用
さ
れ
て
い
る
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
第
一

段
階
で
は
、
国
内
実
質
法
上
の
該
当
規
定
の
法
的
性
質
を
牴
触
法
上
い
ず
れ
か
の
体
系
概
念
に
分
類
す
る
と
い
う
や
り
方
で
ど
の
独
立
牴

触
規
定
が
適
用
さ
れ
る
か
と
い
う
牴
触
法
上
の
論
点
が
挙
げ
ら
れ
、
こ
の
点
が
解
決
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
準
拠
法
が
決
定
さ
れ
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
第
二
段
階
で
は
、
当
該
規
定
の
適
用
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
よ
る
「
居
住
移
転
の
自
由
」
原
則
に

合
致
す
る
か
否
か
が
審
査
さ
れ
る
。
こ
の
点
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
に
お
け
る
法
律
構
成
を
ど
の
よ
う
に
理
解
す
る
か
と
い
う
事
実
認
識

に
関
わ
る
。

⑵　

次
の
「
1　

牴
触
法
上
の
分
類
」
は
四
つ
の
段
落
か
ら
成
る
。

“
出
発
点
を
成
す
の
は
、
多
く
引
用
さ
れ
て
い
る
説
明
、
す
な
わ
ち
、
立
法
上
の
観
点
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
ど
の
法
律
に
置
か
れ
て
い

る
か
）
は
牴
触
法
上
ど
の
よ
う
に
分
類
す
る
か
と
い
う
点
に
対
し
て
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
と
い
う
説
明
で
あ
る
。
立
法
規
定
の
出
発
点
を
成
す
の
は
、

二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
で
あ
り
、
こ
の
第
四
条
は
Ｅ
Ｕ
法
の
観
点
か
ら
自
治
的
に
性
質
決
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
本
件
判
決
の
前
提
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に
は
、
少
し
前
に
下
さ
れ
た
、
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
に
よ
る
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
Ｈ
事
件
の
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
が
あ
っ
た
。

　

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
の
意
味
に
お
け
る
準
拠
法

0

0

0

如
何
と
い
う
問
題
に
対
す
る
態
度
を

明
ら
か
に
し
、
そ
し
て
、
─
─
さ
ほ
ど
唐
突
と
は
言
え
な
い
が
─
─
Ｈ
事
件
の
判
旨
を
確
認
し
た
。
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
法
的
性
質
を
倒

産
法
的
な
も
の
と
す
る
決
定
に
賛
成
す
る
理
由
は
二
つ
あ
る
─
─
第
一
の
理
由
は
、
そ
の
法
律
要
件
か
ら
み
て
実
質
的
な
倒
産
を
前
提
と
す
る
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
倒
産
と
関
連
し
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
り
、
第
二
の
理
由
は
、
同
条
が
二
つ
の
機
能
、
す
な
わ
ち
、
取
締
役
に
倒
産
開
始

申
立
を
提
起
さ
せ
る
機
能
、
お
よ
び
、
債
権
者
に
有
利
に
な
る
よ
う
に
、
財
団
財
産
の
縮
小
を
阻
止
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
す
べ
て
の
倒
産
債
権
者

の
同
等
取
扱
い
を
保
障
す
る
機
能
、
こ
れ
ら
を
併
せ
持
つ
と
い
う
点
で
あ
る
。

　

こ
の
点
は
、
実
際
的
観
点
か
ら
み
る
と
、
倒
産
し
た
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
の
財
産
管
理
権
を
有
す
る
ド
イ
ツ
の
倒
産
管
財
人
が
、Lim

ited

のdirector

（
取
締
役
）
に
対
し
て
も
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
定
め
る
、
実
務
上
重
要
な
責
任
追
及
の
訴
え
を
提
起
で
き
る
こ
と

を
意
味
す
る
。

　
（
不
文
の
）
国
際
私
法
総
則
に
よ
り
実
質
法
次
元
で
代
用

0

0

の
可
能
性
が
認
め
ら
れ
て
い
る
以
上
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
規
律
の

名
宛
人
を
有
限
責
任
会
社
の
取
締
役
に
限
定
し
て
い
る
点
は
、
重
要
で
は
な
い
。
こ
の
考
え
方
に
よ
れ
ば
、
外
国
の
法
形
相
と
内
国
の
現
象
と
を
機

能
的
観
点
で
比
較
で
き
る
限
り
、
実
質
規
定
の
法
律
要
件
を
外
国
の
法
形
相
に
よ
っ
て
満
た
す
こ
と
も
で
き
る
と
解
釈
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る

と
、
代
用
と
い
う
方
法
を
用
い
て
、「Geschäftsführer

」
と
い
う
法
律
要
件
を
「D

irector

」
に
よ
っ
て
、「Gesellschaft

」
と
い
う
法
律
要
件
を

「Lim
ited

」
に
よ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
代
用
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
に
お
い
て
、
こ
の
よ
う
に
、
実
質
法
次
元

で
の
代
用
と
い
う
方
法
を
採
用
し
て
い
る
が
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
何
も
明
言
し
て
い
な
い
。（

（5
（

”

第
一
段
落
の
第
一
文
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
加
盟
国
の
実
質
法
上
ど
の
法
律
に
置
か
れ
て
い
る
か
と
い
う
点
が
、
法
廷

地
独
立
牴
触
規
定
の
解
釈
上
、
当
該
規
定
を
ど
の
よ
う
に
分
類
す
る
か
と
い
う
点
に
対
し
て
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
こ
と
、
つ
ま
り
、
法
律

関
係
の
性
質
決
定
の
判
断
基
準
如
何
と
い
う
牴
触
法
上
の
論
点
に
答
え
る
上
で
、
実
質
法
説
に
よ
る
べ
き
で
は
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
る
。

第
二
文
で
は
、「
立
法
規
定
の
出
発
点
を
成
す
」
法
源
が
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
で
あ
る
こ
と
、
こ
の
第
四
条
を
解
釈
す
る
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

上
で
、
Ｅ
Ｕ
法
の
観
点
か
ら
自
治
的
に
性
質
決
定
を
行
う
べ
き
で
あ
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
る
。
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
性
質
決
定
の
対
象

と
さ
れ
て
い
る
の
は
ド
イ
ツ
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
で
あ
り
、
同
条
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
に
い
う
「
倒
産
法
」
概
念
に
含
ま

れ
る
か
否
か
が
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
上
の
論
点
と
さ
れ
て
い
る
。
第
三
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
、
同
じ
有
限
責
任
会
社
法
第

六
四
条
に
基
づ
く
賠
償
請
求
事
件
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
Ｈ
事
件
の
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
が
先
例
と
し
て
参
照
さ
れ
て
い
た
こ
と
に
触

れ
ら
れ
る
。
こ
の
先
例
に
お
け
る
論
点
が
国
際
的
管
轄
権
の
有
無
の
判
断
基
準
を
問
う
論
点
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
本
件
で
は
、
準
拠
法

決
定
段
階
で
の
そ
れ
が
論
点
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
違
い
を
考
慮
し
な
が
ら
も
、
手
続
問
題
の
規
律
と
実
体
問
題
の
規
律
を
統
一
的

に
行
う
か
否
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
む
ろ
ん
、
統
一
説
と
区
別
説
と
い
う
両
様
の
答
え
が
あ
り
得
よ
う
。
い
ず
れ
の
解
答
を
優
先
す

る
場
合
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
正
当
性
を
支
え
る
「
比
較
の
第
三
項
」
が
明
示
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
右
の
説
明
で
は
こ
の
点
が

欠
け
て
い
る
。

第
二
段
落
第
一
文
の
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
「
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
の
意
味
に
お
け
る
準
拠
法
如
何

と
い
う
問
題
に
対
す
る
態
度
を
明
ら
か
に
し
、
…
…
Ｈ
事
件
の
判
旨
を
確
認
し
た
」
と
い
う
表
現
に
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
国
際
的
裁
判

管
轄
権
の
有
無
が
争
わ
れ
た
Ｈ
事
件
と
準
拠
法
如
何
が
論
点
と
な
っ
た
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
と
の
違
い
を
認
め
つ
つ
も
、
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
に
基
づ
く
賠
償
請
求
と
い
う
共
通
性
が
み
ら
れ
た
点
に
着
目
し
て
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
も
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則

の
適
用
を
可
能
と
し
た
判
断
が
含
ま
れ
て
い
る
。
第
二
文
（
ダ
ー
シ
の
前
）
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
法
的
性
質
に
関
し
て

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
倒
産
法
説
を
採
用
し
た
理
由
が
二
つ
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
第
二
文
（
ダ
ー
シ
の
後
）
を
み
る
と
、
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
が
「
そ
の
法
律
要
件
か
ら
み
て
実
質
的
な
倒
産
を
前
提
と
す
る
」
こ
と
か
ら
み
て
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
倒
産

と
関
連
し
て
い
る
」
と
い
う
点
が
倒
産
法
説
採
用
の
第
一
の
理
由
と
さ
れ
、
取
締
役
に
倒
産
開
始
申
立
を
提
起
さ
せ
る
機
能
、
お
よ
び
、
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債
権
者
に
有
利
に
な
る
よ
う
に
、
財
団
財
産
の
縮
小
を
阻
止
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
す
べ
て
の
倒
産
債
権
者
の
同
等
取
扱
い
を
保
障
す
る

機
能
、
こ
れ
ら
を
同
条
が
併
せ
持
つ
点
が
倒
産
法
説
を
支
持
す
る
第
二
の
理
由
と
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ

ら
の
指
摘
が
理
由
付
け
と
し
て
成
功
し
て
い
る
か
否
か
は
極
め
て
疑
わ
し
い
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
、「
倒
産
と
関
連
し

て
い
る
」
と
い
う
評
価
そ
れ
自
体
が
倒
産
法
説
の
内
容
に
も
と
も
と
含
ま
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
理
由
（「
第
六
四
条
が
倒
産
と
関
連
し
て

い
る
」）
と
結
論
（
倒
産
法
説
）
と
が
言
い
換
え
の
関
係
に
立
っ
て
い
る
と
い
う
意
味
で
、
第
一
の
理
由
は
中
立
の
基
準
（「
比
較
の
第
三
項
」）

と
な
り
得
て
い
な
い
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。

第
三
段
落
で
は
、
倒
産
法
説
に
立
つ
場
合
、
倒
産
手
続
開
始
後
、「
倒
産
し
た
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
の
財
産
管
理
権
を
有
す
る
ド

イ
ツ
の
倒
産
管
財
人
が
、
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
のdirector

に
対
し
て
も
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
定
め
る
、
実
務

上
重
要
な
責
任
追
及
の
訴
え
を
提
起
で
き
る
」
と
い
う
実
益
の
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
こ
の
点
を
、
取
締
役
の
賠
償
責
任
を
肯
定
す

る
た
め
に
倒
産
法
説
の
採
用
が
必
要
と
な
る
と
い
う
趣
旨
（
実
務
上
の
必
要
性
？
）
に
解
す
れ
ば
、
倒
産
法
説
の
採
否
も
当
該
賠
償
責
任
の

認
否
も
と
も
に
政
策
的
論
点
に
過
ぎ
な
い
と
こ
ろ
か
ら
、
倒
産
法
説
が
唯
一
の
解
決
策
で
は
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
ろ
う
。
こ
の
こ
と

は
、
繰
り
返
し
に
な
る
が
、
倒
産
法
説
を
基
礎
付
け
る
客
観
的
論
拠
が
別
に
示
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。

第
四
段
落
の
第
一
文
で
は
、「（
不
文
の
）
国
際
私
法
総
則
に
よ
り
実
質
法
次
元
で
代
用
の
可
能
性
が
認
め
ら
れ
て
い
る
」
点
を
考
慮
す

る
と
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
規
律
の
名
宛
人
を
有
限
責
任
会
社
の
取
締
役
に
限
定
し
て
い
る
点
は
、
重
要
で
は
な
い
」

こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
し
か
し
、
よ
く
み
る
と
、「
規
律
の
名
宛
人
を
有
限
責
任
会
社
の
取
締
役
に
限
定
し
て
い
る
点
は
、
重
要
で
は
な

い
」
と
す
る
評
価
そ
れ
自
体
か
ら
し
て
、
会
社
法
説
を
退
け
る
（
逆
に
言
え
ば
、
倒
産
法
説
を
優
先
す
る
）
上
で
の
「
た
め
に
す
る
」
言
い

訳
の
よ
う
に
み
え
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
第
二
文
で
は
、「
外
国
の
法
形
相
と
内
国
の
現
象
と
を
機
能
的
観
点
で
比
較
で
き
る
限
り
、
実
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

質
規
定
の
法
律
要
件
を
外
国
の
法
形
相
に
よ
っ
て
満
た
す
こ
と
も
で
き
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、「
機
能
的
観
点
で
比
較
で
き

る
」
と
簡
潔
に
表
現
さ
れ
た
言
回
し
の
具
体
的
な
意
味
内
容
が
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
い
う
の
は
、
何
を
「
機
能
」
と
い
う

言
葉
で
捉
え
る
か
、「
比
較
」
は
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
る
か（

（5
（

、
機
能
的
比
較
と
い
う
言
葉
が
意
味
す
る
具
体
的
な
作
業
過
程
は
ど
の
よ
う

に
客
観
化
さ
れ
て
い
る
か
と
い
っ
た
い
く
つ
も
の
疑
問
が
少
し
も
解
決
さ
れ
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
み
ず
か
ら
が
好
む
政
策
的
評
価
を

優
先
す
る
た
め
に
、「
機
能
」
が
類
似
す
る
と
か
「
比
較
」
が
可
能
で
あ
る
と
か
と
い
う
言
葉
だ
け
が
意
識
的
に
用
い
ら
れ
、
客
観
性
の

あ
る
説
明
が
先
送
り
さ
れ
が
ち
な
傾
向
に
あ
る
状
況
を
考
慮
す
れ
ば
、
こ
の
点
は
決
し
て
無
視
し
得
な
い
論
点
と
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
で
あ
ろ
う
。
事
実
、
第
三
文
で
も
、
代
用
と
い
う
方
法
を
用
い
て
、「Geschäftsführer

」
と
い
う
法
律
要
件
を
「D

irector

」
で
、

ま
た
「Gesellschaft

」
と
い
う
法
律
要
件
を
「Lim

ited

」
に
よ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
代
替
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
述
べ
て
、
イ
ギ
リ
ス
法
上

の
概
念
と
ド
イ
ツ
法
上
の
そ
れ
と
を
「
機
能
的
観
点
で
比
較
」
し
た
結
果
が
示
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
れ
で
い
て
、
代
用
の

可
否
を
決
定
す
る
判
断
基
準
は
何
ひ
と
つ
説
明
さ
れ
て
い
な
い
。
第
四
文
で
は
、「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
に
お

い
て
、
こ
の
よ
う
に
、
実
質
法
次
元
で
の
代
用
と
い
う
方
法
を
採
用
し
て
い
る
が
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
何
も
明
言
し
て
い
な
い
」
と
述

べ
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決
に
お
け
る
説
明
不
足
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

四　

そ
れ
な
ら
ば
、
ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
に
よ
る
右
の
考
察
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。
両
氏
に
よ
る
評
論
お
よ
び
論
説

は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
法
律
構
成
を
概
括
的
に
説
明
す
る
も
の
に
と
ど
ま
り
、
第
四
段
落
第
四
文
等
を
除
き
、
同
判
決
に
お
け
る
論

拠
の
探
求
や
表
現
の
適
否
に
は
ほ
と
ん
ど
触
れ
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
点
は
、
両
氏
に
よ
る
検
討
の
限
界
な
の
だ
ろ
う
か
。



一
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二

2　

キ
ン
ト
ラ
ー
の
理
解

一　

ミ
ュ
ン
ヒ
ェ
ン
大
学
の
ペ
ー
タ
ー
・
キ
ン
ト
ラ
ー
教
授（

（5
（

も
、
同
判
決
に
対
す
る
評
釈（

（5
（

の
「
Ⅴ　

要
約
（Fazit

）」
で
、
コ
ル
ン
ハ
ー

ス
判
決
の
要
点
を
次
の
よ
う
に
整
理
す
る
。

⑴　

倒
産
準
拠
法
が
ど
こ
ま
で
適
用
さ
れ
る
か
の
判
断
に
際
し
て
参
照
さ
れ
た
、
管
轄
権
法
に
関
わ
る
先
例
で
は
、
倒
産
手
続
の
目
的

を
実
現
す
る
た
め
に
用
意
さ
れ
た
、
会
社
の
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
を
要
件
と
す
る
法
制
度
（
取
締
役
に
対
す
る
請
求
権
）
の
法
的

性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
さ
れ
て
い
た
。
こ
こ
に
い
う
法
制
度
に
は
、
財
団
財
産
の
縮
小
を
理
由
と
し
て
取
締
役
の
責
任
を
問
う

規
定
、
責
任
を
負
う
と
い
う
効
果
を
伴
う
倒
産
開
始
申
立
義
務
違
反
者
の
責
任
を
問
う
規
定
等
も
含
ま
れ
る
。

⑵　

第
二
に
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
よ
れ
ば
、
居
住
移
転
の
自
由
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
の
保
護
対
象
は
、
権
利

能
力
の
存
続
を
求
め
る
権
利
、
会
社
の
最
低
資
本
金
要
件
が
転
入
国
で
も
存
続
す
る
よ
う
求
め
る
権
利
、
こ
れ
ら
二
つ
に
限
定
さ
れ
て
い

る
。二　

そ
れ
な
ら
ば
、
教
授
は
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
法
律
構
成
を
ど
の
よ
う
に
評
価
し
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。
ま
ず
照
会
事
項
一
に
関

わ
る
評
釈
の
「
Ⅱ 

倒
産
の
前
段
階
に
お
け
る
支
払
の
禁
止
規
定
に
違
反
す
る
場
合
の
業
務
執
行
者
責
任
の
倒
産
法
的
性
質
決
定

（Insolvenzrechtliche Q
ualifikation der Geschäftsleiterhaftung beim

 V
erstoß gegen vorinsolvenzliche Zahlungsverbote

）」
を
み
る

こ
と
と
し
よ
う
。
そ
こ
で
は
、
倒
産
手
続
法
お
よ
び
倒
産
牴
触
法
を
め
ぐ
る
諸
問
題
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
項
は
、「
1 

倒
産

手
続
法
（Insolvenzverfahrensrecht

）」
と
「
2 

倒
産
牴
触
法
（Insolvenzkollisionsrecht

）」
に
大
別
さ
れ
る
。

⑴　
「
1 

倒
産
手
続
法
」
の
項
で
は
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

“
二
〇
〇
〇
年
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
に
よ
れ
ば
、
自
国
領
域
内
に
、
債
務
者
が
主
た
る
利
益
の
中
心
を
有
す
る
加
盟
国
の
裁
判
所
が
、
倒
産
手

続
の
開
始
に
つ
い
て
管
轄
権
を
有
す
る
。
会
社
お
よ
び
法
人
の
場
合
、
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
（Centre of M

ain Interests - CO
M

I

）
は
、

そ
う
で
な
い
こ
と
が
証
明
さ
れ
る
ま
で
、
定
款
上
の
法
人
住
所
地
（satzungsm
äßiger Sitz

）
に
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
。
こ
の
推
定
が
覆
さ
れ
る

の
は
、
特
に
会
社
が
定
款
上
の
法
人
住
所
地
国
と
は
別
の
国
に
実
効
的
な
管
理
機
関
の
本
拠
（effektiver V

erw
altungssitz

）
を
有
す
る
場
合
で

あ
る
。
こ
の
場
合
、
主
た
る
利
益
の
中
心
は
実
効
的
管
理
機
関
の
本
拠
地
国
に
あ
る
。
こ
の
本
拠
地
国
の
裁
判
所
が
、
倒
産
開
始
に
つ
い
て
、
そ
し

て
、
─
─
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
Ｈ
事
件
（Rs. C-295/13

）
に
お
い
て
裁
判
し
て
い
た
よ
う
に
─
─
前
述
の
、
本
件
で
提
起
さ
れ
て
い
る
、
有
限
責
任
会

社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
よ
う
な
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
訟
（A

nnexklagen

）
に
つ
い
て
管
轄
権
を
有
す
る
。
二
〇
一
七
年
六

月
二
六
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
新
し
い
表
現
形
式
を
み
る
と
、
同
規
則
第
三
条
第
一
項
お
よ
び
第
六
条
第
一
項
か
ら
こ
の
趣
旨
を

引
き
出
す
こ
と
が
で
き
よ
う
。（

（5
（

”

こ
の
段
落
で
は
、
国
際
的
管
轄
権
の
決
定
に
関
す
る
二
〇
〇
〇
年
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
の
規
律
内
容
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。

第
一
文
お
よ
び
第
二
文
で
は
、
第
三
条
第
一
項
の
規
律
内
容
が
確
認
さ
れ
る
。
第
一
項
第
一
文
で
は
、
管
轄
権
の
決
定
基
準
が
「
主
た
る

利
益
の
中
心
（CO

M
I

）」
と
表
現
さ
れ
て
い
る
。
ど
こ
が
「
主
た
る
利
益
の
中
心
」
か
と
い
う
疑
問
視
型
争
点
に
答
え
よ
う
と
す
れ
ば
、

む
ろ
ん
、「
主
語
＋
目
的
語
＋
述
語
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
こ
の
地
を
『
主
た
る
利
益
の
中
心
』
と
み
な
す
」（
効
果
）
と
い
う
内
容
の

判
断
基
準
（
第
一
基
準
）
が
用
意
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
項
第
二
文
で
は
、
そ
の
た
め
に
、
一
応
の
推
定
基
準
が
用
意
さ
れ

て
い
る
。
す
な
わ
ち
、「
…
…
が
定
款
上
の
法
人
住
所
地
で
あ
る
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
地
を
『
主
た
る
利
益
の
中
心
』
と
推
定
す
る
」

（
効
果
）
と
い
う
基
準
（
第
二
基
準
、
第
一
基
準
の
効
果
部
分
の
解
釈
基
準
、
第
一
基
準
の
適
用
基
準
）
で
あ
る
。
第
三
文
で
は
、
こ
の
推
定
が
覆

さ
れ
る
例
と
し
て
、
定
款
上
の
法
人
住
所
地
国
と
実
効
的
な
管
理
機
関
の
本
拠
地
国
が
異
な
る
場
合
が
挙
げ
ら
れ
、
第
四
文
で
は
、
後
者

が
「
主
た
る
利
益
の
中
心
」
と
解
釈
さ
れ
る
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
そ
こ
で
は
、「
定
款
上
の
法
人
住
所
地
国
と
実
効
的
な
管
理
機
関
の
本
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拠
地
国
が
異
な
る
と
き
」（
要
件
）
➡
「
実
効
的
な
管
理
機
関
の
本
拠
地
を
『
主
た
る
利
益
の
中
心
』
と
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
基
準
（
第

三
基
準
、
第
一
基
準
の
効
果
部
分
の
解
釈
基
準
、
第
一
基
準
の
適
用
基
準
）
が
考
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
第
三
基
準
を
解
釈
し
よ
う
と
す
れ
ば
、

「
主
語
＋
目
的
語
＋
述
語
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
を
『
実
効
的
な
管
理
機
関
の
本
拠
地
』
と
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
基
準
（
第
四

基
準
、
第
三
基
準
の
要
件
部
分
の
解
釈
基
準
、
第
三
基
準
の
適
用
基
準
）
が
必
要
と
な
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
に
段
階
的
に
整
理
し
て
み
る

と
、
第
四
基
準
の
要
件
部
分
が
空
白
の
ま
ま
残
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
そ
れ
が
「
比
較
の
第
三
項
」
と
な
り
得
て
い
な
い
こ
と
が
分

か
る
。

第
五
文
で
は
、
Ｈ
事
件
と
い
う
先
例
を
援
用
し
つ
つ
、「
主
た
る
利
益
の
中
心
」
地
国
の
裁
判
所
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一

文
に
基
づ
く
訴
え
の
よ
う
な
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
訟
の
国
際
的
管
轄
権
を
有
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
る
。
第
六
文
で
は
、
こ
の
趣
旨
が

「
二
〇
一
七
年
六
月
二
六
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
新
し
い
表
現
形
式
」（

（5
（

の
第
三
条
第
一
項（

（5
（

お
よ
び
第
六
条
第
一
項（

（5
（

か
ら

導
か
れ
る
旨
、
明
言
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
二
つ
の
文
章
で
は
、
第
三
条
第
一
項
の
規
律
内
容
が
反
覆
さ
れ
る
に
と
ど
ま
り
、
論
評
を
要
す
る

内
容
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

⑵　

次
の
「
2 

倒
産
牴
触
法
」
は
、「
a） 

手
続
法
と
実
体
法
と
の
並
行
性
（Gleichlauf von V

erfahrens- und Sachrecht

）」、「
b） 

規

範
目
的
に
沿
っ
た
性
質
決
定
─
─
原
則
（N

orm
zw

eckorientierte Q
ualifikation – Grundlagen

）」
お
よ
び
「
c） 

責
任
を
認
め
る
上
で
の

法
律
要
件
の
倒
産
法
的
性
質
決
定
の
メ
ル
ク
マ
ー
ル
（M

erkm
ale einer insolvenzrechtlichen Q

ualifikation von H
aftungstatbeständen

）」、

こ
れ
ら
三
つ
に
分
け
ら
れ
て
い
る
。「
a）
」
で
は
、
手
続
法
と
実
体
法
と
が
同
一
の
法
秩
序
に
委
ね
ら
れ
る
と
す
る
原
則
（
並
行
原
則
）
が

紹
介
さ
れ
、「
b）
」
で
は
、
こ
の
原
則
を
適
用
す
る
と
当
該
規
定
の
法
的
性
質
が
ど
の
よ
う
に
決
定
さ
れ
る
か
が
明
ら
か
に
さ
れ
、「
c）
」

で
は
、
そ
の
決
定
基
準
が
具
体
的
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

ま
ず
、「
a） 

手
続
法
と
実
体
法
と
の
並
行
性
」
か
ら
確
認
し
よ
う
。

“
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
は
並
行
原
則
（Gleichlaufprinzip

）
に
従
っ
て
い
る
。
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
倒
産
開
始
地

国
の
倒
産
法
、
す
な
わ
ち
、
倒
産
手
続
が
行
わ
れ
る
法
廷
地
国
の
倒
産
法
（lex fori concursus

）（
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
／

二
〇
一
五
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
七
条
第
一
項
）
が
適
用
さ
れ
る
。
倒
産
法
に
含
ま
れ
る
も
の
と
し
て
特
に
挙
げ
ら
れ
る
の
が
倒
産
取
消
法
で
あ
っ
て
、

債
権
者
に
不
利
益
を
も
た
ら
す
債
務
者
の
法
的
行
為
は
、
こ
の
倒
産
取
消
法
に
基
づ
い
て
、
倒
産
手
続
開
始
前
か
ら
、
取
り
消
さ
れ
る
（
二
〇
〇
〇

年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
／
二
〇
一
五
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
七
条
第
二
項
ｍ
号
）。（

（5
（

”

第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
国
際
的
管
轄
権
を
有
す
る
裁
判
所
所
属
国
と
実
体
問
題
の
準
拠
法
所
属
国
を
同
一
国
と
す
る
並
行
原

則
を
採
用
す
る
こ
と
が
、
第
二
文
で
は
、
倒
産
手
続
お
よ
び
そ
の
効
力
に
つ
き
、
原
則
と
し
て
、
倒
産
手
続
が
行
わ
れ
る
法
廷
地
国
の
倒

産
法
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
第
三
文
で
は
、
特
に
二
〇
〇
〇
年
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
／
二
〇
一
五
年
Ｅ
Ｕ

倒
産
規
則
第
七
条
第
二
項
ｍ
号（

（6
（

が
定
め
る
倒
産
取
消
（Insolvenzanfechtung

）
に
言
及
さ
れ
る
。
以
上
は
法
規
範
の
内
容
を
繰
り
返
し

た
も
の
で
あ
る
。

次
の
「
b） 

規
範
目
的
に
沿
っ
た
性
質
決
定
─
─
原
則
」
で
は
、
以
下
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
る
。

“
ド
イ
ツ
法
は
、
取
締
役
が
倒
産
開
始
前
の
支
払
禁
止
に
違
反
す
る
場
合
の
責
任
に
関
す
る
規
定
を
会
社
法
分
野
の
法
典
に
定
め
て
い
る
（
有
限
責

任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
、
株
式
法
第
九
二
条
第
二
項
第
一
文
）。
牴
触
法
の
分
野
で
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
を
決
定
す
る
に
あ
た
り
、
こ
の
規

定
が
実
質
法
上
ど
の
法
典
に
置
か
れ
て
い
る
か
と
い
う
点
は
な
ん
ら
考
慮
さ
れ
な
い
。
つ
ま
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
規
定
が
ど
の
法
典
に
置
か
れ
て
い
る

か
で
は
な
く
、
当
該
規
定
が
ど
の
よ
う
な
目
的
を
達
成
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
と
い
う
点
が
、
牴
触
法
の
分
野
で
各
法
制
度
の
法
的
性
質
を
ど
の
よ
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う
に
決
定
す
る
か
の
決
め
手
と
な
っ
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
す
で
に
Ｈ
事
件
判
決
に
お
い
て
、
国
際
的
管
轄
権
の
目
的
が
何
か
と
い
う
視
点
か

ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
た
。
こ
こ
で
取
り
上
げ
た
コ
ル

ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
提
示
決
定
と
同
様
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
よ
る
責
任
の
法
的

性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
み
て
、
─
─
ド
イ
ツ
会
社
法
に
お
け
る
そ
の
体
系
的
な
位
置
か
ら
離
れ
て
─
─
、
牴
触
法
の
目
的
と
い
う
点
を
も
考
慮

し
て
、
そ
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
た
（Rn.15ff., 21

）。
こ
う
み
る
と
、
法
廷
地
国
法
以
外
の
法
が
会
社
準
拠
法
と
さ
れ
る
場

合
（
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
）
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
種
の
責
任
を
問
う
訴
え
に
つ
い
て
は
、
倒
産
開
始
地
国
裁
判
所
の
国
際
的
管
轄
権
（
Ｈ
事
件
）
が

認
め
ら
れ
、
当
該
裁
判
所
が
自
国
（
法
廷
地
国
）
の
実
質
法
に
従
っ
て
判
断
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
。（

（6
（

”

第
一
文
で
は
、
ド
イ
ツ
法
上
、
取
締
役
が
倒
産
開
始
前
の
支
払
禁
止
に
違
反
す
る
場
合
の
責
任
に
関
す
る
規
定
が
会
社
法
分
野
の
法
典

（
有
限
責
任
会
社
法
、
株
式
法
）
に
定
め
ら
れ
て
い
る
点
が
確
認
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
牴
触
法
の
分
野
で
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
を
決

定
す
る
に
あ
た
り
、
こ
の
規
定
が
実
質
法
上
ど
の
法
典
に
置
か
れ
て
い
る
か
が
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
性
質
決
定
の
基
準

如
何
に
関
し
て
、
実
質
法
説
（
法
廷
地
法
説
お
よ
び
準
拠
法
説
）
を
退
け
、
法
廷
地
牴
触
法
説
（
自
主
的
比
較
法
説
）
を
採
用
す
る
立
場
か
ら

は
ま
っ
と
う
な
指
摘
と
み
ら
れ
よ
う
。
第
三
文
で
は
、
法
廷
地
牴
触
法
説
の
具
体
化
に
あ
た
っ
て
、「
当
該
規
定
が
ど
の
よ
う
な
目
的
を

達
成
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
と
い
う
点
が
、
牴
触
法
の
分
野
で
各
法
制
度
の
法
的
性
質
を
ど
の
よ
う
に
決
定
す
る
か
の
決
め
手
と
な
っ
て

い
る
」
こ
と
に
言
及
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
説
明
が
な
さ
れ
る
場
合
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、「
当
該
規
定
が
ど
の
よ
う
な
目
的
を
達
成

し
よ
う
と
し
て
い
る
か
」
と
い
う
問
い
に
答
え
る
際
に
必
要
な
具
体
的
判
断
基
準
如
何
が
問
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
る
に
、
こ

の
点
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
以
上
の
説
明
が
な
い
。

第
四
文
で
は
、
Ｈ
事
件
判
決
と
い
う
先
例
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
国
際
的
管
轄
権
の
目
的
が
何
か
と
い
う
視
点
か
ら
、
有
限
責

任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
た
」
と
い
う
事
実
が
確
認
さ
れ
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

る
。
Ｈ
事
件
で
考
慮
さ
れ
た
主
た
る
論
点
は
、
国
際
的
管
轄
権
と
い
う
法
制
度
の
目
的
「für die Zw

ecke der internationalen 

Zuständigkeit

（
国
際
的
管
轄
権
の
目
的
が
何
か
と
い
う
視
点
）」
か
ら
み
て
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
法
的

性
質
を
ど
の
よ
う
に
み
る
べ
き
か
で
あ
っ
て
、
準
拠
法
決
定
と
い
う
視
点
か
ら
み
た
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴

え
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
か
否
か
と
い
う
点
で
は
な
い
。
こ
こ
で
は
、「
国
際
的
管
轄
権
の
目
的
」
と
「
有
限
責
任
会
社
法
第

六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
」
と
す
る
判
断
と
が
、
い
か
な
る
論
理
の
も
と
に
、
言
い
換
え

れ
ば
、
ど
の
よ
う
な
判
断
基
準
に
基
づ
い
て
結
合
さ
れ
る
の
か
と
い
う
問
い
が
生
じ
得
る
。
し
か
し
、
こ
の
点
に
関
す
る
そ
れ
以
上
の
説

明
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
第
五
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
も
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
提
示
決
定
と
同
様
、
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
よ
る
責
任
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
み
て
い
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
六
文
で
は
、
以
上

の
趣
旨
が
「
こ
う
み
る
と
、
法
廷
地
国
法
以
外
の
法
が
会
社
準
拠
法
と
さ
れ
る
場
合
（
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
）
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
種
の
責

任
を
問
う
訴
え
に
つ
い
て
は
、
倒
産
開
始
地
国
裁
判
所
の
国
際
的
管
轄
権
（
Ｈ
事
件
）
が
認
め
ら
れ
、
当
該
裁
判
所
が
自
国
（
法
廷
地
国
）

の
実
質
法
に
従
っ
て
判
断
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
」
と
整
理
さ
れ
て
い
る
。

倒
産
法
説
を
導
く
に
あ
た
っ
て
第
五
文
で
考
慮
さ
れ
て
い
た
の
は
、
牴
触
法
の
目
的
（「auch für die Zw

ecke des K
ollisionsrechts

（
牴
触
法
の
目
的
と
い
う
点
を
も
考
慮
し
て
）」）
で
あ
っ
て
、
性
質
決
定
の
対
象
と
さ
れ
る
実
質
法
上
の
各
規
定
の
規
律
目
的
で
は
な
い
。
Ｈ

事
件
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
と
を
対
比
す
る
と
、
前
者
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
（
国
際
的
管
轄
権
）
の
適
用
例
で
あ
り
、
後
者
が
同
第

四
条
（
準
拠
法
）
の
適
用
例
で
あ
る
と
い
う
違
い
が
あ
る
に
せ
よ
、
と
も
に
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
例
で
あ
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
。

先
の
「
当
該
規
定
が
ど
の
よ
う
な
目
的
を
達
成
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
と
い
う
点
が
、
牴
触
法
の
分
野
で
各
法
制
度
の
法
的
性
質
を
ど
の

よ
う
に
決
定
す
る
か
の
決
め
手
と
な
っ
て
い
る
」
と
い
う
表
現
を
も
併
せ
考
え
る
と
、
両
事
件
と
も
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
適
用
さ
れ
る
と
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い
う
事
情
が
倒
産
法
説
採
用
の
論
拠
と
な
っ
て
い
た
よ
う
に
読
め
る
。
こ
の
よ
う
な
説
明
が
成
り
立
つ
と
す
る
と
、
Ｅ
Ｕ
法
上
の
法
的
性

質
は
、
つ
ね
に
、
適
用
さ
れ
る
Ｅ
Ｕ
規
則
が
ど
の
分
野
に
属
す
る
か（

（6
（

に
よ
っ
て
な
か
ば
自
動
的
に
定
ま
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
そ
う
し
た
理

解
が
成
り
立
つ
と
す
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
が
想
定
さ
れ
た
時
点
に
お
い
て
す
で
に
各
実
質
規
定
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
上
の
法
的
性

質
が
決
定
済
み
と
な
り
、
ど
の
よ
う
な
法
的
性
質
を
有
す
る
か
を
改
め
て
問
う
意
味
が
失
わ
れ
よ
う
。

三　

以
上
を
纏
め
よ
う
。
キ
ン
ト
ラ
ー
の
理
解
も
概
し
て
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
断
内
容
の
紹
介
と
確
認
に
と
ど
ま
り
、
格
別
に
考
慮
さ
れ

る
べ
き
批
判
的
検
討
は
行
わ
れ
て
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
。

3　

シ
ョ
ル
ツ
の
理
解

一　

マ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ク
外
国
私
法
・
国
際
私
法
研
究
所
の
研
究
員
、
フ
ィ
リ
ッ
プ
・
シ
ョ
ル
ツ（

（6
（

に
よ
る
論
評（

（6
（

（「
Ⅴ　

要
約
（Fazit

）」）

の
場
合
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
要
旨
は
次
の
よ
う
に
整
理
さ
れ
て
い
る（

（6
（

。

⑴　

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
に
あ
た
っ
て
、
倒
産
準
拠
法
の
適
用
範
囲
を
著
し
く
拡
張
し
た
と
い
う
意
味
に

お
い
て
ひ
と
つ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
ケ
ー
ス
と
な
っ
て
い
る
。
同
判
決
で
は
、
同
時
に
、
倒
産
法
説
を
採
用
す
る
上
で
、
倒
産
管
財
人
に
よ

る
主
張
を
必
須
の
要
件
と
す
る
か
否
か
と
い
う
問
題
も
提
起
さ
れ
て
い
る
。

⑵　

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
、
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
（U

nionskollisionsrecht

）
上
の
基
準
に
従
っ
て
、
加
盟
国
法
を
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社

に
対
し
て
非
差
別
的
に
適
用
す
る
こ
と
に
問
題
が
な
い
と
い
う
点
が
明
記
さ
れ
て
い
る
。
同
判
決
は
、
こ
の
点
で
重
要
で
あ
り
か
つ
歓
迎

に
値
す
る
。

⑶　

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
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Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

し
て
こ
の
規
定
を
適
用
し
た
。
同
判
決
で
は
、
会
社
法
的
な
性
質
を
有
す
る
規
定
が
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
に
適
用
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は

な
い
た
め
、
同
判
決
が
Ｅ
Ｕ
会
社
法
上
ど
の
よ
う
な
意
味
を
持
つ
か
を
現
時
点
で
評
価
す
る
こ
と
は
難
し
い
。
そ
れ
ゆ
え
、
コ
ル
ン
ハ
ー

ス
判
決
が
、
セ
ン
ト
ロ
ス
判
決
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
た
、
居

住
移
転
の
自
由
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
判
例
の
転
換
点
を
成
す
も
の
と
み
る
こ
と
は
早
計
で
あ
る
。

⑷　

Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
が
、
権
利
能
力
お
よ
び
最
低
資
本
金
に
関
す
る
規
定
を
除
き
、
居
住
地
国
（
営
業
所
所
在
地
国
）
の
会
社
法
全

体
に
服
す
る
場
合
、
居
住
移
転
の
自
由
が
実
際
に
活
用
さ
れ
る
場
面
は
さ
ほ
ど
多
く
は
な
い
。

二　

次
に
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
が
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
の
照
会
事
項
に
対
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
法
律
構
成
を
シ
ョ

ル
ツ
が
ど
の
よ
う
に
評
価
し
て
い
た
か
と
い
う
点
で
あ
る
。
以
下
、
照
会
事
項
一
か
ら
確
認
し
よ
う
。

シ
ョ
ル
ツ
は
、「
Ⅱ　

倒
産
準
拠
法
の
適
用
範
囲
に
関
す
る
新
判
断
（N

eues zur Reichw
eite des Insolvenzstatuts

）」
に
お
い
て
、

性
質
決
定
問
題
に
言
及
す
る
。
こ
の
項
は
、「
1　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
法
律
構
成
（D

ie A
rgum

entationslinie des EuGH

）」、「
2　

Ｅ
Ｕ
倒

産
規
則
第
四
条
第
一
項
の
適
用
か
ら
得
ら
れ
る
結
果
（K

onsequenzen für die A
nw

endung von A
rt.4 A

bs.1 EuInsV
O

）」、
こ
れ
ら
二

つ
か
ら
成
る
。

⑴　
「
1　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
法
律
構
成
」
は
、「
a） 

国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
先
例
へ
の
言
及
（Bezugnahm

e auf die Entscheidung 

zur internationalen Zuständigkeit

）」、「
b） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
の
実
際
的
効
力
（Praktische W

irksam
keit von 

A
rt.4 A

bs.2 S.1 EuInsV
O

）」、「
c） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と
の
並
行
原
則
の
採
用
（W

ertungsgleichlauf m
it 

A
rt.4 A

bs.2 S.2 lit.m
 EuInsV

O

）」、
こ
れ
ら
三
つ
に
分
か
た
れ
て
い
る
。

そ
の
う
ち
、「
a） 

国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
先
例
へ
の
言
及
」
は
、
二
つ
の
段
落
か
ら
成
る
。
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“
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
見
解
の
根
拠
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
ま
ず
、
新
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
先
例
に
立
ち
返
っ
て
い
る

（
第
一
五
段
落
な
い
し
第
一
七
段
落
）。（

（6
（

”

“
し
か
し
な
が
ら
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
（Insolvenzreife

）
発
生
後
の
支
払
に
関
す
る
取
締
役
の
責
任
が
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
の
意
味
に
お
け
る
倒
産
法
に
含
ま
れ
る
と
い
う
結
論
を
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
を
類
推
し
て
導
い
た
倒
産
手

続
に
付
随
す
る
訴
訟
の
国
際
的
管
轄
権
（A

nnexzuständigkeit

）
か
ら
取
り
出
し
て
は
い
な
い
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
先
例
を
下
し
た
当
時
の
理
由

付
け
を
包
括
的
に
援
用
し
て
い
る
わ
け
で
も
な
い
。
む
し
ろ
、
同
裁
判
所
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄

権
に
関
す
る
裁
判
の
前
提
に
は
、「
特
に
」
取
締
役
の
責
任
を
定
め
た
こ
の
規
定
が
、
会
社
の
支
払
無
能
力
と
い
う
要
件
を
設
け
る
こ
と
で
、
民
事

法
・
商
事
法
上
の
一
般
規
定
の
例
外
を
成
し
て
い
る
（
第
一
六
段
落
）
と
す
る
考
え
が
あ
っ
た
点
を
強
調
し
て
い
た
。
同
裁
判
所
は
こ
の
説
明
に
続

け
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
が
明
ら
か
に
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
先
例
に
お
い
て
決
定
し

て
い
た
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
（
第
一
七
段
落
）。（

（6
（

”

第
一
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
倒
産
法
説
を
採
用
す
る
上
で
、「
新
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く

訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
先
例
に
立
ち
返
っ
て
い
る
」
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。

第
二
段
落
の
第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
を
類
推
し
て
導
い
た
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
訟
の
国

際
的
管
轄
権
か
ら
、「
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
発
生
後
の
支
払
に
関
す
る
取
締
役
の
責
任
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一

項
の
意
味
に
お
け
る
倒
産
法
に
含
ま
れ
る
」
と
結
論
付
け
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
規
律
内
容
に
お
い
て
第
三
条
（
国

際
的
管
轄
権
）
と
第
四
条
（
準
拠
法
）
に
違
い
が
あ
る
に
せ
よ
、
倒
産
法
説
の
採
用
と
い
う
点
で
先
例
（
Ｈ
事
件
）
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決

と
を
統
一
的
に
説
明
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
す
ぐ
に
思
い
つ
く
の
は
並
行
原
則
を
介
在
さ
せ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
シ
ョ
ル
ツ
は
そ

の
よ
う
に
は
考
え
て
い
な
い
。
第
二
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
先
例
を
下
し
た
当
時
の
理
由
付
け
を
包
括
的
に
援
用
し
て
い
る
わ
け
で



二
〇
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

も
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
で
は
、
倒
産
法
説
は
ど
こ
か
ら
導
か
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。
第
三
文
で
は
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
裁
判
の
前
提
に
は
、
…
…
こ
の
規
定
が
、
会
社
の
支
払
無
能
力
と
い
う
要
件
を
設

け
る
こ
と
で
、
民
事
法
・
商
事
法
上
の
一
般
規
定
の
例
外
を
成
し
て
い
る
」
と
同
裁
判
所
が
考
え
て
い
た
点
が
指
摘
さ
れ
る
。
こ
の
表
現

か
ら
は
、「
例
外
」
の
要
件
に
「
会
社
の
支
払
無
能
力
」
が
追
加
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
よ
う
が
、
判
断
基
準
と
い
う
観
点
か
ら

み
る
と
、「
例
外
」
則
に
お
け
る
そ
の
余
の
要
件
だ
け
で
な
く
、「
例
外
」
則
の
前
提
を
成
す
「
一
般
規
定
」
の
要
件
お
よ
び
効
果
も
ま
っ

た
く
示
さ
れ
て
い
な
い
─
─
「
一
般
規
定
」
と
「
例
外
」
と
い
う
二
つ
の
判
断
基
準
が
一
般
法
と
特
別
法
と
い
う
関
係
に
立
つ
と
い
う
こ

と
は
、「
一
般
規
定
」
と
い
う
判
断
基
準
の
適
用
基
準
と
し
て
「
例
外
」
が
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
─
─
た
め
、
そ
の

文
意
を
正
確
に
捉
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
第
四
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一

文
の
法
的
性
質
が
明
ら
か
に
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
先
例
に
お
い
て
決
定
し
て
い
た
」
こ
と
に
触
れ
ら
れ
る
。
こ
の
点
は
、
第
一
段

落
の
内
容
の
反
復
で
あ
っ
て
、
倒
産
法
説
採
用
の
根
拠
に
は
当
た
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
倒
産

法
説
採
用
の
根
拠
が
明
示
さ
れ
て
い
な
い
点
を
シ
ョ
ル
ツ
が
ど
の
よ
う
に
評
価
し
て
い
た
か
を
知
る
こ
と
も
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。

次
に
、「
b） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
の
実
際
的
効
力
」
で
は
、
こ
の
点
に
関
す
る
整
理
が
行
わ
れ
る
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
そ
の
後
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
を
援
用
し
、
実
効
性
原
則
（effet utile = Effiziensgebot

）
に
言
及
す
る

こ
と
で
、（「
こ
の
視
点
か
ら
も
（auch aus diesem

 Blickw
inkel

）」）
倒
産
法
説
を
支
持
す
る
理
由
を
追
加
し
て
い
る

0

0

0

0

0

0

が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四

条
第
二
項
第
二
文
に
よ
れ
ば
、
第
一
に
「
倒
産
手
続
を
開
始
す
る
た
め
の
す
べ
て
の
要
件
が
、
第
二
に
、
倒
産
手
続
開
始
申
立
の
提
起
を
義
務
づ
け

ら
れ
た
者
の
決
定
に
関
す
る
規
則
が
、
そ
し
て
第
三
に
、
こ
の
義
務
違
反
の
効
果
が
、
そ
れ
ぞ
れ
同
規
則
の
適
用
範
囲
内
に
含
ま
れ
て
い
る
」（
第



二
〇
二

一
八
段
落
お
よ
び
第
一
九
段
落
）。
そ
の
際
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
正
当
な
判
断
で
あ
る
が
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
が
発
生
し
た
後

の
支
払
に
関
す
る
取
締
役
の
責
任
と
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
と
の
間
に
関
連
性
が
あ
る
こ
と
を
認
め
て
い
た
。
と
い
う
の
は
、
支
払
禁
止
規
定
の

第
一
次
的
な
目
的
が
、
た
と
え
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
に
あ
る
会
社
の
財
団
財
産
を
維
持
す
る
こ
と
を
通
し
て
、
会
社
債
権
者
全

員
を
序
列
上
正
当
か
つ
同
等
に
満
足
さ
せ
る
こ
と
に
あ
る
と
し
て
も
、
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
こ
の
規
定
の
法
律
要
件
中
に
、
倒
産
手
続
開
始

申
立
を
適
時
に
提
起
す
る
と
い
う
、
取
締
役
に
一
定
の
行
動
を
と
る
よ
う
求
め
る
内
容
（A

nreizw
irkung

）
が
含
ま
れ
て
い
る
点
を
否
定
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。（

（6
（

”

第
一
文
で
は
、
倒
産
法
説
支
持
の
理
由
と
し
て
「
実
効
性
原
則
」
が
追
加
さ
れ
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
事
項
的
適
用
範
囲
が
示
さ
れ
る
。

し
か
し
、「
実
効
性
原
則
」
と
い
う
法
律
用
語
が
示
さ
れ
た
だ
け
で
は
容
易
に
そ
の
趣
旨
を
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
む

ろ
ん
、
本
件
事
案
の
内
容
か
ら
推
測
し
て
、
取
締
役
に
対
す
る
賠
償
請
求
を
認
め
、
当
該
金
額
の
回
収
を
図
る
こ
と
を
「
実
効
性
」
と
い

う
言
葉
で
考
え
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
他
方
で
、「
実
効
性
」
を
請
求
認
容
判
決
の
内
容
で
は
な
く
、
債
権
に
対
す
る
強
制
執
行
の
結
果

と
し
て
の
現
実
的
満
足
と
い
う
最
終
段
階
に
至
ら
な
け
れ
ば
「
実
効
性
」
が
あ
る
と
は
言
い
得
な
い
と
い
う
理
解
も
あ
り
得
る
。
こ
の
よ

う
に
み
る
と
、「
実
効
性
原
則
」
が
な
ぜ
に
倒
産
法
説
採
用
の
根
拠
と
な
り
得
る
か
と
い
う
疑
問
は
い
ま
だ
解
明
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
と

な
る
。

第
二
文
で
は
、「
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
が
発
生
し
た
後
の
支
払
に
関
す
る
取
締
役
の
責
任
と
倒
産
手
続
開
始
申
立
義

務
と
の
間
に
関
連
性
が
あ
る
」
と
し
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
断
が
正
当
で
あ
る
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。「
関
連
性
が
あ
る
」
と
す
る
説
明
は
、

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
お
よ
び
第
二
項
第
一
文
の
内
容
を
そ
の
ま
ま
反
復
し
た
も
の
で
あ
り
、
格
別
に
論
評
に
値
し
な
い
。

そ
れ
に
も
拘
ら
ず
、
第
三
文
で
は
、
両
者
の
間
に
関
連
性
が
あ
る
と
み
た
理
由
が
説
明
さ
れ
る
。「
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
こ
の
規



二
〇
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

定
の
法
律
要
件
中
に
、
倒
産
手
続
開
始
申
立
を
適
時
に
提
起
す
る
と
い
う
、
取
締
役
に
一
定
の
行
動
を
と
る
よ
う
求
め
る
内
容
が
含
ま
れ

て
い
る
」
と
す
る
説
明
の
前
提
に
は
、
む
ろ
ん
、
倒
産
手
続
の
開
始
を
適
時
に
申
し
立
て
て
い
れ
ば
、「
通
常
の
注
意
を
払
っ
て
行
っ
た

支
払
」
に
つ
い
て
は
賠
償
義
務
が
免
除
さ
れ
る
と
い
う
点
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
ろ
う
（
第
六
四
条
第
二
項
第
二
文
）。

最
後
に
、「
c） 
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と
の
並
行
原
則
の
採
用
」
の
説
明
を
確
認
し
よ
う
。

“
最
後
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
判
断
し
た

第
三
の
理
由
（Begründungsansatz

）
を
説
明
す
る
に
あ
た
り
、
こ
の
規
定
の
目
的
が
、
債
権
者
が
同
等
の
満
足
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め

に
倒
産
手
続
開
始
前
に
財
団
財
産
の
縮
小
を
阻
止
す
る
こ
と
に
あ
る
と
い
う
点
を
考
慮
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
自
身
が
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会

社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
を
、
少
な
く
と
も
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と
比
較
さ
れ
得
る
規
定
の
ひ
と
つ
と
み

な
す
（
第
二
〇
段
落
）
と
い
う
方
法
を
採
っ
て
い
た
。（

（6
（

”

こ
の
項
で
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
に
関
し
て
倒
産
法
説
を
採
る
三
番
目
の
理
由

が
示
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
規
定
の
「
債
権
者
が
同
等
の
満
足
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
倒
産
手
続
開
始
前
に
財
団
財
産
の

縮
小
を
阻
止
す
る
」
と
い
う
立
法
目
的
を
考
慮
し
て
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
自
身
が
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第

一
文
の
法
的
性
質
を
、
少
な
く
と
も
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と
比
較
さ
れ
得
る
規
定
…
…
と
み
な
す
」
と
い
う
立
法

理
由
へ
の
言
及
で
あ
る
。「w

egen des N
orm

zw
ecks

（
こ
の
規
定
の
目
的
が
…
…
を
考
慮
し
て
）」
と
い
う
表
現
が
示
す
よ
う
に
、
そ
こ

に
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
と
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と
の
比
較
が
可
能
だ
と
す
る
判
断
が

伏
在
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
よ
う
な
理
解
を
承
認
す
る
た
め
に
は
、
両
規
定
の
比
較
が
可
能
だ
と
判
定
す
る
客
観
的
な
判
断
基
準



二
〇
四

（「
比
較
の
第
三
項
」）
が
あ
ら
か
じ
め
与
え
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
み
る
の
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二

項
第
一
文
の
法
的
性
質
に
関
し
て
倒
産
法
説
を
採
用
す
る
と
い
う
判
断
が
事
前
に
行
わ
れ
て
い
る
か
ら
こ
そ
、
両
者
の
比
較
が
可
能
と
い

う
認
識
に
至
る
と
も
み
ら
れ
得
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
見
方
が
当
て
は
ま
る
と
す
れ
ば
、
右
の
説
明
は
倒
産
法
説
の
言
い
換
え

（
同
語
反
覆
）
で
し
か
な
い
こ
と
と
な
ろ
う
。

⑵　

次
の
「
2　

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
の
適
用
か
ら
得
ら
れ
る
結
果
」
で
は
、
ま
え
が
き
の
ほ
か
、「
a） 

倒
産
申
立
義
務
と

倒
産
延
引
責
任
の
法
的
性
質
に
関
す
る
倒
産
法
説
（Insolvenzrechtliche Q

ualifikation von Insolvenzantragspflicht und Insolvenzver-

schleppungshaftung

）」、「
b） 
取
締
役
の
責
任
を
定
め
た
規
定
を
会
社
の
倒
産
に
連
結
す
る
こ
と
は
、
実
体
法
的
性
質
決
定
の
要
件
と
し

て
十
分
か
？
（A

nknüpfung der Haftungsnorm
 an die Insolvenz der Gesellschaft als m

ateriell hinreichende Qualifikationsvoraussetzung?

）」、

「
c） 

倒
産
管
財
人
に
よ
る
主
張
は
、
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
た
め
の
要
件
か
？
（Geltendm

achung durch den 

Insolvenzverw
alter als Q

ualifikationsvoraussetzung?

）」、
そ
れ
に
「
d） 

倒
産
手
続
開
始
は
、
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定

す
る
た
め
の
要
件
か
？
（V

erfahrenseröffnung als Q
ualifikationsvoraussetzung?

）」、
こ
れ
ら
四
つ
に
区
分
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
四

者
（「
a）
」、「
b）
」、「
c）
」
お
よ
び
「
d）
」）
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
倒
産
法
説
の
概
観
を
示
す
「
a）
」
に
続
け
て
、
倒
産
法
説
を
根
拠
付
け

る
要
件
の
適
否
が
順
次
検
討
さ
れ
て
い
る
。

ま
ず
、
ま
え
が
き
部
分
を
み
よ
う
。

“
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
み
る
主
張
の
根
底
に
は
、
結
局
、
同
等
の
価
値

を
有
す
る
三
つ
の
法
律
構
成
が
あ
り
、
こ
れ
ら
三
つ
の
構
成
を
用
い
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
範
囲
を
さ
ら
に
具
体
化
し
て
い



二
〇
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
の
こ
の
論
旨
を
み
て
も
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
を
め
ぐ
っ
て
将
来
ど
の
よ
う
な
結
果
が
導
か
れ
る
か

と
い
う
点
は
な
ん
ら
明
ら
か
で
は
な
い
。（

（7
（

”

第
一
文
で
は
、
先
の
「
1　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
法
律
構
成
」
で
説
明
さ
れ
た
三
つ
の
法
律
構
成
（「
a） 

国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
先
例
へ

の
言
及
」、「
b） 
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
の
実
際
的
効
力
」
お
よ
び
「
c） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｍ
号
と

の
並
行
原
則
の
採
用
」）
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
み
る
根
拠
で
あ
る
こ
と
、

三
者
の
価
値
が
同
等
と
考
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
前
記
三
つ
の
構
成
を
用
い
て
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
範
囲
を
さ
ら
に
具

体
化
し
て
い
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
前
述
の
よ
う
に
、
右
に
挙
げ
ら
れ
た
三
つ
の
法
律
構
成
の
い
ず

れ
に
つ
い
て
も
、
そ
れ
ら
が
同
語
反
覆
に
陥
っ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
倒
産
法
説
の
採
用
論
拠
と
な
り
得
て
い
な
い
こ
と
が
分
か
る
。
第

二
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
だ
け
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
を
め
ぐ
っ
て
将
来
ど
の
よ
う
な
結
果
が
導
か
れ
る
か
」
を
予
測

し
得
な
い
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
た
。

次
に
、「
a） 

倒
産
申
立
義
務
と
倒
産
延
引
責
任
の
法
的
性
質
に
関
す
る
倒
産
法
説
」
で
は
、
以
下
の
よ
う
な
説
明
が
あ
る
。

〝
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
倒
産
申
立
義
務
（
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
と
倒
産
延
引
責
任
（
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
と
結
び
付
い
た

民
法
典
第
八
二
三
条
第
二
項
）
の
法
的
性
質
が
ど
の
よ
う
な
も
の
か
と
い
う
点
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
第
一
九
段
落
に
お
い
て
、

附
言
す
る
か
た
ち
で
で
は
あ
る
が
（en passant

、
ち
な
み
に
）、
前
者
（
倒
産
申
立
義
務
）
の
法
的
性
質
を
は
っ
き
り
と
倒
産
法
的
な
も
の
と
決

定
し
て
い
る
。
そ
れ
と
同
時
に
、
同
裁
判
所
は
、
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
違
反
の
効
果
の
法
的
性
質
を
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の

意
味
に
お
け
る
倒
産
法
上
の
技
法
（insolvenzrechtliche Instrum

ente

）
と
決
定
す
る
こ
と
を
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
明
確
に
し
て
い
る
。
コ
ル

ン
ハ
ー
ス
事
件
が
も
た
ら
し
た
こ
の
よ
う
な
結
果
を
み
る
と
、
倒
産
延
引
責
任
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
見
解
に
は
も
は
や
疑
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問
を
呈
す
る
余
地
が
な
い
。（

（7
（

”

第
一
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
、
倒
産
申
立
義
務
（
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
と
倒
産
延
引
責
任
（
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
と
結

び
付
い
た
民
法
典
第
八
二
三
条
第
二
項
）
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
判
示
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
第
二
文
で

は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
前
者
（
倒
産
申
立
義
務
）
の
法
的
性
質
を
は
っ
き
り
と
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
て
い
る
」
点
が
重
ね
て
強
調

さ
れ
て
い
る
。
第
三
文
で
は
、
同
裁
判
所
が
「
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
違
反
の
効
果
の
法
的
性
質
を
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
、
Ｅ
Ｕ
倒
産

規
則
の
意
味
に
お
け
る
倒
産
法
上
の
技
法
と
決
定
す
る
こ
と
を
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
明
確
に
し
て
い
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
文

で
は
、
以
上
の
結
果
と
し
て
、「
倒
産
延
引
責
任
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
見
解
に
は
も
は
や
疑
問
を
呈
す
る
余
地

が
な
い
」
旨
が
明
言
さ
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
右
の
ま
え
が
き
部
分
に
お
け
る
叙
述
に
関
し
て
触
れ
た
よ
う
に
、
倒
産
法
説
の
主
張
根

拠
が
何
ひ
と
つ
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
以
上
、「
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
見
解
に
は
も
は
や
疑
問
を
呈
す
る
余
地
が
な
い
」
と

す
る
評
価
に
は
賛
同
し
難
い
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

次
の
、「
b） 

取
締
役
の
責
任
を
定
め
た
規
定
を
会
社
の
倒
産
に
連
結
す
る
こ
と
は
、
実
体
法
的
性
質
決
定
の
要
件
と
し
て
十
分
か
？
」

の
項
で
は
、
以
下
の
よ
う
な
解
説
が
み
ら
れ
る
。

“
し
か
し
な
が
ら
、
こ
こ
で
の
問
題
は
、
他
の
二
つ
の
法
律
構
成
か
ら
ど
の
よ
う
な
結
論
が
引
き
出
さ
れ
る
べ
き
か
と
い
う
点
に
あ
る
。
こ
の
こ
と

は
特
に
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
裁
判
に
言
及
さ
れ
て
い
た
点
に
つ
い
て
当

て
は
ま
る
。
と
い
う
の
は
、
本
件
判
決
の
表
現
を
み
る
と
、
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
訟
の
国
際
的
管
轄
権
を
認
め
る
理
由
を
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
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七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

条
第
一
項
の
類
推
に
求
め
る
主
張
の
根
底
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
会
社
の
支
払
無
能
力
─
─
な
い
し
債
務
超
過
─
─
を
当
然
の

前
提
と
し
て
い
る
点
か
ら
推
測
し
て
、
第
六
四
条
第
一
文
を
民
事
法
・
商
事
法
の
一
般
原
則
に
対
す
る
例
外
と
す
る
考
え
が
あ
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ

る
。
問
わ
れ
て
い
る
の
は
、
取
締
役
の
責
任
を
問
う
規
定
の
法
律
要
件
を
主
た
る
債
務
者
の
倒
産
に
結
び
付
け
て
い
れ
ば
、
取
締
役
の
責
任
を
問
う

規
定
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
で
き
る
と
い
う
趣
旨
に
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
理
解
し
て
も
よ
い
か
否
か
と
い
う
点
で
あ
る
。

こ
の
種
の
責
任
を
問
う
規
定
が
、
必
ず
し
も
同
時
に
、
債
権
者
が
同
等
に
満
足
を
得
る
こ
と
や
取
締
役
が
適
時
に
倒
産
手
続
開
始
を
申
し
立
て
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
い
な
い
点
か
ら
み
て
、
こ
の
問
い
に
は
重
要
な
意
味
が
あ
る
。
こ
の
種
の
問
題
は
、
特
に
、
ド
イ
ツ
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
三
文
に
お
け
る
倒
産
惹
起
責
任
お
よ
び
民
法
典
第
八
二
六
条
に
よ
る
存
在
無
効
責
任
の
法
律
要
件
の
法
的
性
質
を
ど
う
み
る
か
と
い
う
点
に
も

現
れ
る
。
と
い
う
の
は
、
こ
れ
ら
二
つ
の
責
任
に
は
特
に
倒
産
を
防
止
す
る
効
果
が
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
ど
ち
ら
の
責
任
も
も
と
も
と
は
会
社
債
権

者
の
保
護
を
目
的
と
す
る
責
任
法
体
系
、
た
と
え
ば
、
有
限
責
任
会
社
法
第
三
〇
条
（
資
本
維
持
）
や
第
三
一
条
（
禁
止
に
反
し
て
行
わ
れ
た
支
払

の
賠
償
）
に
欠
け
て
い
た
部
分
を
補
完
す
る
技
法
と
解
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
れ
ら
の
責
任
を
追
及
す
る
場
合
、
倒
産
取
消
に

関
す
る
責
任
追
及
の
場
合
と
対
比
す
る
と
、
─
─
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
と
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
の
関
係
か

ら
考
え
て
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
も
、
必
要
な
変
更
が
行
わ
れ
て
い
る
（m

utatis m
utandis

）
が
─
─
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
重

要
で
あ
る
と
評
価
す
る
と
思
わ
れ
る
一
種
の
並
行
現
象
が
み
ら
れ
る
こ
と
も
否
定
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
（
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
後
述
Ⅳ
1
）。
し

か
し
、
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
正
面
か
ら
受
け
止
め
る
な
ら
ば
、
以
上
の
考
慮
事
項
（Ü

berlegungen

）
は
ど
れ
も
さ
ほ
ど
重
要
と
は
思
わ

れ
な
い
。
た
と
え
ば
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
裁
判
を
理
由
付
け
る
上
で
、
特
に
、
支
払

無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
を
絶
対
的
要
件
（N

otw
endigkeit

）
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
っ
た
制
限
説
（Einschränkung

）
を
採
る
場
合
、

厳
密
に
い
え
ば
、
責
任
を
問
う
規
定
の
中
に
新
た
に
実
体
的
要
件
を
加
え
る
余
地
は
残
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
に
み
る
の
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の

Ｈ
事
件
判
決
で
は
こ
の
よ
う
な
要
件
が
設
け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
（
手
続
的
要
件
に
つ
い
て
は
次
の
「
c）
」
参
照
）。（

（7
（

”

第
一
文
で
は
、
先
に
ま
え
が
き
部
分
で
触
れ
ら
れ
た
「
三
つ
の
法
律
構
成
」
の
う
ち
、「
他
の
二
つ
の
法
律
構
成
か
ら
ど
の
よ
う
な
結

論
が
引
き
出
さ
れ
る
べ
き
か
」
と
い
う
新
た
な
論
点
が
提
示
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
先
の
「
a）
」
を
受
け
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
Ｈ
事
件

と
い
う
先
例
を
援
用
し
て
い
た
点
に
着
目
さ
れ
る
。
第
三
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
本
件
判
決
の
表
現
を
み
る
と
、
倒
産
手
続
に
付
随
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す
る
訴
訟
の
国
際
的
管
轄
権
を
認
め
る
理
由
を
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
の
類
推
に
求
め
る
主
張
の
根
底
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第

六
四
条
第
一
文
が
会
社
の
支
払
無
能
力
─
─
な
い
し
債
務
超
過
─
─
を
当
然
の
前
提
と
し
て
い
る
点
か
ら
推
測
し
て
、
第
六
四
条
第
一
文

を
民
事
法
・
商
事
法
の
一
般
原
則
に
対
す
る
例
外
と
す
る
考
え
が
あ
る
は
ず
だ
か
ら
」
と
い
う
表
現
で
、
こ
の
先
例
が
援
用
さ
れ
た
理
由

が
説
明
さ
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
の
こ
の
よ
う
な
前
提
的
理
解
そ
の
も
の
の
成
否
が
改
め
て
問
わ
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
倒
産
法
説
を
採
用
し
た
先
例
を
こ
こ
で
も
利
用
し
よ
う
と
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
る
政
策
判
断
の
前
提
に
あ
り
、

そ
う
し
た
判
断
を
正
当
化
す
る
た
め
に
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
が
会
社
の
支
払
無
能
力
…
…
を
当
然
の
前
提
と
し
て
い

る
」
と
す
る
理
屈
が
後
知
恵
で
用
意
さ
れ
た
に
す
ぎ
な
い
と
す
る
批
判
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に
答
え
る
の
か
と
い
う
点
が
何
も
説
明
さ
れ

て
い
な
い
と
い
う
点
で
あ
る
。

第
四
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
け
る
解
釈
上
の
論
点
と
し
て
、「
取
締
役
の
責
任
を
問
う
規
定
の
法
律
要
件
を
主
た
る
債
務

者
の
倒
産
に
結
び
付
け
て
い
れ
ば
、
取
締
役
の
責
任
を
問
う
規
定
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
で
き
る
と
い
う
趣
旨
に
こ
の

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
理
解
し
て
も
よ
い
か
否
か
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。
第
五
文
で
は
、
な
ぜ
こ
の
論
点
を
取
り
上
げ
る
か
に
触
れ
ら
れ

る
。
す
な
わ
ち
、「
こ
の
種
の
責
任
を
問
う
規
定
が
、
必
ず
し
も
同
時
に
、
債
権
者
が
同
等
に
満
足
を
得
る
こ
と
や
取
締
役
が
適
時
に
倒

産
手
続
開
始
を
申
し
立
て
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
な
い
点
か
ら
み
て
、
こ
の
問
い
に
は
重
要
な
意
味
が
あ
る
」
と
い
う
説
明
が
そ
う
で

あ
る
。
こ
の
説
明
で
は
、「
こ
の
種
の
責
任
を
問
う
規
定
」
の
目
的
に
言
及
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
文
章
の
内
容
は
、
有
限
責
任

会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
の
取
締
役
の
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
に
関
す
る
叙
述
も
第
二
項
の
賠
償
義
務
に
関
す
る
記
述
も
、
法
文
の
内

容
を
繰
り
返
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
れ
が
そ
の
ま
ま
右
の
内
容
を
定
め
る
立
法
目
的
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
立
法
目
的
が

ま
ず
先
行
し
、
当
該
目
的
を
達
成
す
る
手
段
が
規
定
の
内
容
に
盛
り
込
ま
れ
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
規
定
の
直
接
的
な
内
容
を
み



二
〇
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

る
と
、
倒
産
手
続
開
始
申
立
と
い
う
行
為
に
結
び
付
け
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
の
こ
と
を
取
締
役
の
義
務
お
よ
び
責
任
が
定
め
ら
れ
て
い
る

こ
と
に
優
先
さ
せ
る
の
で
あ
れ
ば
、
両
者
に
共
通
す
る
「
比
較
の
第
三
項
」
に
基
づ
く
序
列
決
定
基
準
が
別
途
用
意
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
に
相
当
す
る
記
述
は
右
の
説
明
に
は
見
ら
れ
な
い
。

第
六
文
で
は
、
こ
の
種
の
論
点
が
ド
イ
ツ
法
の
「
第
三
文
に
お
け
る
倒
産
惹
起
責
任
お
よ
び
民
法
典
第
八
二
六
条
に
よ
る
存
在
無
効
責

任
の
法
律
要
件
の
法
的
性
質
を
ど
う
み
る
か
と
い
う
点
に
も
現
れ
る
」
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
七
文
で
は
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
理
由

が
、「
こ
れ
ら
二
つ
の
責
任
に
は
特
に
倒
産
を
防
止
す
る
効
果
が
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
ど
ち
ら
の
責
任
も
も
と
も
と
は
会
社
債
権
者
の
保

護
を
目
的
と
す
る
責
任
法
体
系
、
た
と
え
ば
、
有
限
責
任
会
社
法
第
三
〇
条
（
資
本
維
持
）
や
第
三
一
条
（
禁
止
に
反
し
て
行
わ
れ
た
支
払
の

賠
償
）
に
欠
け
て
い
た
部
分
を
補
完
す
る
技
法
と
解
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
第
八
文
で
は
、「
こ
れ
ら
の
責
任
を

追
及
す
る
場
合
、
倒
産
取
消
に
関
す
る
責
任
追
及
の
場
合
と
対
比
す
る
と
」「
一
種
の
並
行
現
象
が
み
ら
れ
る
こ
と
」、
そ
し
て
、
そ
う
し

た
並
行
現
象
を
「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
重
要
で
あ
る
と
評
価
す
る
」
で
あ
ろ
う
こ
と
、
こ
れ
ら
が
紹
介
さ
れ
る
。
そ
れ
で
い

て
、
第
九
文
で
は
、「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
正
面
か
ら
受
け
止
め
る
な
ら
ば
、
以
上
の
考
慮
事
項
は
ど
れ
も
さ
ほ
ど
重
要
と
は
思
わ
れ

な
い
」
と
指
摘
さ
れ
る
。
第
九
文
で
「
重
要
と
は
思
わ
れ
な
い
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
点
か
ら
逆
算
す
る
と
、
第
六
文
な
い
し
第
八
文
の

要
否
が
問
わ
れ
よ
う
。

第
一
〇
文
で
は
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
裁
判
を
理
由
付
け
る
上
で
、
特

に
、
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
を
絶
対
的
要
件
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
っ
た
制
限
説
を
採
る
場
合
、
厳
密
に
い
え
ば
、
責
任

を
問
う
規
定
の
中
に
新
た
に
実
体
的
要
件
を
加
え
る
余
地
は
残
さ
れ
て
い
な
い
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
し
か
し
、
国
際
的
管
轄
権
の
有
無
を

決
定
す
る
管
轄
原
因
を
基
礎
付
け
る
考
慮
事
項
は
手
続
法
的
な
も
の
で
あ
り
、「
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
」
と
い
う
実
体
法
的
要
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一
〇

素
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
し
か
る
に
、
第
一
一
文
で
は
「
こ
の
よ
う
に
み
る
の
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
Ｈ
事
件
判
決
で
は
こ
の
よ
う
な
要
件

が
設
け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
け
れ
ど
も
、「
責
任
を
問
う
規
定
の
中
に
新
た
に
実
体
的
要
件
を
加

え
る
余
地
は
残
さ
れ
て
い
な
い
」
と
さ
れ
る
理
由
は
、
国
際
的
管
轄
権
を
定
め
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
が
定
め
る
管
轄
原
因

に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
に
規
定
さ
れ
た
「
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
」
が
含
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
に
よ
る
の
で

あ
っ
て
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
Ｈ
事
件
判
決
で
は
こ
の
よ
う
な
要
件
が
設
け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
か
ら
」
と
は
言
い
得
な
い
。
そ
れ
に
も
拘

ら
ず
、
理
由
付
け
の
た
め
に
な
ぜ
Ｈ
事
件
判
決
が
持
ち
出
さ
れ
た
の
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
。

次
の
「
c） 

倒
産
管
財
人
に
よ
る
主
張
は
、
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
た
め
の
要
件
か
？
」
で
は
、
三
つ
の
段
落
に

分
け
て
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

“
し
か
し
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
裁
判
を
援
用
し
て
い
る
点
を
根
拠
と

し
て
、
一
部
の
文
献
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
倒
産
管
財
人
が
当
該
請
求
を
行
っ
て
い
る
か
否
か
に
よ
っ
て
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な

も
の
で
あ
る
か
否
か
を
決
め
て
い
る
と
い
う
見
解
が
引
き
出
さ
れ
て
い
る
─
─
尤
も
、
そ
う
し
た
見
方
は
す
ぐ
に
批
判
さ
れ
て
い
る
。
実
際
、
連
邦

通
常
裁
判
所
か
ら
提
示
さ
れ
た
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
が
「
ド
イ
ツ
裁
判
所
に
係
属
中
の
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上

の
会
社
の
取
締
役
（D

irektor

）
が
行
っ
た
支
払
に
つ
い
て
…
…
こ
の
会
社
の
倒
産
管
財
人

0

0

0

0

0

が
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二

項
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
に
基
づ
き
、
そ
の
賠
償
を
取
締
役
に
求
め
る
訴
え
（K

lage

）」
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
か
否
か
と
い
う
第
一
の
照
会

事
項
に
対
す
る
解
答
の
表
現
も
、
こ
う
し
た
理
解
に
賛
成
し
て
い
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
決
を
そ
の
よ
う
に
考
え
る
べ
き
で
は
な
い
。
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
自
身
が
二
〇
一
四
年
一
二
月
四
日

判
決
で
示
し
た
、
倒
産
管
財
人
が
主
張
し
て
い
る
点
を
顧
慮
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
指
摘
を
、
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
取
り
上
げ
て
お
ら

ず
、
倒
産
状
態
に
あ
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
と
い
う
点
に
限
定
し
て
、
こ
の
種
の
責
任
を
追
及
す
る
請
求
権
に
関
し
、
上
記
裁
判
当
時
の
理
由
付
け



二
一
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

を
援
用
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
本
件
で
問
題
と
な
っ
た
規
定
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
た
め

に
必
要
な
そ
の
余
の
─
─
自
明
の
─
─
理
由
付
け
に
つ
い
て
は
、
倒
産
管
財
人
が
主
張
し
て
い
る
と
い
う
留
保
を
付
し
な
が
ら
、
何
も
述
べ
て
い
な

い
。
よ
く
考
え
て
み
る
と
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
合
点
が
行
く
、
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
で
は
手
続
開
始
地
国
の
倒
産
法
が

倒
産
手
続
と
そ
の
効
力
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
と
い
う
よ
う
に
、
事
項
的
適
用
範
囲
が
述
べ
ら
れ
る
に
と
ど
ま
る
の
に
対
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
発

展
さ
せ
た
、
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
え
の
管
轄
権
ル
ー
ル
で
は
、「
倒
産
手
続
か
ら
直
接
に
派
生
し
、
し
か
も
、
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る

訴
え
」
し
か
明
示
的
に
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
よ
う
に
、
両
者
の
内
容
は
異
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
主
文
第
一
項
の
表
現
に
う
ま
く
言
い
く
る
め
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
。
そ
れ
で
も
、
こ
の
表
現
と
連
邦
通
常
裁
判

所
の
照
会
事
項
と
の
対
応
関
係
に
留
意
す
る
と
、
こ
の
表
現
の
意
味
が
相
対
化
さ
れ
る
こ
と
が
分
か
る
。
こ
の
表
現
は
Ｅ
Ｕ
法
の
解
釈
に
関
連
す
る

も
の
で
あ
る
が
、
適
法
に
表
現
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
の
表
現
を
改
め
て
解
釈
し
直
す
よ
う
な
余
地
は
な
い
。（

（7
（

”

第
一
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
訴
え
の
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
裁
判

を
援
用
し
て
い
る
点
を
根
拠
と
し
て
、
一
部
の
文
献
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
倒
産
管
財
人
が
当
該
請
求
を
行
っ
て
い
る
か
否
か
に
よ
っ

て
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
か
否
か
を
決
め
て
い
る
と
い
う
見
解
が
引
き
出
さ
れ
て
い
る
」
こ
と
、
そ
う
し
た

見
解
が
批
判
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
る
。
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
で
は
「
会
社
」
が
請
求
権
者
で
あ
る
こ

と
が
明
記
さ
れ
て
お
り
、
倒
産
手
続
開
始
後
は
「
倒
産
管
財
人
が
当
該
請
求
」
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
そ
れ
ゆ
え
、「
倒
産
管
財
人
が

当
該
請
求
を
行
っ
て
い
る
か
否
か
に
よ
っ
て
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
か
否
か
を
決
め
て
い
る
」
と
す
る
理
解

が
正
し
い
と
す
れ
ば
、
当
該
請
求
が
倒
産
手
続
開
始
前
に
行
わ
れ
る
と
き
は
「
こ
の
規
定
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
」
で
は
な

く
、
会
社
法
的
な
も
の
と
判
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。「
そ
う
し
た
見
解
が
批
判
さ
れ
て
い
る
」
理
由
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
が
、
あ

る
い
は
、
請
求
の
時
点
に
よ
り
同
一
規
定
の
法
的
性
質
の
変
更
を
認
め
る
こ
と
に
対
す
る
消
極
的
評
価
が
批
判
の
論
拠
と
さ
れ
て
い
る
の
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か
も
し
れ
な
い
。
第
二
文
で
は
、
照
会
事
項
一
に
対
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
解
答
も
、
右
の
よ
う
な
理
解
に
誤
り
が
な
い
こ
と
を
示
し
て
い

る
旨
、
述
べ
ら
れ
る
。

し
か
し
、
シ
ョ
ル
ツ
は
、
第
二
段
落
の
第
一
文
で
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
決
を
そ
の
よ
う
に
考
え
る
べ
き
で
は
な
い
」
と
述
べ
る
。
そ

の
理
由
に
触
れ
た
第
二
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
自
身
が
二
〇
一
四
年
一
二
月
四
日
判
決
で
示
し
た
、
倒
産
管
財
人
が
主

張
し
て
い
る
点
を
顧
慮
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
指
摘
を
、
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
取
り
上
げ
て
お
ら
ず
、
倒
産
状
態
に
あ
る
こ

と
を
要
件
と
す
る
と
い
う
点
に
限
定
し
て
、
こ
の
種
の
責
任
を
追
及
す
る
請
求
権
に
関
し
、
上
記
裁
判
当
時
の
理
由
付
け
を
援
用
し
て
い

る
に
す
ぎ
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
Ｈ
事
件
判
決
の
判
旨
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
そ
れ
と
の
共
通
点
で

は
な
く
、
相
違
点
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
な
ぜ
相
違
点
を
優
先
す
る
か
の
理
由
は
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
第
三
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁

判
所
が
当
該
「
規
定
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
た
め
に
必
要
な
そ
の
余
の
…
…
理
由
付
け
に
つ
い
て
…
…
何
も
述
べ

て
い
な
い
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
な
が
ら
、
そ
れ
で
い
て
、
次
の
第
四
文
で
は
、「
こ
の
点
に
つ
い
て
は
合
点
が
行
く
」
と
肯
定
的
評
価
が

行
わ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、「
合
点
が
行
く
」
と
考
え
る
理
由
が
、「
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
で
は
手
続
開
始
地

国
の
倒
産
法
が
倒
産
手
続
と
そ
の
効
力
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
と
い
う
よ
う
に
、
事
項
的
適
用
範
囲
が
述
べ
ら
れ
る
に
と
ど
ま
る
の
に
対

し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
発
展
さ
せ
た
、
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
訴
え
の
管
轄
権
ル
ー
ル
で
は
、「
倒
産
手
続
か
ら
直
接
に
派
生
し
、
し
か

も
、
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る
訴
え
」
し
か
明
示
的
に
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
よ
う
に
、
両
者
の
内
容
は
異
な
っ
て
い
る
か
ら

で
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
前
者
の
内
容
（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
で
倒
産
準
拠
法
の
事
項
的
適
用
範
囲
が
明
示
さ
れ
て

い
る
こ
と
）
と
後
者
の
内
容
（
倒
産
手
続
本
体
の
国
際
的
管
轄
権
が
当
該
倒
産
手
続
か
ら
派
生
す
る
訴
訟
に
も
及
ぶ
と
判
断
す
る
こ
と
）
と
の
相
違
が

な
ぜ
右
の
「
合
点
が
行
く
」
と
考
え
る
理
由
と
さ
れ
る
の
か
と
い
う
点
は
ま
っ
た
く
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
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第
三
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
主
文
第
一
項
の
表
現
に
う
ま
く
言
い
く
る
め
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
」
と
述
べ
て
、

照
会
事
項
一
の
文
意
を
確
認
す
る
必
要
性
の
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、「
こ
の
表
現
と
連
邦
通
常
裁
判
所
の
照
会
事
項
と

の
対
応
関
係
に
留
意
す
る
と
、
こ
の
表
現
の
意
味
が
相
対
化
さ
れ
る
こ
と
が
分
か
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
が
、
ど
の
よ
う
に
相
対
化
さ
れ
る

か
が
説
明
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
そ
の
文
意
を
正
確
に
理
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
第
三
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
法
の
解
釈
に
関
連
す
る
」

こ
の
個
所
が
「
適
法
に
表
現
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
の
表
現
を
改
め
て
解
釈
し
直
す
よ
う
な
余
地
は
な
い
」
と
指

摘
さ
れ
る
。
こ
こ
で
も
、
ど
の
よ
う
な
法
源
に
照
ら
し
て
「
適
法
」
な
の
か
が
明
ら
か
で
は
な
く
、
た
と
え
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
に
照
ら
し
て

「
適
法
」
で
あ
る
と
し
て
も
、
ど
の
文
言
を
ど
の
よ
う
に
解
釈
す
る
と
「
適
法
」
と
な
る
か
が
説
明
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
そ
の
文
意
を

了
解
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

次
に
「
d） 

倒
産
手
続
開
始
は
、
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
た
め
の
要
件
か
？
」
で
は
、
五
つ
の
段
落
に
分
け
て
、

次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

“
倒
産
管
財
人
が
請
求
し
て
い
る
こ
と
が
倒
産
法
説
を
採
用
す
る
上
で
必
要
だ
と
す
る
理
解
に
は
、
倒
産
手
続
開
始
の
申
立
を
放
棄
で
き
る
と
い
う

視
点
が
一
切
含
ま
れ
て
い
な
い
。
そ
の
際
、
問
題
と
な
る
の
は
、
倒
産
手
続
の
開
始
前
に
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
請
求
権
が

主
張
さ
れ
る
と
い
っ
た
、
実
務
上
起
こ
り
得
な
い
事
例
で
は
な
く
、
倒
産
法
第
二
六
条
に
よ
り
、
倒
産
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続

が
退
け
ら
れ
た
後
に
、
こ
の
種
の
責
任
を
追
及
し
よ
う
と
し
て
会
社
債
権
者
が
請
求
す
る
場
合
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
そ
も
そ
も
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第

四
条
第
一
項
が
適
用
さ
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
と
い
う
の
は
、
一
方
で
は
、
同
項
に
よ
れ
ば
、「
自
国
領
域
内
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て

い
る
」
加
盟
国
の
倒
産
法
だ
け
が
適
用
さ
れ
る
旨
、
規
定
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
他
方
で
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
一
条
第
一
項
に
よ
る
と
、
管

財
人
の
選
任
を
含
め
、
倒
産
手
続
全
体
に
つ
い
て
同
規
則
が
適
用
さ
れ
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
手
続
開
始
国
法
が
手
続
開
始
要
件
如
何
と
い
う
点
を
も
規
律
す
る
が
、
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そ
の
場
合
、
少
な
く
と
も
、
倒
産
手
続
の
開
始
が
予
定
さ
れ
て
い
る
国
の
法
を
援
用
す
る
行
為
の
適
法
性
が
含
意
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
と
同
時
に
、

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
自
治
的
解
釈
に
基
づ
い
て
倒
産
手
続
開
始
概
念
（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
）
お
よ
び
倒
産
手
続
終
了
概
念
（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規

則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｊ
号
、
ｋ
号
）
を
定
義
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
が
、
そ
の
限
界
が
ど
こ
か
と
い
う
点
は
ち
ょ
っ
と
見
た
だ
け
で
は
（prim

a 
vista

）
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続
開
始
申
立
が
棄
却
さ
れ
る
場
合
を
手
続
の
終
了
と
解
す
る
余
地
も

ま
っ
た
く
排
除
さ
れ
て
は
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
。

　

こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
、
む
ろ
ん
直
接
、
こ
れ
ら
の
問
題
に
答
え
て
は
い
な
い
。
倒
産
手
続
開
始
の
前
段
階
に
現
れ
る
要
件
、
す
な
わ
ち
、

責
任
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
判
定
し
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
重
要
な
意
義
を

有
す
る
。
と
い
う
の
は
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
に
立
ち
至
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
果
た
す
べ
き
義
務
を
、
時
間
的
に
は
後
発
の
、

倒
産
手
続
が
実
際
に
開
始
さ
れ
る
か
否
か
と
い
う
結
果
に
基
づ
い
て
決
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
の
こ
と
を
考
慮
し
な
い
ま
ま
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
を
否
定
す
れ
ば
、
難
し
い
性
質
決
定
問
題
（Q

ualifikationsproblem
e

）
に
直
面
す

る
。
こ
こ
で
は
、
ド
イ
ツ
国
際
私
法
（
ド
イ
ツ
倒
産
法
第
三
三
五
条
）
を
援
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
と
い
う
の
は
、
国
際
私
法
に
関
す
る
ど
の

ロ
ー
マ
規
則
に
も
、
倒
産
手
続
を
排
除
す
る
趣
旨
の
規
定
は
設
け
ら
れ
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
は
特
別
法
（lex 

specialis

）
と
み
な
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
例
が
倒
産
法
的
な
性
質
を
有
す
る
と
判
定
し
た
、
こ
の
責
任
追
及
に
関
す

る
法
律
要
件
（H

aftungstatbestände

）
は
、
そ
の
後
、
ロ
ー
マ
規
則
に
よ
る
か
会
社
準
拠
法
に
よ
る
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
い
わ
ば
第
二

次
的
に
、
新
し
く
性
質
決
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
ろ
う
。

　

そ
れ
で
も
、
ど
の
事
案
で
も
、
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
に
従
っ
て
自
治
的
に
、
各
制
度
の
法
的
性
質
が
決
定
さ
れ
る
点
を
考
慮
す
る
と
、
倒
産
準
拠
法
を
実

際
に
活
用
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
根
拠
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
拡
張
解
釈
す
る
十
分
な
理
由
が
あ
る
と

い
っ
て
よ
い
。（

（7
（

”

第
一
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
倒
産
管
財
人
が
請
求
し
て
い
る
こ
と
が
倒
産
法
説
を
採
用
す
る
上
で
必
要
だ
と
す
る
理
解
に
は
、
倒
産

手
続
開
始
の
申
立
を
放
棄
で
き
る
と
い
う
視
点
が
一
切
含
ま
れ
て
い
な
い
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
し
か
し
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
第
一
項
に
お
い
て
、
取
締
役
の
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
が
定
め
ら
れ
て
い
る
点
に
着
目
す
る
と
、
こ
こ
で
な
ぜ
倒
産
手
続
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開
始
の
申
立
を
取
締
役
が
放
棄
で
き
る
か
否
か
と
い
う
論
点
を
取
り
上
げ
る
の
か
と
い
う
疑
念
が
浮
か
ぶ
こ
と
で
あ
ろ
う
。
第
二
文
で

は
、「
そ
の
際
、
問
題
と
な
る
の
は
、
倒
産
手
続
の
開
始
前
に
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
基
づ
く
請
求
権
が
主
張
さ
れ
る
と

い
っ
た
、
実
務
上
起
こ
り
得
な
い
事
例
で
は
な
く
、
倒
産
法
第
二
六
条
に
よ
り
、
倒
産
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続
が
退

け
ら
れ
た
後
に
、
こ
の
種
の
責
任
を
追
及
し
よ
う
と
し
て
会
社
債
権
者
が
請
求
す
る
場
合
で
あ
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
有
限
責
任
会

社
法
第
六
四
条
で
は
、
会
社
が
請
求
の
主
体
と
さ
れ
て
お
り
、
倒
産
手
続
開
始
の
前
後
で
行
為
主
体
が
会
社
か
ら
倒
産
管
財
人
に
変
わ
り

得
る
こ
と
が
織
り
込
ま
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
倒
産
管
財
人
の
会
社
に
対
す
る
債
権
を
会
社
債
権
者
が
代
位
行
使
す
る
と
い
っ
た
法
律

構
成
が
考
え
ら
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
第
三
文
で
は
、「
倒
産
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続
が
退
け
ら
れ
た
後
に
、
会

社
債
権
者
が
こ
の
種
の
責
任
を
主
張
す
る
場
合
」、
そ
れ
が
通
常
の
民
事
手
続
で
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、「
そ
も
そ
も
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条

第
一
項
が
適
用
さ
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、
そ
の
理
由
と
し
て
、「
と
い
う
の
は
、
一
方
で

は
、
同
項
に
よ
れ
ば
、『
自
国
領
域
内
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
』
加
盟
国
の
倒
産
法
だ
け
が
適
用
さ
れ
る
旨
、
規
定
さ
れ
て
い

る
の
に
対
し
て
、
他
方
で
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
一
条
第
一
項
に
よ
る
と
、
管
財
人
の
選
任
を
含
め
、
倒
産
手
続
全
体
に
つ
い
て
同
規
則

が
適
用
さ
れ
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
こ
の
説
明
の
前
提
に
は
、
両
者
が
対
立
関
係
に
あ
る
と
す
る
理
解

が
あ
る
の
か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
の
よ
う
な
理
解
の
当
否
が
ま
ず
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

第
二
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
一
文
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
手
続
開
始
国
法
が
手
続
開
始
要
件
如
何
と

い
う
点
を
も
規
律
す
る
が
、
そ
の
場
合
、
少
な
く
と
も
、
倒
産
手
続
の
開
始
が
予
定
さ
れ
て
い
る
国
の
法
を
援
用
す
る
行
為
の
適
法
性
が

含
意
さ
れ
て
い
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
倒
産
手
続
開
始
地
国
倒
産
法
の
適
用
を
定
め
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
強

行
法
規
と
み
る
か
任
意
法
規
と
み
る
か
と
い
う
論
点
を
め
ぐ
っ
て
、
二
様
の
理
解
が
あ
り
得
よ
う
。
一
方
に
は
、「
援
用
」
と
い
う
語
が



二
一
六

示
す
よ
う
に
、
当
事
者
の
「
援
用
」
が
な
い
限
り
、
倒
産
手
続
開
始
地
国
倒
産
法
の
適
用
は
な
い
と
い
う
説
明
が
あ
り
得
る
。
こ
の
立
場

で
は
、
別
途
用
意
さ
れ
た
、「
援
用
」
の
成
否
、
適
否
等
に
関
す
る
判
断
基
準
に
照
ら
し
て
「
援
用
す
る
行
為
の
適
法
性
」
の
有
無
が
判

断
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
そ
れ
で
は
、
そ
の
よ
う
な
判
断
基
準
は
何
に
求
め
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
あ
る
い
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四

条
第
二
項
第
一
文
」
に
「
援
用
す
る
行
為
の
適
法
性
が
含
意
さ
れ
て
い
る
」
と
考
え
ら
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
し
か
し
、
こ
の
点
の
説

明
が
行
わ
れ
て
い
な
い
た
め
、
右
の
文
意
を
理
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の
よ
う
な
理
解
に
対
し
て
、
右
の
規
定
を
強
行
法
規
と
み

る
場
合
、
裁
判
所
に
よ
る
法
の
適
用
が
あ
る
の
み
で
、
当
事
者
に
よ
る
「
援
用
」
を
考
え
る
余
地
は
な
い
。
第
二
文
で
は
「
そ
れ
と
同
時

に
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
自
治
的
解
釈
に
基
づ
い
て
倒
産
手
続
開
始
概
念
（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
）
お
よ
び
倒
産
手
続
終
了
概
念
（
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｊ
号
、
ｋ
号
）
を
定
義
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
が
、
そ
の
限
界
が
ど
こ
か
と
い
う
点
は
ち
ょ
っ
と
見
た
だ
け

で
は
（prim

a vista

）
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続
開
始
申
立
が
棄
却
さ
れ
る
場
合
を
手
続
の

終
了
と
解
す
る
余
地
も
ま
っ
た
く
排
除
さ
れ
て
は
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
確
か
に
、
第
四
条
第
二
項
第
二
文
ｊ

号
、
ｋ
号
（
現
行
規
則
第
七
条
第
二
項
第
二
文
ｊ
号
、
ｋ
号
）
で
は
、「
j） 

倒
産
手
続
終
了
の
、
特
に
和
議
に
よ
る
終
了
の
要
件
お
よ
び
効
果

（die V
oraussetzungen und die W

irkungen der Beendigung des Insolvenzverfahrens, insbesondere durch V
ergleich

）」
な
ら
び
に

「
k） 

倒
産
手
続
終
了
後
の
債
権
者
の
権
利
（die Rechte der Gläubiger nach der Beendigung des Insolvenzverfahrens

）」
と
定
め
ら

れ
て
い
る
。
第
四
条
第
二
項
第
一
文
に
よ
れ
ば
、
倒
産
手
続
開
始
地
国
法
が
決
定
し
得
る
の
は
、
倒
産
手
続
開
始
お
よ
び
倒
産
手
続
終
了

の
要
件
に
限
ら
れ
て
い
る
。
ど
の
加
盟
国
も
、
自
国
に
固
有
の
倒
産
手
続
開
始
お
よ
び
倒
産
手
続
終
了
の
概
念
を
定
め
た
上
で
、
そ
れ
ら

の
要
件
を
設
け
て
い
る
点
を
考
慮
す
る
と
、
Ｅ
Ｕ
法
固
有
の
概
念
と
加
盟
国
法
上
の
要
件
と
の
調
整
如
何
と
い
う
論
点
が
生
じ
得
る
こ
と

と
な
ろ
う
。
む
ろ
ん
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
統
一
法
で
あ
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
を
自
治
的
に
解
釈
し
て
、
こ
れ
ら
の
概
念
を
決
定
す
る
こ
と
に
違



二
一
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

和
感
は
な
い
。「
財
団
財
産
を
欠
く
と
い
う
理
由
で
倒
産
手
続
開
始
申
立
が
棄
却
さ
れ
る
場
合
を
手
続
の
終
了
と
解
す
る
余
地
も
ま
っ
た

く
排
除
さ
れ
て
は
い
な
い
」
と
の
指
摘
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
る
こ
の
よ
う
な
解
釈
可
能
性
を
想
定
し
て
い
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

第
三
段
落
の
第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
の
点
に
つ
い
て
の
解
釈
を
示
し
て
い
な
い
と
い
う
意
味
で
、「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は

…
…
こ
れ
ら
の
問
題
に
答
え
て
は
い
な
い
」
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
倒
産
手
続
開
始
の
前
段
階
で
生
じ

る
倒
産
手
続
開
始
申
立
責
任
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
倒
産
法
説
を
採
用
し
た
点
に
着
目
し
、「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
重
要
な
意
義
を
有

す
る
」
と
断
言
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
理
由
を
述
べ
た
第
三
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
に
立
ち

至
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
果
た
す
べ
き
義
務
を
、
時
間
的
に
は
後
発
の
、
倒
産
手
続
が
実
際
に
開
始
さ
れ
る
か
否
か
と
い
う
結
果
に
基
づ

い
て
決
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
倒
産
手
続
が
実
際
に
開
始
さ
れ
る
か
否
か
は
倒
産
手
続
開
始
決
定
の
有

無
に
左
右
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
開
始
決
定
を
下
す
た
め
に
は
、
そ
の
前
提
と
な
る
要
件
が
す
べ
て
具
備
さ
れ
て
い
る
か
否
か
が
先
行
し

て
判
断
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
取
締
役
に
よ
る
倒
産
手
続
開
始
申
立
は
そ
の
ひ
と
つ
に
す
ぎ
な
い
。
会
社
が
「
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る

支
払
無
能
力
状
態
」
に
陥
っ
て
い
る
こ
と
は
、
取
締
役
が
倒
産
手
続
の
開
始
を
申
し
立
て
る
べ
き
か
否
か
の
要
件
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の

よ
う
に
み
る
と
、
第
三
文
の
説
明
は
、
循
環
論
を
避
け
る
と
い
う
意
味
で
、
正
当
な
指
摘
で
あ
る
と
み
ら
れ
得
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、

「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
重
要
な
意
義
を
有
す
る
」
か
否
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
別
途
検
討
が
必
要
と
な
る
。「
重
要
な
意
義
を
有
す

る
」
か
否
か
と
い
う
問
い
に
答
え
よ
う
と
す
れ
ば
、
も
ち
ろ
ん
、「
重
要
な
意
義
」
の
内
容
如
何
と
い
う
問
い
に
対
す
る
答
が
、
当
該
判

断
基
準
の
要
件
と
し
て
、
さ
ら
に
は
当
該
要
件
解
釈
の
た
め
の
適
用
基
準
と
い
う
形
式
で
あ
ら
か
じ
め
与
え
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
し
か
し
、
原
因
行
為
（「
…
…
結
果
に
基
づ
い
て
決
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
」）
と
結
果
（「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
は
重
要
な
意
義
を
有
す
る
」）

と
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
何
ひ
と
つ
説
明
さ
れ
て
い
な
い
点
に
鑑
み
る
と
、
右
の
説
明
は
成
功
し
て
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
。



二
一
八

第
四
段
落
の
第
一
文
で
は
「
こ
の
こ
と
を
考
慮
し
な
い
ま
ま
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
を
否
定
す
れ
ば
、
難
し
い
性
質
決
定
問
題
に
直

面
す
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。「
こ
の
こ
と
」
が
何
を
意
味
す
る
か
は
明
言
さ
れ
て
い
な
い
が
、
ひ
と
つ
の
可
能
性
と
し
て
「
倒
産
の
恐
れ

の
あ
る
支
払
無
能
力
状
態
に
立
ち
至
っ
た
会
社
の
取
締
役
が
果
た
す
べ
き
義
務
を
、
時
間
的
に
は
後
発
の
、
倒
産
手
続
が
実
際
に
開
始
さ

れ
る
か
否
か
と
い
う
結
果
に
基
づ
い
て
決
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
い
う
指
摘
が
考
え
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
ま
た
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規

則
の
適
用
可
能
性
を
否
定
」
さ
れ
る
と
い
う
表
現
は
ど
の
よ
う
に
理
解
さ
れ
る
べ
き
か
。
次
の
第
二
文
で
は
、
こ
の
性
質
決
定
問
題
が
Ｅ

Ｕ
法
上
の
論
点
で
あ
っ
て
、
ド
イ
ツ
国
際
私
法
（
ド
イ
ツ
倒
産
法
第
三
三
五
条
）
上
の
論
点
で
は
な
い
こ
と
に
触
れ
ら
れ
る
。
そ
の
理
由
を

述
べ
る
第
三
文
で
は
「
と
い
う
の
は
、
国
際
私
法
に
関
す
る
ど
の
ロ
ー
マ
規
則
に
も
、
倒
産
手
続
を
排
除
す
る
趣
旨
の
規
定
は
設
け
ら
れ

て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
が
排
除
さ
れ
て
も
、
別
の
ロ
ー
マ
規
則
に
よ
る
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
る
。
第

四
文
の
前
半
で
「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
は
特
別
法
（lex specialis

）
と
み
な
さ
れ
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
点
は
、
倒
産
法
説
の
場
合
、
特
別

法
た
る
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
の
適
用
に
代
え
て
、
一
般
法
た
る
ロ
ー
マ
規
則
に
よ
る
と
い
う
趣
旨
で
あ
ろ
う
。
第
四
文
の
後
半
で
は
、「
こ
の

よ
う
に
み
る
と
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
例
が
倒
産
法
的
な
性
質
を
有
す
る
と
判
定
し
た
、
こ
の
責
任
追
及
に
関
す
る
法
律
要
件

（H
aftungstatbestände

）
は
、
そ
の
後
、
ロ
ー
マ
規
則
に
よ
る
か
会
社
準
拠
法
に
よ
る
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
い
わ
ば
第
二
次
的
に
、

新
し
く
性
質
決
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
ろ
う
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
以
上
か
ら
、「
難
し
い
性
質
決
定
問
題
に
直
面
す

る
」
の
は
、
関
連
す
る
ロ
ー
マ
規
則
中
の
独
立
牴
触
規
定
の
要
件
解
釈
の
場
面
ま
た
は
こ
れ
と
異
な
る
不
文
の
独
立
牴
触
規
定
に
基
づ
く

会
社
準
拠
法
の
決
定
場
面
で
あ
る
こ
と
が
分
か
る
。
Ｅ
Ｕ
法
上
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
さ
れ
る
場
合
、
倒
産
関
連
事
項

を
排
除
し
て
い
な
い
ロ
ー
マ
規
則
に
よ
っ
て
倒
産
準
拠
法
が
指
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
国
際
私
法
固
有
の
「
法
律
関
係
の
性
質
決
定
」

問
題
が
解
決
さ
れ
た
後
、
倒
産
準
拠
法
と
さ
れ
た
国
家
法
（
実
質
法
）
上
の
解
釈
が
行
わ
れ
る
。



二
一
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

第
五
段
落
で
は
「
ど
の
事
案
で
も
、
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
に
従
っ
て
自
治
的
に
、
各
制
度
の
法
的
性
質
が
決
定
さ
れ
る
点
を
考
慮
す
る
と
、
倒

産
準
拠
法
を
実
際
に
活
用
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
根
拠
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
拡
張
解
釈
す
る

十
分
な
理
由
が
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
の
性
質
決
定
問
題
が
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
立
場
か
ら
自
主
的
に
行
わ

れ
る
旨
を
述
べ
る
前
半
部
と
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
拡
張
解
釈
す
る
根
拠
を
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
求
め
る
後
半
部
と
は
異
な

る
内
容
を
述
べ
て
お
り
、
両
者
間
に
因
果
関
係
を
見
出
す
た
め
に
は
、
こ
の
点
に
関
す
る
別
の
判
断
基
準
が
探
求
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
ま
た
「
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
根
拠
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
拡
張
解
釈
す
る
」
と
い
う
説
明
が
成
り
立
つ
の

は
、
論
理
上
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
以
後
の
事
件
の
場
合
で
あ
っ
て
、
こ
の
説
明
を
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
正
当
化
の
た
め
に
用
い
る
こ

と
は
で
き
な
い
。

三　

以
上
を
纏
め
よ
う
。
シ
ョ
ル
ツ
の
評
釈
で
は
、
総
じ
て
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
趣
旨
が
確
認
さ
れ
、
部
分
的
に
評
釈
者
の
コ
メ
ン

ト
が
付
さ
れ
て
い
た
。
た
だ
、
評
釈
者
の
コ
メ
ン
ト
に
は
概
し
て
論
拠
に
関
す
る
説
明
が
欠
け
て
お
り
、
な
お
検
討
さ
れ
る
べ
き
点
が

多
々
残
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。

4　

モ
ッ
ク
の
理
解

一　

最
後
に
、
ウ
ィ
ー
ン
経
済
経
営
大
学
民
法
・
民
事
手
続
法
研
究
所
の
セ
バ
ス
テ
ィ
ア
ン
・
モ
ッ
ク（

（7
（

の
評
釈（

（7
（

を
取
り
上
げ
よ
う
。

モ
ッ
ク
は
、「
Ⅴ　

ま
と
め
（Zusam

m
endassung

）」
の
項
で
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
要
点
を
次
の
よ
う
に
整
理
す
る（

（7
（

。

⑴　

コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
、
資
本
会
社
に
適
用
さ
れ
る
支
払
禁
止
制
度
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
が
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
に
定
め
ら
れ
た
準
拠
法
決
定
に
関
わ
る
牴
触
規
定
の
適
用
対
象
と
さ
れ
て
い
る
と
い
う
意
味
で
、
倒
産
準
拠



二
二
〇

法
が
広
義
に
解
釈
さ
れ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
こ
の
間
に
、
有
限
責
任
会
社
の
現
代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
（M

oM
iG

）

等
に
よ
り
資
本
会
社
法
分
野
で
債
権
者
保
護
策
が
新
設
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
企
業
設
立
会
社
（
法
人
が
設
立
す
る
有
限
責
任
の
非
公

開
会
社
、U

nternehm
ersgesellschaft 

（U
G

））
の
場
合
、
支
払
の
み
を
行
う
資
本
会
社
や
支
払
金
額
が
多
く
な
い
資
本
会
社
に
対
し
て
も

責
任
制
限
が
認
め
ら
れ
た
ほ
か
、
内
国
会
社
と
外
国
会
社
の
双
方
に
対
し
て
倒
産
法
上
の
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

て
い
る
。

⑵　

こ
れ
と
は
逆
に
、
ド
イ
ツ
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
適
用
を
免
れ
、
ド
イ
ツ
法
よ
り
も
ず
っ
と
魅
力
的
な
外
国
の

倒
産
法
制
を
便
宜
的
に
活
用
し
よ
う
と
す
る
動
き
が
あ
る
。
そ
の
一
例
は
、
管
理
機
関
の
本
拠
を
ド
イ
ツ
か
ら
他
の
加
盟
国
へ
移
転
さ
せ

た
後
に
、
倒
産
手
続
の
開
始
が
申
し
立
て
ら
れ
る
場
合
で
あ
る
。
こ
う
し
た
、
い
わ
ゆ
る
倒
産
ツ
ー
リ
ズ
ム
（Insolvenztourism

us

）
の

利
用
頻
度
は
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い
る
。

⑶　

債
権
者
保
護
に
関
し
て
は
統
一
法
が
な
い
た
め
、
法
形
式
を
統
一
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
第
二
次
法
に
規
定
を
置
く
し
か
な
い
。
た

と
え
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
て
も
、
こ
の
結
論
に
変
わ
り
は
な
い
。
Ｅ
Ｕ
の
立
法
者
は
、

や
が
て
締
結
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
超
国
家
型
会
社
形
式
の
も
と
で
、
債
権
者
保
護
制
度
の
適
用
上
、
ど
の
よ
う
な
問
題
が
現
れ
る
か
を
考
え

る
際
の
目
印
（Signalw

irkung

）
と
し
て
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

二　

⑴　

照
会
事
項
一
に
関
す
る
解
説
は
「
Ⅱ 

資
本
会
社
法
に
お
け
る
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
の
性
質
決
定

（Q
ualifikation der insolvensrechtlichen Gläubigerschutzinstrum

ente des K
aptalgesellschaftsrechts

）」
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
項
は
、「
1　

支
払
禁
止
（
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
現
行
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第

二
文
）（Zahlungsverbot （§

64 A
bs.2 Gm

bH
G a.F. （heute §

64 Satz 1und 2 Gm
bH

G

））」
お
よ
び
「
2　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
発



二
二
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

展
さ
せ
た
諸
原
則
の
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
そ
の
他
の
技
法
へ
の
転
用
（Ü

bertragung der vom
 EuGH

 entw
ickelten 

Grundsätze auf die anderen insolvenzrechtlichen Gläubigerschutzinstruum
ente

）」
に
分
け
ら
れ
て
い
る
。

「
1 
支
払
禁
止
（
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
現
行
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）」
は
、
ま
え

が
き
部
分
の
ほ
か
、「
a） 

国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
を
並
行
さ
せ
る
に
及
ば
な
い
（K

ein erforderlicher Gleichlauf von internationaler 

Zuständigkeit und anw
endbarem

 Recht

）」、「
b） 

す
で
に
倒
産
手
続
が
実
施
さ
れ
て
い
る
会
社
と
倒
産
の
危
機
に
瀕
し
た
会
社
と
を
同

等
に
処
理
す
る
こ
と
へ
の
疑
問（Zw

eifelhafte Gleichstellung der insolvenzreifen Gesellschaft m
it der bereits im

 Insolvenzverfahren 

befindlichen Gesellschaft

）」、「
c） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
の
保
障
（Sicherstellung einer praktischen 

W
irksam

keit von A
rt.4 A

bs.2 EuInsV
O

）」、「
d） 

倒
産
取
消
権
へ
の
言
及
（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
）（V

erw
eis auf das 

Insolvenzanfechtungsrecht 

（A
rt.4 A

bs.2 lit.m
 EuInsV

O

））」、「
e） 

論
拠
モ
デ
ル
の
欠
如
（Fehlende A

rgum
entationsm

uster

）」
お

よ
び
「
f） 

小
括
（Zw

ischenergebnis

）」、
こ
れ
ら
六
つ
の
項
に
分
か
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
ま
え
が
き
部
分
か
ら
み
て
行
こ
う
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
の
解
釈
に
関
す
る
第
一
の
照
会
事
項
に
つ
き
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第

一
項
を
適
用
し
て
こ
れ
を
肯
定
し
、
言
い
換
え
れ
ば
、
倒
産
法
的
性
質
決
定
を
行
っ
た
。（

（7
（

”

こ
こ
で
は
、
倒
産
法
説
を
採
用
し
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
結
論
が
示
さ
れ
る
。

⑵　

次
に
、「
a） 

国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
を
並
行
さ
せ
る
に
及
ば
な
い
」
と
い
う
項
は
以
下
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
倒
産
法
説
を
採
る
理
由
を
説
明
す
る
に
あ
た
り
、
主
に
、
二
〇
一
四
年
一
二
月
四
日
に
み
ず
か
ら
が
下
し
た
先
例
に
触
れ
て
い



二
二
二

る
が
、
こ
の
裁
判
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
に
基
づ
く
請
求
権
が
主
張
さ
れ
た
事
案
の
国
際
的
管
轄
権
の
有
無
が

論
点
と
さ
れ
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
が
適
用
さ
れ
る
と
す
る
判
断
が
下
さ
れ
て
い
た
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
下
す
に

あ
た
り
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
の
解
釈
に
関
し
て
こ
の
二
〇
一
四
年
一
二
月
四
日
の
裁
判
で
行
わ
れ
て
い
た
倒
産
法
説
が
基
準
と
な
る
点

に
注
目
し
て
い
る
。
し
か
し
、
た
と
え
国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
の
並
行
的
処
理
を
認
め
る
と
説
明
す
る
こ
と
で
法
廷
地
法
適
用
の
利
便
性
が
覆

い
隠
さ
れ
る
と
し
て
も
、
こ
の
よ
う
な
並
行
処
理
と
い
う
説
明
は
な
ん
ら
確
信
を
抱
か
せ
る
も
の
で
は
な
く
、
特
に
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
適
用
さ
れ
る

多
く
の
事
案
に
は
あ
て
は
ま
ら
な
い
。
と
い
う
の
も
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
過
去
数
年
間
に
亘
り
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
の
解
釈
に
際
し
て
、

国
際
的
管
轄
権
を
き
わ
め
て
広
く
認
め
て
き
て
お
り
、
た
と
え
ば
、
倒
産
取
消
請
求
権
の
準
拠
法
が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
一
三
条
に
基
づ
い
て
法
廷

地
倒
産
法
（lex fori concursus

）
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
と
は
言
え
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
倒
産
取
消
の
訴
え
を
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
第
三
条
第
一

項
の
管
轄
ル
ー
ル
の
も
と
に
包
摂
し
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
の
並
行
処
理
が
見
ら
れ
な
い
事
案
は
、
こ

の
ほ
か
、
倒
産
手
続
に
付
随
し
て
開
始
さ
れ
て
い
る
多
く
の
手
続
に
も
現
れ
て
い
る
が
、
な
ぜ
こ
の
よ
う
な
非
並
行
処
理
が
行
わ
れ
る
か
を
考
え
て

み
る
と
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
一
方
で
は
、
多
く
の
加
盟
国
に
お
い
て
、
国
内
倒
産
法
上
、
倒
産
裁
判
所
の
包
括
的
な
管
轄
権
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、

そ
の
結
果
、
倒
産
手
続
だ
け
で
な
く
、
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
争
訟
に
つ
い
て
も
管
轄
権
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
他
方
、

ド
イ
ツ
の
倒
産
法
で
は
、
倒
産
裁
判
所
の
管
轄
権
が
極
め
て
狭
く
限
定
さ
れ
て
い
る
と
い
う
制
度
上
の
違
い
が
非
並
行
処
理
を
も
た
ら
す
原
因
と
考

え
ら
れ
よ
う
。（

（7
（

”

第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
倒
産
法
説
を
採
る
理
由
と
し
て
、
主
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
に
基

づ
く
請
求
権
が
主
張
さ
れ
た
事
案
の
国
際
的
管
轄
権
の
有
無
を
論
点
と
し
、Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
を
適
用
し
た
先
例
（
二
〇
一
四

年
一
二
月
四
日
判
決
─
─
Ｈ
事
件
）
を
挙
げ
て
い
る
点
が
確
認
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
二
〇
一
四
年
一
二
月
四
日
判
決
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則

第
四
条
第
一
項
の
解
釈
に
あ
た
っ
て
倒
産
法
説
を
採
用
し
て
い
た
点
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
注
目
し
て
い
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。

第
三
文
で
は
、
法
廷
地
法
を
適
用
し
た
い
と
い
う
欲
求
（
利
便
性
）
を
覆
い
隠
す
た
め
、
国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
の
並
行
的
処
理

を
認
め
る
と
説
明
と
し
て
も
、
こ
の
よ
う
な
並
行
原
則
を
認
め
る
根
拠
に
乏
し
い
こ
と
、
特
に
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
が
適
用
さ
れ
る
多
く
の
事



二
二
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

案
に
並
行
原
則
が
当
て
は
ま
ら
な
い
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、
並
行
原
則
を
認
め
る
根
拠
に
乏
し
い
と
考
え
る
理

由
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
自
身
が
並
行
原
則
を
採
用
し
て
い
な
い
先
例
が
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
こ
の
事
案
に
お
い
て
な
ぜ
並
行
原
則
採
用

説
が
不
採
用
説
に
優
先
す
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
「
比
較
の
第
三
項
」
が
挙
げ
ら
れ
て
い
な
い
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
第
五
文
で

は
、
国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
の
並
行
処
理
が
見
ら
れ
な
い
事
案
が
ほ
か
に
も
あ
る
こ
と
、
国
際
的
管
轄
権
と
準
拠
法
と
の
並
行
処
理

を
行
わ
な
い
理
由
と
し
て
、
多
く
の
加
盟
国
の
倒
産
法
で
は
倒
産
裁
判
所
が
包
括
的
な
管
轄
権
を
有
し
、
そ
の
結
果
、
倒
産
手
続
だ
け
で

な
く
、
倒
産
手
続
に
付
随
す
る
争
訟
に
つ
い
て
も
管
轄
権
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
ド
イ
ツ
の
倒
産
法
で
は
、
倒

産
裁
判
所
の
管
轄
権
が
極
め
て
狭
く
限
定
さ
れ
て
い
る
と
い
う
制
度
上
の
違
い
が
あ
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

⑶　

次
の
、「
b） 

す
で
に
倒
産
手
続
が
実
施
さ
れ
て
い
る
会
社
と
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
会
社
と
を
同
等
に
処
理
す
る
こ
と
へ
の
疑
問
」

の
項
は
、
以
下
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
挙
げ
る
他
の
論
拠
も
疑
わ
し
く
、
特
に
そ
の
一
部
は
ほ
と
ん
ど
想
定
す
る
こ
と
さ
え
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
特

に
、
倒
産
事
由
が
存
在
す
る
場
合
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
（
今
日
の
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
所
定
の
倒
産
手
続
開

始
申
立
を
義
務
付
け
ら
れ
た
取
締
役
が
、
倒
産
手
続
の
開
始
と
同
時
に
会
社
財
産
の
管
理
権
お
よ
び
処
分
権
が
倒
産
管
財
人
に
移
る
と
い
う
理
由
で
、

旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
に
反
し
て
支
払
を
行
う
こ
と

は
で
き
な
い
と
す
る
論
拠
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
。
そ
の
際
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
倒
産
の
恐
れ
の
あ
る
会
社
を
、
す
で
に
倒
産
手
続
に
入
っ
て
い
る

会
社
と
同
列
に
置
い
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。
し
か
し
、
取
締
役
が
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
に
違
反
し
た
だ
け
で
な
く
、
禁
止
に
違
反
し
て
支
払

を
行
っ
て
い
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
当
該
会
社
は
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
お
ら
ず
い
ま
だ
活
動
中
で
あ
る
と
い
う
点
に
留
意
す
る
と
、
Ｅ
Ｕ
裁
判

所
の
判
断
と
は
異
な
り
、
こ
の
よ
う
な
同
列
取
扱
い
と
そ
こ
か
ら
生
じ
る
論
拠
に
対
し
て
異
議
を
申
し
立
て
る
余
地
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
そ
う
し
た

同
列
取
扱
い
に
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
（
今
日
の
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
の
倒
産
開
始
申
立
義
務
に
定
め
ら
れ
た



二
二
四

法
律
要
件
の
解
釈
に
関
し
て
誤
解
が
み
ら
れ
る
、
と
い
う
の
も
、
こ
の
申
立
義
務
に
は
三
週
間
と
い
う
履
行
期
間
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
結
果
、

禁
止
に
反
し
て
支
払
が
行
わ
れ
て
い
て
も
、
三
週
間
と
い
う
期
間
が
経
過
し
て
い
な
い
た
め
、
支
払
時
に
は
ま
だ
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
違
反
と

は
な
っ
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が
十
分
に
あ
り
得
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。（

（8
（

”

第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
倒
産
法
説
採
用
の
論
拠
と
し
た
他
の
諸
点
に
つ
い
て
も
疑
問
が
あ
る
旨
、
示
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、

そ
の
具
体
例
と
し
て
、「
倒
産
手
続
の
開
始
と
同
時
に
会
社
財
産
の
管
理
権
お
よ
び
処
分
権
が
倒
産
管
財
人
に
移
る
」
と
い
う
法
的
効
果

が
、
な
ぜ
倒
産
手
続
開
始
申
立
を
義
務
付
け
ら
れ
た
取
締
役
が
、
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
な
い
時
点
で
、
禁
止
に
反
し
て
支
払
を
行

い
得
な
い
と
す
る
論
拠
と
な
る
の
か
と
い
う
疑
問
が
表
明
さ
れ
る
。
そ
う
し
た
疑
問
を
抱
く
理
由
に
触
れ
た
第
三
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所

が
、
倒
産
の
恐
れ
が
あ
る
だ
け
で
、
ま
だ
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
な
い
会
社
と
す
で
に
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
会
社
と
を
同

視
し
て
い
る
点
が
強
調
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、
そ
の
根
拠
と
し
て
、
倒
産
と
い
う
法
的
手
続
が
設
け
ら
れ
て
い
る
事
情
を
考
慮
す
る

と
、
倒
産
手
続
開
始
の
前
後
で
法
的
評
価
が
異
な
り
得
る
と
す
る
認
識
が
示
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
一
方
の
「
倒
産
手
続
の
開
始
と
と
も

に
、
管
理
権
能
・
処
分
権
能
が
倒
産
管
財
人
に
移
る
」
と
い
う
法
律
構
成
と
、
他
方
の
禁
止
規
定
と
の
間
に
、
倒
産
手
続
開
始
前
後
と
い

う
時
間
差
が
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
前
者
を
後
者
の
「
理
由
」
と
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
す
る
理
解
で
あ
る
。
第
五
文
で
は
、
コ
ル
ン

ハ
ー
ス
判
決
の
「
そ
う
し
た
同
列
取
扱
い
に
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
…
…
の
倒
産
開
始
申
立
義
務
に
定

め
ら
れ
た
法
律
要
件
の
解
釈
に
関
し
て
誤
解
が
み
ら
れ
る
」
と
し
て
、
そ
の
理
由
に
つ
き
、「
と
い
う
の
も
、
こ
の
申
立
義
務
に
は
三
週

間
と
い
う
履
行
期
間
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
結
果
、
禁
止
に
反
し
て
支
払
が
行
わ
れ
て
い
て
も
、
三
週
間
と
い
う
期
間
が
経
過
し
て

い
な
い
た
め
、
支
払
時
に
は
ま
だ
倒
産
手
続
開
始
申
立
義
務
違
反
と
は
な
っ
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が
十
分
に
あ
り
得
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ

る
」
と
説
明
さ
れ
る
。



二
二
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

⑷　

次
の
「
c） 

Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
の
保
障
」
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
掲
げ
た
別
の
論
拠
に
対
す
る
疑
問

が
説
明
さ
れ
る
。

“
こ
れ
と
同
様
に
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
を
保
障
す
る
た
め
に
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項

（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
解
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の

説
明
も
、
確
信
を
抱
か
せ
る
も
の
で
は
な
い
。
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
保
障
さ
れ
る
の
は
、
旧
表
現
形
式

の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁
止
に
対
す
る
違
反
が
認
定
さ
れ

て
い
る
場
合
に
限
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
は
循
環
論
に
陥
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
要
す
る
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁
止
と
い
う
要
件
が
具
備
さ
れ
て
い
な
い

と
き
、
な
ぜ
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
侵
害
さ
れ
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
な
ん
ら
明
ら
か
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所

に
よ
る
説
明
も
な
い
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
の
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第

一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁
止
と
い
う
要
件
が
欠
け
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
第
一
に
、
倒
産
手
続
開
始
の
要
件
（
倒
産
開
始
事
由
）
お
よ

び
そ
の
開
始
の
態
様
（
倒
産
申
立
）
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
こ
と
、
そ
れ
ゆ
え
、
第
二
に
、
ど
の
債
務
者
に
つ
い
て
も
、

債
務
者
が
主
た
る
利
益
の
中
心
を
有
す
る
加
盟
国
で
倒
産
手
続
が
同
一
の
要
件
の
も
と
に
開
始
さ
れ
、
従
っ
て
、
統
一
的
な
債
権
者
保
護
が
保
障
さ

れ
る
こ
と
、
こ
れ
ら
二
点
が
依
然
と
し
て
確
保
さ
れ
て
い
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
と
関
連
し
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
こ
の
ほ
か
、

既
述
の
よ
う
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁

止
と
旧
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
（
今
日
の
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
の
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
の
区
別
を
誤
解
し
て
い
る
。
と
い

う
の
は
、
支
払
禁
止
は
、
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
異
な
り
、
倒
産
開
始
申
立
を
提
起
す
る
と
い
う
義
務
の
根
拠
で
は
な
く
、
倒
産
事
由
が
存
在
す
る

に
も
拘
ら
ず
、
敢
え
て
支
払
を
行
っ
た
行
為
に
対
し
て
制
裁
を
科
し
て
い
る
だ
け
だ
か
ら
で
あ
る
。
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
支
払
禁
止
と
い
う
、
明

ら
か
に
密
接
に
関
連
す
る
こ
れ
ら
二
つ
の
技
法
の
間
に
は
、
誰
が
請
求
の
主
体
か
と
い
う
点
だ
け
で
な
く
、
特
に
、
責
任
の
範
囲
が
ど
こ
ま
で
及
ぶ

か
と
い
う
点
で
も
根
本
的
な
違
い
が
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
支
払
禁
止
の
場
合
、
請
求
の
主
体
は
会
社
で
あ
り
、
こ
の
請
求
が
、
損
害
の
賠
償
を
目

的
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、
禁
止
に
反
し
て
な
さ
れ
た
支
払
の
償
還
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
倒
産
開
始
申
立
義
務
違
反
の
場
合
、
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債
権
者
が
請
求
の
主
体
と
な
っ
て
取
締
役
に
対
し
損
害
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
あ
る
。（

（8
（

”

第
一
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
を
保
障
す
る
た
め
に
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
二
項
…
…
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
解
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
に
対
す
る
疑
義
が
示
さ
れ
る
。

そ
う
し
た
疑
問
が
生
じ
る
理
由
を
述
べ
た
第
二
文
で
は
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
に
対
す
る
違
反
が
認

定
さ
れ
て
い
る
場
合
」
で
な
け
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
保
障
さ
れ
な
い
の
に
、
す
で
に
支
払
禁
止
に
対

す
る
違
反
が
認
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
点
で
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
は
循
環
論
に
陥
っ
て
い
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ

る
。
こ
う
し
た
指
摘
の
前
提
に
は
、
禁
止
規
定
に
反
す
る
支
払
が
あ
っ
た
場
合
に
初
め
て
賠
償
請
求
が
な
さ
れ
る
と
い
う
意
味
で
、
Ｅ
Ｕ

倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
保
障
さ
れ
る
と
み
る
立
場
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
を
保
障

す
る
」
こ
と
と
「
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
解
す
る
」
こ
と
と
が
言
い
換
え
の
関
係
に
立
っ
て
い
る
と

す
る
認
識
が
あ
ろ
う
。
言
い
換
え
れ
ば
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
要
件
も
充
足
さ
れ
て

い
る
」
と
き
に
限
っ
て
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
保
障
さ
れ
る
」
と
こ
ろ
か
ら
、
要
件
部
分
の
解
釈
が
行
わ

れ
て
い
な
け
れ
ば
そ
う
し
た
結
果
が
生
じ
る
か
否
か
が
決
ま
ら
な
い
は
ず
な
の
に
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が

保
障
さ
れ
る
」
と
い
う
結
果
を
実
現
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
そ
れ
に
整
合
す
る
よ
う
な
要
件
解
釈
を
行
う
と
い
う
態
度
が
「
循
環
論

に
陥
っ
て
い
る
」
と
す
る
理
解
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
要
件
も

充
足
さ
れ
て
い
る
」
と
い
う
た
め
に
は
、
そ
れ
に
見
合
う
事
実
認
定
が
行
わ
れ
れ
ば
足
り
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
こ
と
と
、
倒
産
準
拠
法

（
倒
産
手
続
開
始
地
国
法
、
法
廷
地
法
）
と
し
て
適
用
さ
れ
る
か
、
会
社
準
拠
法
（
管
理
機
関
の
本
拠
地
法
）
と
し
て
適
用
さ
れ
る
か
と
い
う
性



二
二
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

質
決
定
問
題
と
は
論
理
的
に
直
結
し
な
い
と
い
う
点
も
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
第
三
文
で
は
、
第
二
文
に
お
け
る
理
解
の
前
提
の

成
否
が
探
求
さ
れ
る
。「
要
す
る
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
と
い
う
要
件
が
具
備
さ
れ

て
い
な
い
と
き
、
な
ぜ
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
侵
害
さ
れ
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
な
ん
ら
明
ら
か
で
は

な
く
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
に
よ
る
説
明
も
な
い
」
と
す
る
指
摘
が
そ
う
で
あ
る
。
第
四
文
で
は
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
理
由
が
、「
旧

表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
と
い
う
要
件
が
欠
け
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
第
一
に
、
倒
産
手

続
開
始
の
要
件
（
倒
産
開
始
事
由
）
お
よ
び
そ
の
開
始
の
態
様
（
倒
産
申
立
）
が
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
こ
と
、
そ

れ
ゆ
え
、
第
二
に
、
ど
の
債
務
者
に
つ
い
て
も
、
債
務
者
が
主
た
る
利
益
の
中
心
を
有
す
る
加
盟
国
で
倒
産
手
続
が
同
一
の
要
件
の
も
と

に
開
始
さ
れ
、
従
っ
て
、
統
一
的
な
債
権
者
保
護
が
保
障
さ
れ
る
こ
と
、
こ
れ
ら
二
点
が
依
然
と
し
て
確
保
さ
れ
て
い
る
は
ず
だ
か
ら
で

あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
先
の
第
二
文
の
内
容
に
関
し
て
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支

払
禁
止
と
い
う
要
件
」
具
備
の
有
無
と
「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
の
実
際
的
効
力
が
保
障
さ
れ
る
」
と
い
う
結
果
と
の
間
に
直
接

的
な
因
果
関
係
が
な
い
と
み
る
理
解
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

第
五
文
で
は
、
さ
ら
に
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
…
…
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
と
旧
形
式
の

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
（
今
日
の
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
）
の
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
の
区
別
を
誤
解
し
て
い
る
」
点
が
指
摘
さ

れ
る
。
そ
の
よ
う
に
考
え
る
理
由
を
述
べ
た
第
六
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
支
払
禁
止
は
、
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
異
な
り
、
倒
産
開

始
申
立
を
提
起
す
る
と
い
う
義
務
の
根
拠
で
は
な
く
、
倒
産
事
由
が
存
在
す
る
に
も
拘
ら
ず
、
敢
え
て
支
払
を
行
っ
た
行
為
に
対
し
て
制

裁
を
科
し
て
い
る
だ
け
だ
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る（
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。
第
七
文
で
は
、「
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
支
払
禁
止
と
い
う
、
明
ら
か
に
密

接
に
関
連
す
る
こ
れ
ら
二
つ
の
技
法
」
の
間
に
、「
誰
が
請
求
の
主
体
か
と
い
う
点
だ
け
で
な
く
、
特
に
、
責
任
の
範
囲
が
ど
こ
ま
で
及
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ぶ
か
と
い
う
点
で
も
根
本
的
な
違
い
が
あ
る
」
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
八
文
で
は
、
そ
う
し
た
違
い
の
一
例
と
し
て
、「
支
払
禁
止
の
場

合
、
請
求
の
主
体
は
会
社
で
あ
り
、
こ
の
請
求
が
、
損
害
の
賠
償
を
目
的
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、
禁
止
に
反
し
て
な
さ
れ
た
支
払
の
償

還
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
倒
産
開
始
申
立
義
務
違
反
の
場
合
、
債
権
者
が
請
求
の
主
体
と
な
っ
て
取
締
役
に
対
し
損

害
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。

⑸　

次
の
「
d） 
倒
産
取
消
権
へ
の
言
及
」
の
項
で
も
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
け
る
法
律
構
成
の
問
題
性
が
明
ら
か
に
さ
れ
る
。

“
と
り
わ
け
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁
止

が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
と
い
う
規
定
と
直
接
に
関
連
し
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
倒
産
法
的
性
質
決
定
が
要
請
さ
れ
て
い
る
と
い
う

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
は
ま
っ
た
く
理
解
不
能
で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
一
方
で
、
な
ぜ
会
社
の
内
部
関
係
に
お
け
る
（
支
払
禁
止
と
い
う
）
義
務
違

反
行
為
が
、
法
的
行
為
の
無
効
（N

ichtigkeit
）（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
）
と
同
視
さ
れ
る
べ
き
か
を
や
は
り
考
え
る
こ
と
が
で
き

な
い
（nachvollziehbar

）
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
説
明
に
従
う
と
す
れ
ば
、
倒
産
の
恐
れ
が
あ
る
と
き
の
法
律
違
反
行
為
や
契
約
違
反
行
為
の
結
果

は
ど
れ
も
法
廷
地
倒
産
法
（lex for concrusus
）
に
服
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
な
い
し
第
一
五
条
に
定
め
ら
れ
た
法
規

制
が
互
い
に
独
立
し
て
い
る
と
い
う
点
か
ら
み
て
も
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
他
方
で
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
そ

れ
自
体
、
法
廷
地
倒
産
法
（lex for concrusus

）
を
包
括
的
に
適
用
す
る
と
か
通
常
の
適
用
範
囲
を
逸
脱
し
て
適
用
す
る
と
か
と
い
っ
た
事
態
を

Ｅ
Ｕ
の
立
法
者
は
望
ん
で
い
な
い
と
い
う
点
に
つ
い
て
の
何
よ
り
の
証
拠
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
こ
の
よ
う
に
考
え
る
の
は
、
た
と
え
ば
、
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
一
三
条
（
労
働
契
約
）
が
適
用
さ
れ
た
結
果
、
当
該
法
的
行
為
の
準
拠
法
に
指
定
さ
れ
た
倒
産
手
続
開
始
国
以
外
の
加
盟
国
法
（
労

働
契
約
準
拠
法
）
に
よ
れ
ば
、
当
該
法
的
行
為
が
い
か
に
し
て
も
適
法
と
さ
れ
な
い
た
め
、
当
該
法
的
行
為
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
と
い
う
原
則
規
定
自
体
が
相
対
化
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規

則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
を
根
拠
と
し
て
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
る
説
明
の
誤
り
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。（
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二
二
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

第
一
文
で
は
、「
と
り
わ
け
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第

二
項
ｍ
号
と
い
う
規
定
と
直
接
に
関
連
し
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
倒
産
法
的
性
質
決
定
が
要
請
さ
れ
て
い
る
と
い
う
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明

は
ま
っ
た
く
理
解
不
能
で
あ
る
」
と
述
べ
て
、
根
本
的
な
疑
念
が
示
さ
れ
る
。
そ
の
理
由
を
述
べ
た
第
二
文
で
は
、「
な
ぜ
会
社
の
内
部

関
係
に
お
け
る
（
支
払
禁
止
と
い
う
）
義
務
違
反
行
為
が
、
法
的
行
為
の
無
効
（N

ichtigkeit

）（
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
）
と
同
視

さ
れ
る
べ
き
か
」
が
説
明
さ
れ
て
い
な
い
点
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
三
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
説
明
に
よ
れ
ば
、「
倒
産
の
恐
れ
が
あ
る

と
き
の
法
律
違
反
行
為
や
契
約
違
反
行
為
の
結
果
は
ど
れ
も
法
廷
地
倒
産
法
に
服
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
が
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
な
い

し
第
一
五
条
に
定
め
ら
れ
た
法
規
制
が
互
い
に
独
立
し
て
い
る
と
い
う
点
か
ら
み
て
も
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
説

明
さ
れ
る
。
そ
の
真
意
は
、
あ
る
い
は
、
本
来
的
に
契
約
準
拠
法
に
服
す
る
事
項
（
契
約
違
反
等
）
が
倒
産
準
拠
法
に
よ
っ
て
浸
食
さ
れ

る
こ
と
へ
の
疑
念
に
あ
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

第
四
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
そ
れ
自
体
、
法
廷
地
倒
産
法
を
包
括
的
に
適
用
す
る
と
か
通
常
の
適
用
範
囲
を

逸
脱
し
て
適
用
す
る
と
か
と
い
っ
た
事
態
を
Ｅ
Ｕ
の
立
法
者
は
望
ん
で
い
な
い
と
い
う
点
に
つ
い
て
の
何
よ
り
の
証
拠
と
み
る
こ
と
が
で

き
る
」
旨
、
述
べ
ら
れ
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
理
由
が
付
記
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
一
三
条
（
労
働
契
約
）
の
も
と
、

労
働
契
約
準
拠
法
（
当
該
法
的
行
為
の
準
拠
法
に
指
定
さ
れ
た
倒
産
手
続
開
始
国
以
外
の
加
盟
国
法
）
上
、
不
適
法
と
判
定
さ
れ
た
当
該
行
為
は

取
り
消
し
得
な
い
こ
と
と
な
り
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
と
い
う
原
則
規
定
自
体
の
適
用
範
囲
が
縮
減
さ
れ
る
と
い
う
点
で

あ
る
。
こ
の
よ
う
な
理
解
が
成
り
立
つ
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
第
五
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
二
項
ｍ
号
を
根
拠
と
し
て
Ｅ

Ｕ
裁
判
所
に
よ
る
説
明
の
誤
り
を
指
摘
す
る
」
こ
と
が
で
き
る
と
結
ば
れ
る
。

⑹　

次
の
「
e） 

論
拠
モ
デ
ル
の
欠
如
」
で
も
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
旨
の
問
題
性
が
指
摘
さ
れ
る
。



二
三
〇

“
最
後
に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
こ
数
年
間
に
ド
イ
ツ
の
文
献
で
議
論
さ
れ
て
き
た
ど
の
論
拠
に
も
触
れ
て
い
な
い
と
い
う
点
も
非
難
さ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
特
筆
さ
れ
る
の
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二

文
）
の
支
払
禁
止
規
定
が
資
本
会
社
に
向
け
ら
れ
た
会
社
法
固
有
の
規
定
で
あ
っ
て
、
倒
産
法
に
固
有
の
規
定
で
は
な
い
と
い
う
観
点
で
あ
る
。
と

い
う
の
は
、
こ
の
支
払
禁
止
と
い
う
ル
ー
ル
は
、
有
限
責
任
会
社
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
や
株
式
会
社
（
株
式
法

第
九
二
条
第
二
項
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
の
に
、
人
的
会
社
と
い
う
法
類
型
に
は
適
用
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
も
っ
と

も
、
資
本
主
義
的
色
彩
を
有
す
る
人
的
会
社
（kapitalistische Personengesellschaften

）（
商
法
典
第
一
三
〇
ａ
条
、
第
一
七
七
ａ
条
）
の
場

合
、
実
際
の
法
律
構
成
上
、
人
的
責
任
を
有
す
る
社
員
と
し
て
の
自
然
人
が
お
ら
ず
、
資
本
会
社
し
か
責
任
を
負
わ
せ
る
者
が
い
な
い
た
め
、
異
な

る
取
扱
い
が
な
さ
れ
て
い
る
。
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）

と
い
う
支
払
禁
止
規
定
の
適
用
上
、
こ
う
し
た
会
社
類
型
の
違
い
が
顧
慮
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
こ
の
点
も
会
社
法
的
性
質
決
定
に
賛
成
す
る
有
力
な

根
拠
と
な
ろ
う
。
さ
ら
に
、
過
去
数
年
に
わ
た
る
資
本
会
社
法
に
お
け
る
発
展
に
照
ら
し
て
み
る
と
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
を

強
調
す
る
度
合
い
が
ま
す
ま
す
強
ま
っ
て
き
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
よ
っ
て
も
、
こ
の
こ
と
が
裏
付
け
ら
れ
て
い
る
（
Ⅰ
2
）。
な
か
ん
ず
く
、
資

本
会
社
の
管
理
機
関
の
本
拠
（V

erw
altungssitz

）
が
別
の
加
盟
国
へ
移
転
さ
れ
て
い
る
場
合
、
そ
う
し
た
移
転
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も

の
と
み
る
と
、
会
社
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
と
倒
産
法
上
の
そ
れ
と
が
混
淆
し
、
そ
の
結
果
、
規
範
欠
缺
や
規
範
重
複
が
生
じ
る
余
地

が
あ
る
。
こ
の
点
は
、
ド
イ
ツ
の
資
本
会
社
法
に
お
け
る
債
権
者
保
護
の
発
展
過
程
に
特
に
明
確
に
表
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
、
予
防
策
と
し
て
の

根
本
的
な
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
あ
る
資
本
維
持
制
度
が
有
限
責
任
会
社
の
現
代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
（M

oM
iG

）
の
発
効
を
通
じ

て
か
な
り
の
程
度
ま
で
弱
め
ら
れ
、
逆
に
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
台
頭
し
て
き
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
に
管
理
機
関
の

本
拠
（V

erw
altungssitz

）
を
有
す
る
イ
ギ
リ
ス
の
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
か
ら
み
る
と
、
こ
う
し
た
事
態
は
さ
ほ
ど
意
味
を
持
た
な
い
が
、

ド
イ
ツ
の
資
本
会
社
の
よ
う
に
、
相
変
わ
ら
ず
第
一
次
的
に
会
社
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
に
固
執
し
て
い
る
他
の
加
盟
国
に
本
拠

（Sitz

）
を
有
す
る
会
社
か
ら
み
る
と
、
倒
産
法
説
の
採
用
に
よ
っ
て
か
な
り
の
影
響
を
受
け
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
こ
の
種
の
倒
産
法
上
の
債
権
者
保

護
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
性
質
が
今
後
明
確
に
決
定
さ
れ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
加
盟
国
の
自
由
裁
量
に
よ
っ
て
、
自
国
の
主
権
領
域
内
に
管
理
機
関
の
本

拠
（V

erw
altungssitz

）
を
有
す
る
会
社
に
つ
い
て
特
段
の
規
定
を
設
け
た
り
、
逆
に
、（
意
識
的
に
せ
よ
無
意
識
的
に
せ
よ
）
既
存
の
規
定
を
廃

止
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
主
張
に
は
、
も
ち
ろ
ん
、
疑
問
が
あ
る
。（
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二
三
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

第
一
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
こ
数
年
間
に
ド
イ
ツ
の
文
献
で
議
論
さ
れ
て
き
た
ど
の
論
拠
に
も
触
れ
て
い
な
い
」
と
い
う
点
へ

の
疑
念
が
語
ら
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
ド
イ
ツ
文
献
で
取
り
上
げ
ら
れ
た
論
点
の
う
ち
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条

第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止
規
定
が
資
本
会
社
に
向
け
ら
れ
た
会
社
法
固
有
の
規
定
で
あ
っ
て
、
倒
産
法
に
固
有
の
規
定
で
は
な
い
と
い
う

観
点
」
の
重
要
性
が
強
調
さ
れ
る
。
そ
の
理
由
を
述
べ
る
第
三
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
こ
の
支
払
禁
止
と
い
う
ル
ー
ル
は
、
有
限
責

任
会
社
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
や
株
式
会
社
（
株
式
法
第
九
二
条
第
二
項
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
に
対
し
て
適

用
さ
れ
る
の
に
、
人
的
会
社
と
い
う
法
類
型
に
は
適
用
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
第
四
文
で
は
こ
の
ル
ー
ル
に
も

例
外
の
あ
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、「
資
本
主
義
的
色
彩
を
有
す
る
人
的
会
社
…
…
の
場
合
、
実
際
の
法
律
構
成
上
、
人
的

責
任
を
有
す
る
社
員
と
し
て
の
自
然
人
が
お
ら
ず
、
資
本
会
社
し
か
責
任
を
負
わ
せ
る
者
が
い
な
い
た
め
、
異
な
る
取
扱
い
が
な
さ
れ
て

い
る
」
と
す
る
指
摘
が
そ
う
で
あ
る
。
第
五
文
で
は
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法

第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
と
い
う
支
払
禁
止
規
定
の
適
用
上
、
こ
う
し
た
会
社
類
型
の
違
い
が
顧
慮
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
こ
の
点

も
会
社
法
的
性
質
決
定
に
賛
成
す
る
有
力
な
根
拠
と
な
ろ
う
」
と
い
う
言
い
方
で
、
会
社
類
型
の
相
違
に
着
目
す
る
と
、
倒
産
法
説
に
代

え
て
、
会
社
法
説
採
用
へ
の
賛
意
が
示
さ
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
会
社
法
説
の
倒
産
法
説
に
対
す
る
優
位
を
根
拠
付
け
る
「
比
較
の
第
三

項
」
が
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
異
論
の
提
示
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

第
六
文
で
は
、「
過
去
数
年
に
わ
た
る
資
本
会
社
法
に
お
け
る
発
展
に
照
ら
し
て
み
る
と
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法

を
強
調
す
る
度
合
い
が
ま
す
ま
す
強
ま
っ
て
き
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
よ
っ
て
も
、
こ
の
こ
と
が
裏
付
け
ら
れ
て
い
る
」
と
述
べ
て
、
そ

の
背
景
が
補
足
さ
れ
る（

（8
（

。
モ
ッ
ク
が
こ
の
よ
う
に
述
べ
る
の
は
、
会
社
倒
産
時
の
債
権
者
保
護
に
関
す
る
諸
問
題
を
会
社
準
拠
法
に
委
ね

よ
う
と
考
え
る
た
め
で
あ
ろ
う
。
第
七
文
で
は
、「
資
本
会
社
の
管
理
機
関
の
本
拠
の
他
加
盟
国
へ
の
移
転
行
為
…
…
の
法
的
性
質
を
倒



二
三
二

産
法
的
な
も
の
と
み
る
と
、
会
社
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
と
倒
産
法
上
の
そ
れ
と
が
混
淆
し
、
そ
の
結
果
、
規
範
欠
缺
や
規

範
重
複
が
生
じ
る
余
地
が
あ
る
」
と
い
う
懸
念
が
示
さ
れ
る
。
第
八
文
で
は
、「
予
防
策
と
し
て
の
根
本
的
な
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
あ
る

資
本
維
持
制
度
が
有
限
責
任
会
社
の
現
代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
の
発
効
を
通
じ
て
か
な
り
の
程
度
ま
で
弱
め
ら
れ
、
逆

に
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
台
頭
し
て
き
て
い
る
」
と
こ
ろ
か
ら
み
て
、
会
社
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
と

倒
産
法
上
の
そ
れ
と
が
混
淆
し
、
ひ
い
て
は
、
規
範
欠
缺
や
規
範
重
複
が
生
じ
る
余
地
が
あ
る
こ
と
が
ド
イ
ツ
の
資
本
会
社
法
に
お
け
る

債
権
者
保
護
の
発
展
過
程
に
特
に
明
確
に
表
れ
て
い
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。

第
九
文
で
は
、「
ド
イ
ツ
に
管
理
機
関
の
本
拠
を
有
す
る
イ
ギ
リ
ス
の
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
か
ら
み
る
と
、
こ
う
し
た
事
態
は
さ

ほ
ど
意
味
を
持
た
な
い
」
こ
と
、
こ
れ
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
の
資
本
会
社
の
よ
う
に
、「
第
一
次
的
に
会
社
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め

の
技
法
に
固
執
し
て
い
る
他
の
加
盟
国
に
本
拠
を
有
す
る
会
社
か
ら
み
る
と
、
倒
産
法
説
の
採
用
に
よ
っ
て
か
な
り
の
影
響
を
受
け
る
」

と
い
う
点
で
、
倒
産
法
説
の
採
用
が
実
務
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
一
〇
文
で
は
、「
倒
産
法
上
の
債
権

者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
性
質
」
が
倒
産
法
的
な
も
の
で
あ
る
と
す
る
判
断
が
今
後
定
着
す
る
場
合
で
も
、
加
盟
国
は
自
由
に
、
自
国
領
域

内
に
管
理
機
関
の
本
拠
を
有
す
る
会
社
に
つ
い
て
特
段
の
規
定
を
設
け
た
り
、
既
存
の
規
定
を
廃
止
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う

主
張
に
つ
い
て
も
疑
問
が
あ
る
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。

⑺　

最
後
の
「
f） 

小
括
」
で
は
、
以
上
の
諸
点
の
要
約
が
次
の
よ
う
に
整
理
さ
れ
る
。

“
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
結
論
と
し
て
い
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
支
払
禁
止
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
た
点
に
は
疑
問
が
あ
る
、
と
い
う
の
は
、
こ
の
支



二
三
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

払
禁
止
は
、
資
本
会
社
の
責
任
制
度
を
構
成
す
る
う
え
で
不
可
分
の
部
分
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
会
社
法
的
に
性
質
決
定
さ
れ
る
べ
き
だ
か
ら
で
あ

る
。（

（8
（

”

以
上
の
結
論
を
ま
と
め
た
こ
の
項
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
支
払
禁
止

の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
た
点
に
は
疑
問
が
あ
る
」
こ
と
、
そ
の
理
由
と
し
て
、「
支
払
禁
止
は
、
資
本
会
社
の
責
任

制
度
を
構
成
す
る
上
で
不
可
分
の
部
分
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
会
社
法
的
に
性
質
決
定
さ
れ
る
べ
き
…
…
で
あ
る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
が
述

べ
ら
れ
る
。
そ
れ
で
い
て
、
上
述
の
よ
う
に
、
会
社
法
説
を
基
礎
付
け
る
決
定
的
な
論
拠
（
比
較
の
第
三
項
）
は
何
も
述
べ
ら
れ
て
い
な

い
。

四 

居
住
移
転
の
自
由
に
反
す
る
か
─
─
Ｅ
Ｕ
法
上
の
構
成
と
そ
の
評
価
⑵

他
方
、
照
会
事
項
二
（
倒
産
法
説
の
採
用
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
上
の
「
居
住
移
転
の
自
由
」
に
反
す
る
か
）
の
場
合
は
ど
う
か
。
こ
こ
で
も
四
件

の
評
釈
等
を
み
て
お
こ
う
。

1　

ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
の
理
解

一　

ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
の
場
合
、
こ
の
点
は
評
釈
の
「
2
」
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
前
半
の
第
一
段
落
で
は
、
次
の
よ

う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。



二
三
四

“
2　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
第
二
の
照
会
事
項
へ
の
解
答
に
お
い
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約

第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
反
し
な
い
と
の
判
断
を
示
し
、
新
領
域
を
開
い
た
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
判
示
し
て
い
る
よ
う
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任

会
社
法
第
六
四
条
条
第
二
項
第
一
文
は
、
居
住
移
転
の
自
由
が
保
障
す
る
内
容
と
関
連
し
て
い
な
い
。
同
裁
判
所
は
、
そ
の
理
由
を
説
明
す
る
に
あ

た
り
、
本
件
の
事
案
と
二
件
の
先
例
の
、
つ
ま
り
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
違
反
を
認
定
し
て
い
た
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ

判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
の
そ
れ
と
を
区
別
し
て
い
た
。
前
者
の
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
で
は
、
外
国
会
社
の
権
利
能

力
を
承
認
し
な
い
加
盟
国
の
規
定
が
、
ま
た
後
者
の
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
は
、
最
低
資
本
金
に
関
す
る
加
盟
国
の
規
定
が
、
そ
れ
ぞ

れ
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
条
第
二
項
第
一
文
は
、
会
社
の
設
立
や
会
社
設

立
後
の
他
加
盟
国
へ
の
居
住
移
転
の
ケ
ー
ス
に
は
適
用
さ
れ
ず
、「
会
社
の
設
立
後
、
会
社
の
活
動
の
範
囲
内
に
の
み
適
用
さ
れ
る
」
の
で
、
本
件

の
場
合
、
こ
れ
ら
の
認
定
に
相
当
す
る
状
況
は
み
ら
れ
な
い
（
第
二
八
段
落
）。（

（8
（

”

第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
第
二
の
照
会
事
項
へ
の
解
答
に
お
い
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文

が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
反
し
な
い
と
の
判
断
を
示
し
、
も
っ
て
、
新
領
域
を
開
い
た
旨
、
指
摘
す
る
。
第
二
文
で

は
、
右
の
判
断
が
下
さ
れ
た
理
由
と
し
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
条
第
二
項
第
一
文
は
、
居
住
移
転
の
自
由
が
保

障
す
る
内
容
と
関
連
し
て
い
な
い
」
と
い
う
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
反
す
る
か
否
か
（
居
住
移
転

の
自
由
に
反
す
る
か
否
か
）
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、
む
ろ
ん
、「
主
語
＋
述
語
＋
目
的
語
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
は
、
居
住
移
転

の
自
由
に
反
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
趣
旨
の
判
断
基
準
が
示
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
三
文
で
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
が

右
の
判
断
を
下
し
た
「
理
由
を
説
明
す
る
に
あ
た
り
、
本
件
の
事
案
と
二
件
の
先
例
の
、
つ
ま
り
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
居
住
移
転
の
自
由
に

対
す
る
違
反
を
認
定
し
て
い
た
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
の
そ
れ
と
を
区
別
し
て
い
た
」

こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、
こ
れ
ら
二
件
の
先
例
の
要
点
が
「
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
で
は
、
外
国
会
社
の
権
利
能
力



二
三
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

を
承
認
し
な
い
加
盟
国
の
規
定
が
、
ま
た
後
者
の
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
は
、
最
低
資
本
金
に
関
す
る
加
盟
国
の
規
定
が
、

そ
れ
ぞ
れ
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
さ
れ
て
い
た
」
と
い
う
表
現
で
補
足
説
明
さ
れ
る
。
第
五
文
で
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
条
第
二
項
第
一
文
は
、
会
社
の
設
立
や
会
社
設
立
後
の
他
加
盟
国
へ
の
居
住
移
転
の
ケ
ー
ス
に
は
適
用
さ
れ
ず
、「
会
社
の

設
立
後
、
会
社
の
活
動
の
範
囲
内
に
の
み
適
用
さ
れ
る
」
と
い
う
点
を
考
慮
す
る
と
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
場
合
、
こ
れ
ら
の
認
定
に

相
当
す
る
状
況
が
み
ら
れ
な
い
点
が
示
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
説
明
を
み
る
と
、
二
件
の
先
例
に
よ
り
形
成
さ
れ
た
ル
ー
ル
が
本
件
に
適

用
さ
れ
得
る
か
否
か
と
い
う
前
提
的
論
点
に
つ
き
無
条
件
に
肯
定
説
が
採
用
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
読
み
取
れ
る
。

こ
れ
に
続
く
後
半
の
第
二
段
落
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

“
こ
の
点
に
関
し
て
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
と
ケ
ッ
ク
裁
判
を
対
比
す
る
と
、あ
る
種
の
並
行
性
が
み
ら
れ
る
点
が
注
目
さ
れ
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
（N

JW
 

1994, 121

）
は
、
ケ
ッ
ク
判
決
に
お
い
て
、
物
品
取
引
の
自
由
（W

arenverkehrsfreiheit

）
に
関
す
る
規
定
を
解
釈
す
る
に
あ
た
り
、
販
売
態

様
に
関
す
る
保
護
措
置
の
例
外
（Schutzbereichsausnahm

e für V
erkaufsm

odalitäten

）
と
い
う
概
念
を
定
義
し
て
い
た
。
ケ
ッ
ク
判
決
で

は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
に
あ
る
外
国
人
に
対
し
て
も
市
場
ア
ク
セ
ス
と
い
う
基
本
的
自
由
を
保
障
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
内
国
人

と
外
国
人
を
同
一
の
市
場
競
争
ル
ー
ル
（Spielregeln des M

arktes

）（
店
舗
開
店
時
間
や
競
争
規
則
な
ど
）
に
服
せ
し
め
る
こ
と
が
で
き
な
け

れ
ば
、
市
場
ア
ク
セ
ス
が
保
障
さ
れ
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
な
考
え
を
居
住
移
転
の
自
由
に
関
す
る
規
定
に
転
用
す
る
場
合
に
取
り
上

げ
ら
れ
る
の
は
活
動
実
施
ル
ー
ル
や
市
場
撤
退
ル
ー
ル
（T

ätigkeitsausübungs- oder M
arktrückzugsregeln

）
で
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
ル
ー

ル
は
、
一
方
で
は
、
居
住
移
転
の
自
由
の
保
護
範
囲
に
含
ま
れ
な
い
し
、
他
方
で
は
、
少
な
く
と
も
カ
シ
ス
判
決
の
定
式
（Cassis-Form

el

）
を

適
用
す
る
こ
と
で
容
易
に
正
当
化
で
き
る
も
の
で
あ
る
（M

üK
oBGB/K

indler, 6. A
ufl. 2015, Int.GesR Rn.441; W

eller, Europäische 
Rechtsform

w
ahlheit, 2004, 37f., 205ff.

）。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
こ
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
活
動
ル
ー
ル
（T

ätigkeitsregeln

）
と
い
う
概
念

を
用
い
て
い
る
が
、
こ
の
活
動
ル
ー
ル
に
つ
い
て
居
住
移
転
の
自
由
を
適
用
す
る
に
あ
た
り
、
法
律
要
件
と
い
う
点
か
ら
み
て
や
は
り
こ
の
種
の

ル
ー
ル
を
適
切
な
も
の
と
は
判
断
し
て
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
（
第
二
八
段
落
）。（

（8
（

”



二
三
六

第
一
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
と
ケ
ッ
ク
裁
判
と
の
並
行
性
に
着
目
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
理
由
に
触
れ
た
第
二
文
で
は
、
ケ
ッ
ク

判
決
の
場
合
、
物
品
取
引
の
自
由
に
関
す
る
規
定
の
解
釈
に
際
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
販
売
態
様
に
関
す
る
保
護
措
置
の
例
外
と
い
う

概
念
を
定
義
し
て
い
た
」
点
に
触
れ
ら
れ
る
。
第
三
文
で
は
、「
ケ
ッ
ク
判
決
で
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
に
あ
る
外
国
人
に
対
し
て
も
市
場
ア
ク

セ
ス
と
い
う
基
本
的
自
由
を
保
障
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
」
点
に
言
及
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、「
内
国
人
と
外
国
人
を
同

一
の
市
場
競
争
ル
ー
ル
（
店
舗
開
店
時
間
や
競
争
規
則
な
ど
）
に
服
せ
し
め
る
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
、
市
場
ア
ク
セ
ス
が
保
障
さ
れ
た
こ

と
に
は
な
ら
な
い
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
第
五
文
で
は
、
こ
の
よ
う
な
考
え
が
居
住
移
転
の
自
由
に
関
す
る
規
定
に
転
用
さ
れ
、「
活
動
実

施
ル
ー
ル
や
市
場
撤
退
ル
ー
ル
」
が
居
住
移
転
の
自
由
の
保
護
範
囲
に
含
ま
れ
な
い
こ
と
、
そ
し
て
、
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
を
正
当
化
す
る

際
に
は
カ
シ
ス
判
決
の
定
式
の
適
用
で
足
り
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
六
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
は
こ
の
活
動

ル
ー
ル
と
い
う
概
念
が
使
わ
れ
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
居
住
移
転
の
自
由
を
こ
の
活
動
ル
ー
ル
に
適
用
す
る
に
あ
た
り
、
こ
の

ル
ー
ル
を
適
切
な
も
の
と
は
み
て
い
な
い
こ
と
も
述
べ
ら
れ
る
。

二　

⑴　

他
方
、
共
著
論
文
の
「
Ⅱ　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
判
決

─
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
社
事
件

─
の
判
旨
の
要
点
（K

ernaussagen des 

EuGH
-Judikats “K

ornhaas”

）」
で
も
、
ま
え
が
き
部
分
と
「
2　

Ｅ
Ｕ
法
上
の
分
類
（Europarechtliche Einordnung

）」
に
お
い
て
照

会
事
項
二
に
関
す
る
説
明
が
行
わ
れ
て
い
る
。

そ
の
う
ち
、
ま
え
が
き
部
分
の
説
明
は
こ
う
記
さ
れ
て
い
る
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
け
る
判
旨
に
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
提
示
決
定
が
前
提
と
し
て
い
た
の
と
同
様
に
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国

会
社
の
牴
触
法
的
取
扱
い
に
関
す
る
古
典
的
な
二
段
階
構
成
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
第
一
段
階

0

0

0

0

で
は
、
国
内
実
質
法
上
の
関
連
規
定
が
、
牴
触
法
上

0

0

0

0

、



二
三
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

性
質
決
定
と
い
う
方
法
で
各
体
系
概
念
（「
会
社
準
拠
法
、
倒
産
準
拠
法
ま
た
は
不
法
行
為
準
拠
法
」）
に
分
類
さ
れ
る
が
、
分
類
の
仕
方
如
何
に
よ

り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
牴
触
ル
ー
ル
（
設
立
準
拠
法
説
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
ま
た
は
ロ
ー
マ
Ⅱ
規
則
第
四
条
）
に
基
づ
い
て
連
結
が
行
わ
れ
る
（
後

述
1
）。

　

こ
の
よ
う
に
し
て
国
内
実
質
法
上
の
関
連
規
定
が
Ｅ
Ｕ
外
国
会
社
に
適
用
さ
れ
る
場
合
、
第
二
段
階

0

0

0

0

に
お
い
て
、
当
該
規
定
の
適
用
が
、
Ｅ
Ｕ
域

内
外
国
会
社
が
援
用
す
る
こ
と
の
で
き
る
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
に
よ
る
居
住
移
転
の
自
由
と
調
和
し
て
い
る
か
否
か
が
審
査
さ

れ
る
（
後
述
2
）。（

（8
（

”

こ
の
項
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
連
邦
通
常
裁
判
所
と
同
様
、
Ｅ
Ｕ
牴
触
法
上
の
解
釈
に
あ
た
っ
て
、
加
盟
国
法
上
の
規
定
が
Ｅ
Ｕ
法

上
ど
の
よ
う
な
性
質
を
有
す
る
か
の
判
定
後
に
、
当
該
規
定
の
適
用
が
居
住
移
転
の
自
由
に
触
れ
る
か
否
か
を
審
査
す
る
と
い
う
二
段
階

構
成
を
採
用
し
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。

⑵　

次
の
「
2　

Ｅ
Ｕ
法
上
の
分
類
」
は
、
五
つ
の
段
落
に
区
分
さ
れ
、
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

“
そ
れ
（「
牴
触
法
上
の
分
類
」
─
─
筆
者
注
）
に
対
し
て
、
第
二
の
照
会
事
項
、
す
な
わ
ち
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
を
イ
ン
グ
ラ
ン

ド
のLim

ited

に
適
用
す
る
こ
と
が
居
住
移
転
の
自
由
と
合
致
す
る
か
否
か
と
い
う
論
点
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
解
答
に
は
、
実
務
に
大
き
く
影

響
す
る
新
た
な
説
明
が
含
ま
れ
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
出
発
点
に
置
か
れ
た
前
述
の
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お

よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
の
事
実
関
係
と
、
本
件
事
実
関
係
（Sachverhalt

）
と
を
明
確
に
区
別
し
て
い
た
。
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件

に
お
け
る
論
点
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
の
権
利
能
力
を
承
認
す
る
か
否
か
（
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
）
で
も
な
け
れ
ば
、
最
低
資
本
金
に

関
す
る
国
内
法
上
の
規
定
を
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
で
き
る
か
否
か
（
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
）
で
も
な
い
。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所

の
見
解
に
よ
れ
ば
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
の
適
用
に
際
し
て
論
点
と
な
る
の
は
、
活
動
ル
ー
ル
（T

ätigkeitsregel

）（「im
 

Rahm
en ihrer T

ätigkeit

」）
が
適
用
さ
れ
る
か
否
か
で
あ
る
。
こ
の
種
の
ル
ー
ル
が
居
住
移
転
の
自
由
を
侵
害
す
る
こ
と
は
あ
り
得
な
い
。



二
三
八

　

Ｅ
Ｕ
法
の
場
合
、
こ
の
よ
う
な
分
類
の
素
材
と
な
る
の
は
、
物
品
取
引
の
自
由
（W
arenverkehrsfreiheit

）
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第

三
四
条
以
下
の
解
釈
を
示
し
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
ケ
ッ
ク
判
決
で
あ
る
。
ケ
ッ
ク
判
決
で
確
認
さ
れ
た
と
こ
ろ
に
よ
れ
ば
、
単
純
な
販
売
態
様

0

0

0

0

（V
erkaufsm

odalitäten

）
に
関
す
る
規
定
─
─
包
装
の
サ
イ
ズ
、
物
品
の
内
容
、
ラ
ベ
ル
記
載
（Beschriftung

）
等
に
関
す
る
ル
ー
ル
の
よ
う

に
、
製
品
そ
の
も
の
と
直
接
に
関
連
す
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ル
ー
ル
で
は
な
い
も
の
─
─
の
適
用
は
物
品
取
引
の
自
由
に
対
す
る
侵
害
に
当
た
ら
な
い
。

　

ケ
ッ
ク
判
決
の
根
底
に
は
、
こ
の
よ
う
に
、
市
場
ア
ク
セ
ス
に
対
す
る
制
限
ル
ー
ル
（
こ
れ
は
、
原
則
と
し
て
、
基
本
権
に
反
す
る
と
解
さ
れ
る
）

と
活
動
実
施
ル
ー
ル
（
こ
れ
は
、
原
則
と
し
て
、
基
本
権
に
反
し
な
い
と
解
さ
れ
る
）
と
を
区
別
す
る
と
い
う
考
え
が
あ
る
。
物
品
取
引
の
自
由
に

よ
っ
て
保
障
さ
れ
て
い
る
の
は
、
何
よ
り
も
ま
ず
、
加
盟
国
各
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
確
保
で
あ
る
。
ア
ク
セ
ス
が
一
度
で
も
保
障
さ
れ
て
い
れ
ば
、

輸
入
さ
れ
た
物
品
も
、
国
内
産
品
と
同
様
、
各
市
場
に
お
い
て
同
一
の
「
慣
行
（Spielregel

）」（
店
舗
開
店
時
間
や
競
争
ル
ー
ル
）
の
適
用
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
の
よ
う
な
考
慮
を
会
社
の
居
住
移
転
の
自
由
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
に
転
用
す
る
と
、
倒
産
法
上
の
ル
ー
ル
に
つ
い
て
も
、

活
動
実
施
ル
ー
ル
（T

ätigkeitsausübungsregeln

）
お
よ
び
市
場
撤
退
ル
ー
ル
（M

arktrückzugsregeln

）
と
い
っ
た
言
葉
で
整
理
す
る
こ
と

が
で
き
よ
う
。
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
も
、
同
様
に
、
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
範
囲
に
含
ま
れ
ず
、
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
、
カ
シ
ス
判
決
の
定
式

（Cassis-Form
el

）
に
基
づ
い
て
そ
の
適
用
を
正
当
化
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

活
動
実
施
ル
ー
ル
と
は
、
具
体
的
に
い
え
ば
、
外
国
会
社
の
内
国
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
規
律
す
る
規
定
で
は
な
く
、
市
場
ア
ク
セ
ス
が
行
わ
れ

た
後
の
外
国
会
社
の
国
内
で
の
活
動
を
規
律
す
る
規
定
を
い
う
。
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
他
の
加
盟
国
で
設
立
さ

れ
た
資
本
会
社
が
（
た
と
え
ば
、
本
拠
移
転
を
通
じ
て
）
管
理
機
関
の
本
拠
（V

erw
altungssitz

）
を
国
内
に
設
け
る
可
能
性
を
制
限
す
る
も
の

で
は
な
い
、
と
い
う
の
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
規
律
対
象
は
、
宣
伝
を
含
む
会
社
の
通
常
の
営
業
状
況
（w

erbende Phase

）
で
は
な
く
、
そ
の

後
に
訪
れ
る
会
社
の
危
機
や
倒
産
時
の
状
況
（K

risen- und Insolvenzphase

）
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。（

（9
（

”

第
一
段
落
の
第
一
文
で
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
を
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
非
公
開
会
社
（Lim

ited

）
に
適
用
す
る
こ
と
が

居
住
移
転
の
自
由
と
合
致
す
る
か
否
か
と
い
う
第
二
の
照
会
事
項
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
解
答
に
は
、
実
務
に
大
き
く
影
響
す
る
新
た



二
三
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

な
説
明
が
含
ま
れ
て
い
る
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
お
よ
び
第
三
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、
前
述
の
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決

（
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
の
権
利
能
力
を
承
認
す
る
か
否
か
）
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
（
最
低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
法
上
の
規
定
を

Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
で
き
る
か
否
か
）
の
事
実
関
係
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
そ
れ
と
の
相
違
を
自
覚
し
て
い
た
点
が
指
摘
さ

れ
る
。
第
四
文
で
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
場
合
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
を
「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
と
位
置
付
け
た
上

で
、「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
が
適
用
さ
れ
る
か
否
か
が
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
け
る
論
点
で
あ
る
こ
と
が
紹
介
さ
れ
る
。
第
五
文
で
は
、

「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
が
「
居
住
移
転
の
自
由
を
侵
害
す
る
こ
と
は
あ
り
得
な
い
」
と
す
る
評
価
が
示
さ
れ
る
。

第
二
段
落
の
第
一
文
で
は
、
こ
の
「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
に
着
目
し
た
先
例
と
し
て
「
物
品
取
引
の
自
由
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第

三
四
条
以
下
の
解
釈
を
示
し
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
ケ
ッ
ク
判
決
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
ケ
ッ
ク
判
決
に
お
い
て
、「
単
純
な
販0

売
態
様

0

0

0

に
関
す
る
規
定
─
─
包
装
の
サ
イ
ズ
、
物
品
の
内
容
、
ラ
ベ
ル
記
載
等
に
関
す
る
ル
ー
ル
の
よ
う
に
、
製
品
そ
の
も
の
と
直
接
に

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

関
連
す
る

0

0

0

0

ル
ー
ル
で
は
な
い
も
の
─
─
の
適
用
は
物
品
取
引
の
自
由
に
対
す
る
侵
害
に
当
た
ら
な
い
」
と
判
示
さ
れ
た
こ
と
が
確
認
さ
れ

る
。第

三
段
落
の
第
一
文
で
は
、
ケ
ッ
ク
判
決
で
は
、（
原
則
と
し
て
基
本
権
に
反
す
る
）「
市
場
ア
ク
セ
ス
に
対
す
る
制
限
ル
ー
ル
」
と
（
原

則
と
し
て
基
本
権
に
反
し
な
い
）「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
と
が
区
別
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
物
品
取
引
の
自
由

の
保
護
対
象
が
加
盟
国
各
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
確
保
で
あ
る
こ
と
が
、
第
三
文
で
は
、
ア
ク
セ
ス
が
一
度
で
も
保
障
さ
れ
て
い
れ
ば
、

輸
入
さ
れ
た
物
品
も
、
国
内
産
品
と
同
様
、
各
市
場
に
お
い
て
同
一
の
「
慣
行
」（
店
舗
開
店
時
間
や
競
争
ル
ー
ル
）
の
適
用
を
受
け
る
こ
と

が
、
そ
れ
ぞ
れ
説
明
さ
れ
る
。

第
四
段
落
の
第
一
文
で
は
、
物
品
取
引
の
自
由
の
適
用
の
有
無
に
関
し
て
ケ
ッ
ク
判
決
で
示
さ
れ
た
二
分
法
を
、
居
住
移
転
の
自
由



二
四
〇

（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
に
転
用
す
る
と
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
で
は
、
倒
産
法
上
の
ル
ー
ル
を
「
活
動
実
施
ル
ー
ル
」
お

よ
び
「
市
場
撤
退
ル
ー
ル
」
に
分
類
で
き
る
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、「
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
も
…
…
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用

範
囲
に
含
ま
れ
」
な
い
こ
と
、
そ
の
適
用
を
認
め
る
場
合
、
カ
シ
ス
判
決
の
定
式
に
依
拠
で
き
る
こ
と
、
こ
れ
ら
が
述
べ
ら
れ
る
。

第
五
段
落
の
第
一
文
で
は
、
活
動
実
施
ル
ー
ル
が
「
外
国
会
社
の
内
国
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
規
律
す
る
規
定
で
は
な
く
、
市
場
ア
ク

セ
ス
が
行
わ
れ
た
後
の
外
国
会
社
の
国
内
で
の
活
動
を
規
律
す
る
規
定
」
と
定
義
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
一
文
の
よ
う
な
規
定
は
、
他
の
加
盟
国
で
設
立
さ
れ
た
資
本
会
社
が
（
た
と
え
ば
、
本
拠
移
転
を
通
じ
て
）
管
理
機
関
の
本
拠
を
国
内

に
設
け
る
可
能
性
を
制
限
す
る
も
の
で
は
な
い
」
こ
と
、
そ
の
理
由
と
し
て
、
活
動
実
施
ル
ー
ル
の
「
規
律
対
象
は
、
宣
伝
を
含
む
会
社

の
通
常
の
営
業
状
況
で
は
な
く
、
そ
の
後
に
訪
れ
る
会
社
の
危
機
や
倒
産
時
の
状
況
と
さ
れ
て
い
る
」
こ
と
、
こ
れ
ら
が
指
摘
さ
れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
右
の
結
論
部
分
の
内
容
と
理
由
部
分
の
そ
れ
と
を
対
比
す
る
と
、
両
者
が
言
い
換
え
の
関
係
に
立
っ
て
い
る
と
こ
ろ
か

ら
、
右
の
説
明
自
体
、
な
お
完
結
し
て
い
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

三　

そ
れ
で
は
、
ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
の
見
解
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。
こ
こ
で
も
、
両
名
の
整
理
は
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の

判
旨
に
示
さ
れ
た
要
点
を
再
現
し
た
だ
け
で
あ
り
、
実
の
あ
る
内
容
は
何
も
述
べ
ら
れ
て
い
な
い
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2　

キ
ン
ト
ラ
ー
の
理
解

一　

照
会
事
項
二
に
関
す
る
キ
ン
ト
ラ
ー
の
見
解
は
、「
Ⅲ 

居
住
移
転
の
自
由
の
実
体
的
適
用
範
囲
（Sachliche Reichw

eite der 

N
iederlassungsfreiheit

）」
に
お
い
て
整
理
さ
れ
て
い
る
。



二
四
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

“
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
の
意
味
に
お
け
る
制
限
が
本
拠
地
国
で
行
わ
れ
て
い
な
い
以
上
、
居
住
移
転
の
自
由
を
用
い
て
、
本
拠
地
国
法
（Recht 

des Sitzstaates

）
の
適
用
を
も
た
ら
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
う
し
た
考
え
は
、
居
住
移
転
の
自
由
の
内
在
的
制
約
、
会
社
法
以
外
の
分
野
の
法

規
、
活
動
実
施
ル
ー
ル
、
市
場
撤
退
ル
ー
ル
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
、
広
く
承
認
さ
れ
て
い
る
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お

い
て
、
倒
産
法
を
活
動
実
施
ル
ー
ル
に
含
め
て
い
る
。
同
裁
判
所
は
、
そ
の
際
、
理
由
付
け
の
た
め
に
二
つ
の
段
階
を
区
別
し
て
い
た
。

　

─ 
第
一
段
階
（
第
二
三
段
落
お
よ
び
第
二
四
段
落
）
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・

ア
ー
ト
判
決
で
設
け
た
基
準
に
従
っ
て
、
居
住
移
転
の
自
由
の
事
項
的
適
用
範
囲
（gegenständlicher U

m
fang

）
を
定
め
て
い
る
。
ど
の
加
盟

国
も
、
第
一
に
、
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
か
つ
同
国
に
定
款
上
の
法
人
住
所
（satzm

äßiger Sitz

）
を
有
す
る
会
社
が
事
実
上
の
管

理
機
関
の
本
拠
（tatsächlicher V

erw
altungssitz

）
を
自
国
領
域
内
に
移
転
し
て
い
る
こ
と
を
唯
一
の
理
由
と
し
て
、
同
社
の
権
利
能
力
を
承

認
す
る
こ
と
を
拒
否
し
て
は
な
ら
な
い
。
第
二
に
、
加
盟
国
は
、
最
低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
法
上
の
規
定
が
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
と
い

う
判
断
を
、
最
低
資
本
金
が
満
た
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
理
由
で
科
さ
れ
る
制
裁
に
対
し
て
も
、
拡
張
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｅ
Ｕ
裁

判
所
は
、
国
内
法
上
定
め
ら
れ
て
い
る
最
低
額
に
資
本
金
が
達
し
て
い
な
い
か
ま
た
は
事
業
継
続
中
に
資
本
金
が
、
所
定
の
最
低
額
を
下
回
る
と
き
、

取
締
役
が
連
帯
債
務
者
と
し
て
人
的
責
任
を
負
う
と
説
明
し
て
い
る
。

　

─ 

第
二
段
階
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
─
─
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
確
立
さ
れ
た
基

準
に
基
づ
い
て
─
─
、
本
件
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
論
点
と
な
っ
て
い
る
取
締
役
の
責
任
が
制
限
的
性
格
の
も
の
で
あ
る
と
い
う
見
方
を
否
定
し
て

い
る
。
禁
止
に
反
し
て
倒
産
前
に
支
払
を
行
っ
た
取
締
役
の
責
任
は
、
会
社
の
権
利
能
力
と
は
関
わ
り
が
な
く
、
法
定
最
低
資
本
金
の
維
持
を
目
的

と
す
る
も
の
で
も
な
い
の
で
、
居
住
移
転
の
自
由
と
い
う
点
か
ら
み
る
と
、
こ
の
種
の
責
任
は
会
社
の
権
利
能
力
を
制
限
す
る
も
の
で
は
な
い
（
第

二
五
段
落
な
い
し
第
二
七
段
落
）。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
こ
の
種
の
責
任
が
「
会
社
設
立
後
に
限
っ
て
、
そ
の
活
動
の
枠
内
で
、
適
用
さ
れ
る
」
点
を

決
め
手
と
み
た
。
そ
れ
ゆ
え
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
／
新
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
の
よ

う
な
国
内
規
定
は
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
（
第
二
八
段
落
）。
判
決
理
由
（A

rgum
entation

）
で
は
、Rs. C-267/91

事
件
に
お
け
る
ケ
ッ

ク
判
決
等
に
な
ら
っ
て
展
開
さ
れ
た
テ
ー
ゼ
、
す
な
わ
ち
、
市
場
参
入
後
に
初
め
て
登
場
す
る
活
動
実
施
ル
ー
ル
は
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制

限
を
意
味
し
な
い
と
い
う
テ
ー
ゼ
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。（

（9
（

”



二
四
二

二　

こ
の
項
は
、
三
つ
の
段
落
に
区
分
さ
れ
て
い
る
。
最
初
の
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
の
意
味
に
お
け
る

制
限
が
本
拠
地
国
で
行
わ
れ
て
い
な
い
」
と
き
、「
居
住
移
転
の
自
由
を
用
い
て
、
本
拠
地
国
法
の
適
用
を
も
た
ら
す
こ
と
は
で
き
な
い
」、

す
な
わ
ち
、
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
旨
、
説
明
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
第
四
九
条
の
内
容
を
そ
の
ま
ま
繰
り
返
し
た
も
の
で
あ
り
、

格
別
の
内
容
は
付
加
さ
れ
て
い
な
い
。
第
二
文
で
は
、「
こ
う
し
た
考
え
は
、
居
住
移
転
の
自
由
の
内
在
的
制
約
、
会
社
法
以
外
の
分
野

の
法
規
、
活
動
実
施
ル
ー
ル
、
市
場
撤
退
ル
ー
ル
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
、
広
く
承
認
さ
れ
て
い
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
が
「
会
社
法
以
外
の
分
野
の
法
規
（nicht-gesellschaftliche V

orschriften

）」
と
い
う
表
現
で
考
え
ら
れ
て
い
る

の
か
も
し
れ
な
い
。
第
三
文
で
は
、「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
お
い
て
、
倒
産
法
を
活
動
実
施
ル
ー
ル
に
含
め

て
い
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ
、
第
四
文
で
は
、
そ
う
し
た
判
断
を
理
由
付
け
る
た
め
、
ダ
ッ
シ
ュ
記
号
を
用
い
て
、
次
の
二
つ
の
段
階
が

区
別
さ
れ
て
い
る
。

第
一
ダ
ッ
シ
ュ
の
第
一
文
で
は
、
第
一
段
階
（
第
二
三
段
落
お
よ
び
第
二
四
段
落
）
に
お
い
て
、
居
住
移
転
の
自
由
の
事
項
的
適
用
範
囲

が
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
設
け
た
基
準
に
従
っ
て
決
定
さ
れ
て
い
る
旨
、
示
さ
れ

る
。
第
二
文
と
第
三
文
で
は
、
加
盟
国
が
執
る
べ
き
二
つ
の
行
動
規
範
が
示
さ
れ
る
。
そ
の
ひ
と
つ
は
、「
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
設

立
さ
れ
か
つ
同
国
に
定
款
上
の
法
人
住
所
を
有
す
る
会
社
が
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
を
自
国
領
域
内
に
移
転
し
て
い
る
こ
と
を
唯
一

の
理
由
と
し
て
、
同
社
の
権
利
能
力
を
承
認
す
る
こ
と
を
拒
否
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
い
う
点
（
第
二
文
）
で
あ
り
、
今
ひ
と
つ
は
、「
最

低
資
本
金
に
関
す
る
国
内
法
上
の
規
定
が
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
と
い
う
判
断
を
、
最
低
資
本
金
が
満
た
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う

理
由
で
科
さ
れ
る
制
裁
に
対
し
て
も
、
拡
張
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
い
う
点
（
第
三
文
）
で
あ
る
。
第
四
文
で
は
、
第
三
文
の
内
容
が
、

「
国
内
法
上
定
め
ら
れ
て
い
る
最
低
額
に
資
本
金
が
達
し
て
い
な
い
か
ま
た
は
事
業
継
続
中
に
資
本
金
が
、
所
定
の
最
低
額
を
下
回
る
と



二
四
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

き
、
取
締
役
が
連
帯
債
務
者
と
し
て
人
的
責
任
を
負
う
」
と
言
い
換
え
ら
れ
て
い
る
。

第
二
ダ
ッ
シ
ュ
の
第
一
文
で
は
、「
第
二
段
階
に
お
い
て
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、

─
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ

ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
で
確
立
さ
れ
た
基
準
に
基
づ
い
て

─
、
本
件
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
事
件
で
論
点
と
な
っ
て
い
る
取
締
役
の
責
任
が
制
限

的
性
格
の
も
の
で
あ
る
と
い
う
見
方
を
否
定
し
て
い
る
」
点
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、「
禁
止
に
反
し
て
倒
産
前
に
支
払
を
行
っ

た
取
締
役
の
責
任
は
、
会
社
の
権
利
能
力
と
は
関
わ
り
が
な
く
、
法
定
最
低
資
本
金
の
維
持
を
目
的
と
す
る
も
の
で
も
な
い
の
で
、
居
住

移
転
の
自
由
と
い
う
点
か
ら
み
る
と
、
こ
の
種
の
責
任
は
会
社
の
権
利
能
力
を
制
限
す
る
も
の
で
は
な
い
」
と
評
価
さ
れ
る
。
第
三
文
で

は
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
こ
の
種
の
責
任
が
『
会
社
設
立
後
に
限
っ
て
、
そ
の
活
動
の
枠
内
で
、
適
用
さ
れ
る
』
点
を
決
め
手
と
み
た
」

こ
と
が
述
べ
ら
れ
、
第
四
文
で
は
、
こ
の
基
準
の
適
用
結
果
に
つ
き
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
／

新
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
の
よ
う
な
国
内
規
定
は
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
」
と
し
た
結
論
が
確
認
さ
れ
る
。

第
五
文
で
は
、「
ケ
ッ
ク
判
決
等
に
な
ら
っ
て
展
開
さ
れ
た
テ
ー
ゼ
、
す
な
わ
ち
、
市
場
参
入
後
に
初
め
て
登
場
す
る
活
動
実
施
ル
ー
ル

は
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制
限
を
意
味
し
な
い
と
い
う
テ
ー
ゼ
」
が
確
認
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。

三　

そ
れ
な
ら
ば
、
キ
ン
ト
ラ
ー
の
評
釈
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。
こ
こ
で
も
、
総
じ
て
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
要
点
が
か

い
つ
ま
ん
で
紹
介
さ
れ
る
に
と
ど
ま
り
、
論
評
に
値
す
る
格
別
の
言
及
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

3　

シ
ョ
ル
ツ
の
理
解

一　

照
会
事
項
二
に
関
す
る
シ
ョ
ル
ツ
の
論
評
は
、
評
釈
の
「
Ⅲ　

居
住
移
転
の
自
由
に
関
す
る
新
判
断
（N

eues zur 

N
iederlassungsfreiheit

）」
で
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
部
分
は
、「
1　

会
社
法
以
外
の
規
定
を
Ｅ
Ｕ
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
す
る
こ



二
四
四

と
の
危
険
性
（U

nbedenklichkeit der A
nw

endung nicht-gesellschaftsrechtlicher N
orm

en auf EU
-A

uslandsgesellschaften

）」
と

「
2　

会
社
法
上
の
規
定
の
適
用
は
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
か
（U

nbedenklichkeit der A
nw

endung gesellschaftsrechtlicher N
orm

en?

）」

に
二
分
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、「
1　

会
社
法
以
外
の
規
定
を
Ｅ
Ｕ
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
す
る
こ
と
の
危
険
性
」
か
ら
確
認
し
よ
う
。

“
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
は
、
第
二
の
照
会
事
項
（V

orlagefrage

）
に
対
す
る
解
答
に
お
い
て
、
真
に
原
理
的
な
問
題
を
初
め
て
明
ら
か
に
し
て
い

る
。
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
お
よ
び
そ
の
機
関
に
対
し
て
加
盟
国
法
を
適
用
す
る
こ
と
に
反
対
す
る
論
拠
と
し
て
、
最
後
に
は
必
ず
、

居
住
移
転
の
自
由
が
持
ち
出
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
ロ
ー
マ
Ⅱ
規
則
第
一
二
条
を
介
し
て
、
ド
イ
ツ
民
法
典
第
二
八
〇
条
第
一
項
、
第
三
一
一
条
第

二
項
に
従
っ
て
、Lim

ited
の
取
締
役
（D

irektor

）
に
対
す
る
請
求
が
な
さ
れ
る
場
合
と
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
挟
ん
で
、
ド
イ
ツ

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
に
従
っ
て
請
求
さ
れ
る
場
合
と
を
比
べ
る
と
、
質
的
な
違
い
は
な
い
。
と
い
う
の
は
、
ど
ち
ら
の
法
律
構
成
を

採
用
す
る
場
合
も
、
ド
イ
ツ
の
団
体
法
を
準
拠
法
と
し
て
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
に
適
用
す
る
こ
と
自
体
は
、
な
ん
ら
問
題
に
な
っ
て
い
な
い
か
ら
で

あ
る
。
こ
こ
に
み
ら
れ
る
の
は
、
も
っ
と
ず
っ
と
簡
単
に
適
用
で
き
る
倒
産
法
典
や
民
法
典
を
根
拠
と
し
て
自
国
法
を
適
用
し
よ
う
と
す
る
や
り
方

で
は
な
く
、
団
体
法
中
の
規
定
を
適
用
す
る
動
き
で
あ
る
。

　

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
明
ら
か
に
し
て
い
る
よ
う
に
、
居
住
移
転
の
自
由
に
よ
っ
て
保
護
さ
れ
る
ケ
ー
ス
は
、
他
の
加
盟
国
で
設
立
さ
れ
た
会
社
の
権
利

能
力
の
承
認
が
加
盟
国
に
よ
っ
て
拒
否
さ
れ
て
い
る
場
合
、
お
よ
び
、
会
社
の
資
本
金
が
、
国
内
法
上
定
め
ら
れ
た
最
低
額
に
達
し
て
い
な
い
た
め

に
制
裁
を
受
け
て
い
る
場
合
だ
け
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
会
社
設
立
後
に
そ
の
活
動
に
関
し
て
適
用
さ
れ
る
加
盟
国
法
上
の
他
の
規
定
の
適
用

は
、
─
─
ケ
ッ
ク
判
決
と
の
並
行
性
は
表
に
現
れ
て
い
な
い
が
─
─
、
な
ん
ら
問
題
に
な
ら
な
い
。

　

以
上
に
述
べ
た
こ
と
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
の
文
献
に
お
け
る
支
配
的
見
解
と
基
本
的
に
一
致
し
て
お
り
、
実
際
に
も
納
得
の
ゆ
く
も
の

で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
居
住
移
転
の
自
由
は
、
外
国
会
社
が
普
通
に
施
行
さ
れ
て
い
る
取
引
法
（V

erkehrsrecht

）
の
適
用
を
免
れ
る
こ
と
を

正
当
化
す
る
道
具
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
ほ
か
、
Ｅ
Ｕ
の
立
法
者
も
、
牴
触
法
的
指
定
（kollisionsrechtliche A

nw
endungsbefehl

）

を
行
う
場
合
、
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
に
関
わ
る
局
面
で
は
、
加
盟
国
間
に
お
け
る
法
の
相
違
は
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
こ
の
こ

と
は
特
に
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
。
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
第
二
文
で
は
、
そ
う
で
な
い
こ
と
が
証
明
さ
れ
る
ま
で
、
会
社



二
四
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

の
定
款
上
の
法
人
住
所
（satzungsm

äßiger Sitz

）
地
が
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
地
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
規
定
に
は
、
定

款
上
の
法
人
住
所
地
と
主
た
る
利
益
の
中
心
地
（CO

M
I

）
と
が
異
な
る
場
合
に
は
、
結
果
的
に
、
定
款
上
の
法
人
住
所
地
国
法
に
代
え
て
─
─
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
に
よ
り
─
─
倒
産
手
続
開
始
地
国
の
倒
産
法
が
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
と
い
う
趣
旨
が
含
ま
れ
て
い
る
。（

（9
（

”

二　

こ
の
項
は
三
つ
の
段
落
か
ら
成
る
。
第
一
段
落
の
第
一
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
第
二
の
照
会
事
項
に
対
す
る
解
答
に
お
い
て

「
真
に
原
理
的
な
問
題
を
初
め
て
明
ら
か
に
し
て
い
る
」
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
そ
の
よ
う
に
判
断
し
た
理
由
を
述
べ
た
第
二
文
で
は
、

「
と
い
う
の
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
お
よ
び
そ
の
機
関
に
対
し
て
加
盟
国
法
を
適
用
す
る
こ
と
に
反
対
す
る
論
拠
と
し
て
、
最
後
に
は

必
ず
、
居
住
移
転
の
自
由
が
持
ち
出
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
居
住
移
転
の
自
由
を
行
使
し
、
み
ず
か
ら
に
不
利
な
内
容

を
定
め
た
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
適
用
を
排
除
し
よ
う
と
す
る
主
張
が
認
め
ら
れ
る
か
否
か
と
い
う
新
た
な
論
点
に
対
す
る
Ｅ
Ｕ

裁
判
所
の
初
め
て
の
判
断
で
あ
る
点
に
着
目
す
る
と
、「
真
に
原
理
的
な
問
題
を
初
め
て
明
ら
か
に
し
て
い
る
」
と
い
う
評
価
も
首
肯
さ

れ
よ
う
。
第
三
文
で
は
、「
ロ
ー
マ
Ⅱ
規
則
第
一
二
条
を
介
し
て
、
ド
イ
ツ
民
法
典
第
二
八
〇
条
第
一
項
、
第
三
一
一
条
第
二
項
に
従
っ

て
、
非
公
開
会
社
の
取
締
役
に
対
す
る
請
求
が
な
さ
れ
る
場
合
と
、
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
を
挟
ん
で
、
ド
イ
ツ
有
限
責
任
会
社

法
第
六
四
条
第
一
文
に
従
っ
て
請
求
さ
れ
る
場
合
と
を
比
べ
る
と
、
質
的
な
違
い
は
な
い
」
と
説
明
さ
れ
る
。
こ
の
点
が
そ
の
よ
う
に
判

断
さ
れ
た
理
由
を
述
べ
た
第
四
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
ど
ち
ら
の
法
律
構
成
を
採
用
す
る
場
合
も
、
ド
イ
ツ
の
団
体
法
を
準
拠
法
と

し
て
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
に
適
用
す
る
こ
と
自
体
は
、
な
ん
ら
問
題
に
な
っ
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
第
五
文
で
は
、

「
こ
こ
に
み
ら
れ
る
の
は
、
も
っ
と
ず
っ
と
簡
単
に
適
用
で
き
る
倒
産
法
典
や
民
法
典
を
根
拠
と
し
て
自
国
法
を
適
用
し
よ
う
と
す
る
や

り
方
で
は
な
く
、
団
体
法
中
の
規
定
を
適
用
す
る
動
き
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。



二
四
六

第
二
段
落
の
第
一
文
で
は
、
居
住
移
転
の
自
由
に
よ
る
保
護
を
享
受
で
き
る
の
が
、「
他
の
加
盟
国
で
設
立
さ
れ
た
会
社
の
権
利
能
力

の
承
認
が
加
盟
国
に
よ
っ
て
拒
否
さ
れ
て
い
る
場
合
」、
お
よ
び
、「
会
社
の
資
本
金
が
、
国
内
法
上
定
め
ら
れ
た
最
低
額
に
達
し
て
い
な

い
た
め
に
制
裁
を
受
け
て
い
る
場
合
」、
こ
れ
ら
に
限
ら
れ
る
旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、「
会
社
設
立
後
に
そ
の
活
動
に
関
し
て

適
用
さ
れ
る
加
盟
国
法
上
の
他
の
規
定
の
適
用
は
、
─
─
ケ
ッ
ク
判
決
と
の
並
行
性
は
表
に
現
れ
て
い
な
い
が
─
─
、
な
ん
ら
問
題
に
な

ら
な
い
」
と
説
明
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
る
の
は
、
Ｅ
Ｕ
市
場
に
お
け
る
法
的
地
位
の
有
無
に
関
す
る
ル
ー
ル
と
法
的
地
位
を

活
か
し
て
活
動
す
る
際
の
ル
ー
ル
と
い
う
二
分
説
が
是
認
さ
れ
て
い
る
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

第
三
段
落
の
第
一
文
で
は
、「
以
上
に
述
べ
た
こ
と
は
…
…
ド
イ
ツ
の
文
献
に
お
け
る
支
配
的
見
解
と
基
本
的
に
一
致
し
て
お
り
、
実

際
に
も
納
得
の
ゆ
く
も
の
で
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
そ
の
理
由
を
述
べ
た
第
二
文
で
は
、「
と
い
う
の
は
、
居
住
移
転
の
自
由
は
、
外

国
会
社
が
普
通
に
施
行
さ
れ
て
い
る
取
引
法
の
適
用
を
免
れ
る
こ
と
を
正
当
化
す
る
道
具
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
」
と
説
明
さ
れ
る
。
居

住
移
転
の
自
由
を
法
律
回
避
に
用
い
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
趣
旨
で
あ
る
。
第
三
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
の
立
法
者
も
、
牴
触
法
的
指
定
を
行

う
場
合
、
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
に
関
わ
る
局
面
で
は
、
加
盟
国
間
に
お
け
る
法
の
相
違
は
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
」

旨
、
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
文
で
は
、「
こ
の
こ
と
は
特
に
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
に
つ
い
て
当
て
は
ま
る
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
第
五
文
で
は
、「
そ

う
で
な
い
こ
と
が
証
明
さ
れ
る
ま
で
、
会
社
の
定
款
上
の
法
人
住
所
地
が
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
地
と
推
定
さ
れ
て
い
る
」
と
い
う
Ｅ

Ｕ
倒
産
規
則
第
三
条
第
一
項
第
二
文
の
内
容
が
確
認
さ
れ
る
。
第
六
文
で
は
、「
こ
の
規
定
に
は
、
定
款
上
の
法
人
住
所
地
と
主
た
る
利

益
の
中
心
地
と
が
異
な
る
場
合
に
は
、
結
果
的
に
、
定
款
上
の
法
人
住
所
地
国
法
に
代
え
て
─
─
Ｅ
Ｕ
倒
産
規
則
第
四
条
第
一
項
に
よ
り

─
─
倒
産
手
続
開
始
地
国
の
倒
産
法
が
外
国
会
社
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
と
い
う
趣
旨
が
含
ま
れ
て
い
る
」
こ
と
も
述
べ
ら
れ
る
。
こ
の

点
も
、
同
第
二
文
の
内
容
の
繰
り
返
し
に
と
ど
ま
る
。
前
述
の
よ
う
に
、「
主
語
＋
述
語
＋
目
的
語
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
地
を



二
四
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

主
た
る
利
益
の
中
心
地
と
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
趣
旨
の
判
断
基
準
が
あ
ら
か
じ
め
与
え
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
、
こ
の
推
定
規
定
を
機

能
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
な
い
が
、
こ
の
点
に
つ
い
て
の
補
足
説
明
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

三　

そ
れ
で
は
、
シ
ョ
ル
ツ
の
見
解
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。
遺
憾
な
が
ら
、
こ
こ
で
も
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
要
点
が
か

い
つ
ま
ん
で
紹
介
さ
れ
る
に
と
ど
ま
り
、
格
別
の
論
評
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

4　

モ
ッ
ク
の
理
解

一　

照
会
事
項
二
に
対
す
る
モ
ッ
ク
の
理
解
は
「
Ⅲ 

居
住
移
転
の
自
由
の
重
要
性
（
の
欠
如
）（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）

（（Fehlende

） Relevanz der N
iederlassungsfreiheit 

（A
rt.49, 54 A

EU
V

））」
に
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
項
は
、
ま
え
が
き
部
分
、 

「
1 

支
払
禁
止
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
三
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）（Zahlungsverbot 

（§
63 Satz 1 und 2 Gm

bH
G

））」（
こ
の
「
第
六
三

条
」
は
明
ら
か
に
「
第
六
四
条
」
の
誤
り
で
あ
る
─
─
筆
者
注
）、「
2 

Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
発
展
さ
せ
た
諸
原
則
の
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の 

た
め
の
そ
の
他
の
技
法
へ
の
転
用
（Ü

bertragung der vom
 EuGH

 entw
ickelten Grundsätze auf die anderen insolvenzrechtlichen 

Gläubigerschutzinstruum
ente

）」、
こ
れ
ら
か
ら
成
る
。
尤
も
、
こ
こ
で
は
、
ま
え
が
き
部
分
と
「
1
」
の
内
容
を
確
認
す
れ
ば
よ
い
で

あ
ろ
う
。

二　

⑴　

ま
ず
、
ま
え
が
き
部
分
の
内
容
を
確
認
し
よ
う
。
そ
こ
で
は
、
次
の
よ
う
に
主
張
さ
れ
て
い
た
。

“
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
─
─
第
一
の
照
会
事
項
の
場
合
と
同
様
に
─
─
、
支
払
禁
止
以
外
の
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
（
Ⅲ
2
参
照
）

に
つ
い
て
今
後
の
判
例
が
ど
の
よ
う
な
道
を
辿
る
か
と
い
う
点
を
あ
ら
か
じ
め
示
す
た
め
に
、
第
二
の
照
会
事
項
と
し
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
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任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
こ
と

が
居
住
移
転
の
自
由
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
に
触
れ
る
か
否
か
と
い
う
問
題
を
取
り
上
げ
て
い
た
（
Ⅲ
1
参
照
）。（

（9
（

”

こ
の
段
落
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
支
払
禁
止
以
外
の
、
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
…
…
に
つ
い
て
今
後
の
判
例
が
ど

の
よ
う
な
道
を
辿
る
か
と
い
う
点
を
あ
ら
か
じ
め
示
す
た
め
に
、
第
二
の
照
会
事
項
と
し
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
二
項
…
…
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
す
る
こ
と
が
居
住
移
転
の
自
由
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
、
第
五
四
条
）
に
触

れ
る
か
否
か
と
い
う
問
題
を
取
り
上
げ
て
い
た
」
こ
と
が
示
さ
れ
る
。

⑵　

次
い
で
、「
1 

支
払
禁
止
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
三
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）」
の
説
明
を
み
よ
う
。

“
支
払
禁
止
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
す
る
こ
と
が
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
と
い
う
結
論
を
導
く
際
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁
判
所
が

主
た
る
論
拠
と
し
た
の
は
、
第
一
に
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
と
い
う
先
例
で
示
さ
れ
た
判
断
で

あ
り
、
そ
し
て
、
会
社
の
権
利
能
力
が
承
認
さ
れ
て
い
な
い
場
合
や
国
内
法
に
定
め
ら
れ
た
最
低
資
本
金
が
達
成
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
社
員
の
人

的
責
任
を
問
う
こ
と
で
居
住
移
転
の
自
由
が
制
限
さ
れ
る
た
め
、
当
該
規
定
の
適
用
は
不
適
法
と
な
る
と
い
う
点
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
加
え
、
Ｅ
Ｕ

裁
判
所
は
、
支
払
禁
止
と
い
う
法
制
度
が
取
締
役
の
権
利
能
力
や
社
員
の
人
的
責
任
と
関
連
し
な
い
の
で
、
支
払
禁
止
条
項
が
居
住
移
転
の
自
由
に

触
れ
る
と
い
う
結
果
は
生
じ
得
な
い
旨
を
述
べ
て
い
る
。
し
か
し
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
セ
ン
ト
ロ
ス
判
決
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ

ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
と
い
っ
た
先
例
で
は
い
つ
も
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
範
囲
が
詳
し
く
論
じ
ら
れ
て
い
た
こ
と
と
対
比
す
る
と
、
コ

ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
理
由
付
け
が
こ
の
よ
う
に
ご
く
簡
単
に
し
か
述
べ
ら
れ
て
い
な
い
点
に
は
驚
き
を
禁
じ
得
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
Ｅ
Ｕ
裁
判

所
は
、
本
件
で
は
右
の
路
線
に
従
わ
ず
、
従
来
の
判
例
に
触
れ
は
し
た
も
の
の
、
お
そ
ら
く
は
法
律
要
件
か
ら
み
て
そ
の
よ
う
に
判
断
し
た
こ
と
で

あ
ろ
う
が
、
居
住
移
転
の
自
由
と
は
関
わ
り
が
な
い
と
み
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
特
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項

（
今
日
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
）
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
て
も
、
そ
の
こ
と
だ
け
で
居
住
移
転



二
四
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

の
自
由
に
対
す
る
侵
害
が
な
い
と
は
言
い
得
な
い
と
こ
ろ
か
ら
、
不
思
議
に
映
る
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
の
は
、
外
国
資
本
会
社
の
管
理
機
関
の
本

拠
（V

erw
altungssitz

）
が
ド
イ
ツ
へ
移
転
さ
れ
、
同
時
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
所
定
の
要
件
が
満
た
さ
れ
て
い
る
場
合
を
例

に
と
る
と
、
外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
は
み
ず
か
ら
が
負
う
べ
き
責
任
を
自
覚
し
た
上
で
な
け
れ
ば
支
払
を
行
う
こ
と
は
な
い
し
、
ま
た
支
払
を
行

う
に
し
て
も
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
文
が
あ
る
が
ゆ
え
に
、
支
払
の
機
会
が
極
め
て
制
限
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
他
の
加
盟
国
で
は
、

外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
は
こ
う
し
た
制
限
に
ま
っ
た
く
服
し
て
い
な
い
と
い
う
事
情
を
考
慮
す
る
と
、
外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
の
判
断
権
限
が

ド
イ
ツ
で
は
制
限
さ
れ
て
い
る
は
ず
だ
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
制
限
は
、
ほ
と
ん
ど
の
場
合
、
無
視
さ
れ
て
い
た
り
、
適
切
で
あ
る
と

み
な
さ
れ
た
り
し
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
の
問
題
を
本
格
的
に
取
り
上
げ
る
場
合
に
は
、
よ
り
説
得
力
の
あ
る
理
由
付
け
が
求
め

ら
れ
よ
う
。（

（9
（

”

第
一
文
で
は
、
支
払
禁
止
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
す
る
こ
と
が
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
と
い
う
結
論
を
導
く
際

に
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
、「
第
一
に
、
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
と
い
う
先
例
で
示
さ
れ
た

判
断
で
あ
り
、
そ
し
て
、
会
社
の
権
利
能
力
が
承
認
さ
れ
て
い
な
い
場
合
や
国
内
法
に
定
め
ら
れ
た
最
低
資
本
金
が
達
成
さ
れ
て
い
な
い

場
合
に
社
員
の
人
的
責
任
を
問
う
こ
と
で
居
住
移
転
の
自
由
が
制
限
さ
れ
る
た
め
、
当
該
規
定
の
適
用
は
居
住
移
転
の
自
由
に
照
ら
し
て

不
適
法
と
な
る
と
い
う
点
」
を
主
た
る
論
拠
と
し
て
い
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
二
文
で
は
、
こ
れ
に
加
え
、「
支
払
禁
止
と
い
う
法

制
度
が
取
締
役
の
権
利
能
力
や
社
員
の
人
的
責
任
と
関
連
し
な
い
の
で
、
支
払
禁
止
条
項
が
居
住
移
転
の
自
由
に
触
れ
る
と
い
う
結
果
は

生
じ
得
な
い
」
旨
を
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
述
べ
て
い
た
こ
と
に
も
触
れ
ら
れ
て
い
る
。
第
三
文
で
は
、「
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
セ
ン
ト
ロ
ス
判
決
、

イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判
決
と
い
っ
た
先
例
で
は
い
つ
も
居
住
移
転
の
自
由
の
適
用
範
囲
が

詳
し
く
論
じ
ら
れ
て
い
た
こ
と
と
対
比
す
る
と
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
理
由
付
け
が
こ
の
よ
う
に
ご
く
簡
単
に
し
か
述
べ
ら
れ
て
い
な

い
点
に
は
驚
き
を
禁
じ
得
な
い
」
と
述
べ
ら
れ
る
。
第
四
文
で
は
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
「
本
件
で
は
…
…
居
住
移
転
の
自
由
と
は
関
わ
り
が
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五
〇

な
い
と
み
て
い
る
」
た
め
、「
従
来
の
判
例
に
触
れ
は
し
た
も
の
の
」「
右
の
路
線
に
従
わ
ず
」
簡
単
に
「
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な

い
」
と
い
う
結
論
を
導
い
て
い
る
と
分
析
さ
れ
る
。

⑶　

第
五
文
で
は
、「
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
…
…
の
法
的
性
質
を
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
し
て
も
、

そ
の
こ
と
だ
け
で
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
侵
害
が
な
い
と
は
言
い
得
な
い
」
の
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
が
示
さ
れ
る
。
第
六
文
で

は
、「
外
国
資
本
会
社
の
管
理
機
関
の
本
拠
が
ド
イ
ツ
へ
移
転
さ
れ
、
同
時
に
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
所
定
の
要
件
が
満

た
さ
れ
て
い
る
場
合
」
を
例
と
し
て
、
そ
う
し
た
疑
問
が
生
じ
る
背
景
が
説
明
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
会
社
が
支
払
無
能
力
状
態
に
陥
っ

て
い
る
場
合
、「
外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
は
み
ず
か
ら
が
負
う
べ
き
責
任
を
自
覚
し
た
上
で
な
け
れ
ば
支
払
を
行
う
こ
と
は
な
い
し
」、

ド
イ
ツ
で
は
「
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
文
が
あ
る
が
ゆ
え
に
、
支
払
の
機
会
が
極
め
て
制
限
さ
れ
て
い
る
」
の
に
対
し
、「
他

の
加
盟
国
で
は
、
外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
は
こ
う
し
た
制
限
に
ま
っ
た
く
服
し
て
い
な
い
と
い
う
事
情
」
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
法
の

不
統
一
を
考
慮
す
る
と
、
ド
イ
ツ
で
は
、
外
国
資
本
会
社
の
取
締
役
の
判
断
権
限
が
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
な
る
た
め
、「
居
住
移
転

の
自
由
に
対
す
る
侵
害
が
な
い
と
は
言
い
得
な
い
」
と
い
う
点
で
あ
る
。
第
七
文
で
は
、
そ
れ
に
も
拘
ら
ず
、「
外
国
資
本
会
社
の
取
締

役
の
判
断
権
限
が
制
限
さ
れ
て
い
る
」
点
が
無
視
さ
れ
た
り
、
そ
う
し
た
制
限
が
適
切
と
み
な
さ
れ
た
り
し
て
い
る
と
述
べ
て
、「
居
住

移
転
の
自
由
に
対
す
る
侵
害
が
な
い
と
は
言
い
得
な
い
」
の
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
が
ま
っ
た
く
考
慮
さ
れ
な
い
現
実
が
強
調
さ
れ

る
。
第
八
文
で
は
、「
よ
り
説
得
力
の
あ
る
理
由
付
け
」
が
示
さ
れ
る
の
で
な
け
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
こ
の
問
題
を
取
り
上
げ
る
こ
と

は
な
い
と
す
る
展
望
が
示
さ
れ
る
。
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
よ
う
に
、
居
住
移
転
の
自
由
に
反
し
な
い
と
判
断
す
る
場
合
で
も
、
ま
た

モ
ッ
ク
の
よ
う
に
、「
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
侵
害
が
な
い
と
は
言
い
得
な
い
」
と
み
る
場
合
で
も
、
そ
う
し
た
判
断
を
下
そ
う
と

す
れ
ば
、
そ
の
つ
ど
、「
主
語
＋
述
語
＋
目
的
語
…
…
と
き
」（
要
件
）
➡
「
…
…
は
、
居
住
移
転
の
自
由
に
反
す
る
」（
効
果
）
と
い
う
趣
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五
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

旨
の
判
断
基
準
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

三　

そ
れ
で
は
、
モ
ッ
ク
の
評
釈
は
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。
モ
ッ
ク
は
時
と
し
て
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
の
法
律
構
成
に
対
す
る

異
論
を
述
べ
て
い
た
。
し
か
し
、
自
説
の
正
当
性
を
支
え
得
る
根
拠
が
付
記
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
そ
の
論
証
は
空
回
り
に
終
わ
っ
て
い

る
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

五 
結
び
に
代
え
て

一　

小
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
に
よ
る
二
つ
の
照
会
事
項
に
答
え
た
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
と
こ
れ
に
対
す

る
四
件
の
評
釈
等
を
素
材
と
し
て
立
ち
入
っ
た
検
討
が
試
み
ら
れ
た
。
そ
れ
な
ら
ば
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
お
よ
び
右
の
評
釈
等
は
ど
の

よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
。

⑴　

前
稿（

（9
（

で
も
触
れ
た
よ
う
に
、
実
定
法
の
解
釈
で
あ
る
以
上
、
ど
の
よ
う
な
法
律
構
成
が
採
用
さ
れ
る
場
合
で
も
、「
比
較
の
第
三

項
」（
客
観
性
の
あ
る
判
断
基
準
）
が
明
示
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
、
関
連
諸
規
定（

（9
（

が
示
す
と
お
り
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
法

治
主
義
の
も
と
で
「
法
に
よ
る
裁
判
」
を
標
榜
す
る
機
関
で
あ
る
点
に
疑
い
が
な
い
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
点
か
ら
み
る

限
り
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
に
つ
い
て
も
四
件
の
評
釈
等
に
つ
い
て
も
「
比
較
の
第
三
項
」
が
欠
け
て
お
り
、
た
ん
な
る
信
仰
告
白
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
と
い
う
点
で
、
論
証
に
問
題
の
あ
る
こ
と
が
分
か
る
（
こ
の
点
は
、
後
述
す
る
連
邦
通
常
裁
判
所
二
〇
一
六
年
三
月
一
五
日
判
決

に
も
当
て
は
ま
る
。）。

⑵　

今
ひ
と
つ
考
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
司
法
判
断
が
国
際
的
経
済
社
会
生
活
の
現
実
と
無
縁
で
は
あ
り
得
な
い
と
い
う
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二

厳
粛
な
事
実
で
あ
る
。
国
内
法
で
は
一
国
の
公
務
員
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
に
せ
よ
、
ど
の
司
法
関
係
者
に
も
、
地
球
的
規
模
で

展
開
さ
れ
る
国
際
社
会
全
体
へ
の
目
配
り
と
と
も
に
、
数
世
代
後
の
社
会
の
あ
る
べ
き
姿
に
も
配
慮
し
つ
つ
、
営
利
追
求
型
経
営
判
断
と

モ
ラ
ル
重
視
型
経
営
判
断
と
を
ど
の
よ
う
に
調
整
す
べ
き
か
を
熟
慮
し
な
が
ら
長
期
的
要
請
に
堪
え
得
る
判
断
を
下
す
国
際
的
責
任
が
あ

る
。
こ
の
こ
と
は
、
ど
の
裁
判
官
も
個
々
の
判
決
が
内
外
経
済
社
会
生
活
に
及
ぼ
す
影
響
を
正
面
か
ら
受
け
止
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
判
断
が

も
た
ら
す
政
策
的
責
任
を
担
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
ヴ
ェ
ラ
ー
／
ヒ
ュ
ー
プ
ナ
ー
が
「
会
社
法
ツ
ー
リ
ズ
ム
か
ら
倒

産
法
ツ
ー
リ
ズ
ム
へ
（V

om
 Gesellschaftsrechts- zum

 Insolvenzrechtstourism
us

）」
と
い
う
言
葉
で
表
現
し
て
い
た（

（9
（

よ
う
に
、
ド
イ
ツ

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
倒
産
法
説
を
採
用
し
、
ド
イ
ツ
の
訴
訟
手
続
で
同
条
を
適
用
す
る
こ
と
に
は
一
定
の

政
策
的
意
味
が
あ
る
。
む
ろ
ん
、
こ
の
よ
う
な
「
政
策
」
を
歓
迎
す
る
者
は
一
部
に
限
ら
れ
て
い
る
。

二　

最
後
に
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
判
決
を
考
慮
し
た
上
で
、
ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
が
イ
ェ
ー
ナ
の
テ
ュ
ー
リ
ン
ゲ
ン
上
級
地
方
裁
判

所
第
二
民
事
部
二
〇
一
三
年
七
月
一
七
日
判
決
に
対
す
る
上
告
を
ど
の
よ
う
に
審
理
し
た
か（

（9
（

を
確
認
し
て
お
こ
う
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は

「
被
告
は
、
本
件
訴
え
に
基
づ
く
債
権
を
原
告
に
支
払
う
義
務
を
負
う
」（
第
七
段
落
）
と
述
べ
て
、
控
訴
人
（
第
一
審
被
告
）
の
上
告
を
退

け
て
い
る（

（9
（

（
二
〇
一
六
年
三
月
一
五
日
判
決
）。

（
二
〇
二
〇
年
八
月
二
日
脱
稿
）

＊
Ｐ
・
Ｇ
・
ヴ
ィ
ノ
グ
ラ
ド
フ
（
末
延
三
次
・
伊
藤
正
巳
訳
）『
法
に
お
け
る
常
識 

改
訂
版
』（
岩
波
書
店
、
一
九
六
三
年
）
一
五
一
頁
。

（
1
）
こ
の
事
件
に
つ
い
て
は
、
山
内
「
Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
一
）（
二
・
完
）」
法
学
新
報
一
二
二
巻
九
・

十
合
併
号
五
二
一
─
五
六
二
頁
お
よ
び
同
巻
十
一
・
十
二
合
併
号
一
四
五
─
一
九
四
頁
参
照
。

（
2
）
こ
の
子
会
社
は
エ
ァ
フ
ル
ト
区
裁
判
所
管
理
下
の
商
業
登
記
簿
に
登
記
さ
れ
て
い
た
が
、
後
に
、
イ
ェ
ー
ナ
区
裁
判
所
管
理
下
の
商
業
登
記
簿
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三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

へ
と
移
転
登
記
さ
れ
た
。
そ
こ
で
は
、
定
款
上
の
法
人
住
所
を
連
合
王
国
に
有
す
る
Ｋ
社
の
事
実
上
の
管
理
機
関
の
本
拠
（V

erw
altungssitz

）

は
ド
イ
ツ
に
あ
る
と
想
定
さ
れ
て
い
た
。

（
3
）
山
内
・
前
掲
論
文
（
一
）
前
注（
1
）
五
二
四
─
五
二
九
頁
。 

（
4
）IPRax 2014, SS.357

─358.

そ
の
評
釈
と
し
て
、M

arc-Philippe W
eller/A

lix Schulz, D
ie A

nw
endung des §

64 Gm
bH

G auf 
A

uslandsgesellschaften 

（zu O
LG Jena, 17.7.2013 – 2 U

 815/12, unten S.357, N
r.31

）, IPRax 2014, SS.336

─340

が
あ
る
。
な
お
、

同
判
決
に
つ
い
て
は
、https://dejure.org/dienste/vernetzung/rechtsprechung?Gericht=O

LG Jena&
D

atum
=17.07.2013&

A
kte

nzeichen=2 U
 815/12 

他
参
照
。

（
5
）
山
内
・
前
掲
論
文
（
一
）
前
注（
1
）
五
三
〇
─
五
四
六
頁
。 http://juris.bundesgerichtshof.de/cgi-bin/rechtsprechung/docum

ent.
py?Gericht=bgh&

A
rt=en&

nr=69832&
pos=0&

anz=1 

の
ほ
か
、IPRax 2015, SS.334

─336; M
D

R 2015, SS.302

─303; W
M

 2015, 
SS.79

─82; ZIP 2015, SS.68
─71.

等
参
照
。
そ
の
評
釈
と
し
て
、Leonhard H

übner, K
ollisions- und europarechtliche Einordnung 

von §
64 S.1 Gm

bH
G 

（zu BGH
, 2.12.2014 – II ZR 119/14, unten S.334, N

r.30

）, IPRax 2015, SS.297

─303

お
よ
びW

olfgang 
Servatius, Insolvenznahe Geschäftsleiterhaftung bei EU

-A
uslandsgesellschaften, D

er Betrieb 2015, SS.1087

─1094

が
あ
る
。

な
お
、
同
決
定
に
つ
い
て
は
、https://dejure.org/dienste/vernetzung/rechtsprechung?Gericht=BGH

&
D

atum
=02.12.2014&

A
kt

enzeichen=II%
20ZR%

20119/14 

他
参
照
。

（
6
）H

übner

前
注（
5
））, a.a.O

., SS.297

─303.

（
7
）IPRax 2015, SS.334

─336.

（
8
）
山
内
・
前
掲
論
文
（
一
）
前
注（
1
）
参
照
。

（
9
）ZIP 2015, 2468; N

JW
 2016, 223; EuZW

 2016, 155; N
ZI 2016, 48; W

M
 2016, 272; BB 2016, 141; D

B 2016, 44; N
ZG 2016, 115; 

IPRax 2016, 276; RIW
 2016, 148; JZ 2016, 571; Gm

bH
R 2016, 24; EW

iR 2016, 67; ZeuP 2016, 959; EuZH
 2019, 660;https://

dejure.org/dienste/vernetzung/rechtsprechung?Gericht=EuGH
&

D
atum

=10.12.2015&
A

ktenzeichen=C-594%
2F14; http://

curia.europa.eu/juris/docum
ent/docum

ent.jsf?text=&
docid=172885&

pageIndex=0&
doclang=D

E&
m

ode=lst&
dir=&

occ=fir
st&

part=1&
cid=6903634

（
10
）A

rts, Robert, RIW
-K

om
m

entar, Recht der Internationalen W
irtschaft （RIW

）, 2016, S.151f.; K
indler, Peter, Insolvenzrecht 



二
五
四

als T
ätigkeitsausübungsregel – D

ie sachliche Reichw
eite der N

iederlassungsfreiheit nach dem
 K

ornhaas-U
rteil des EuGH

 -,  
Europäische Zeitschrift für W

irtschaftsrecht 

（EuZW

）, 2016, SS.136

─139; M
ock, Sebastian, Zur Q

ualifikation der 
insolvenzrechtlichen Gläubigerschutzinstrum

ente des K
apitalgesellschaftsrechts – zu EuGH

, 10.12.2015 – Rs. C-594/14 – 
Sim

one K
ornhaas ./. T

hom
as D

ithm
ar, unten S.276 N

r.21 - , Praxis des internationalen Privar- und V
erfahrensrechts, 2016, 

SS.237
─243; Ringe, W

olf-Georg, A
nm

erkung, Juristenzeitung 

（JZ

）, 2016, SS.573

─577; Röm
erm

ann, V
olker, D

er Gm
bH

R-
K

om
m

entar, Gm
bH

R 2016, SS.27

─29; Schall, A
lexander, D

as K
ornhaas-U

rteil gibt grünes Licht für die A
nw

endung des 
§

64 Gm
bH

G auf eine Lim
ited m

it Sitz in D
eutschland – A

lles klar dank EuGH
! : Zugleich Besprechung EuGH

 v. 
10.12.2015 – Rs. C-594/14, ZIP 2015, 2468 - K

ornhaas, ZIP 2016, SS.289

─295; Scholz, Philipp, N
eues zur Reichw

eite des 
Insolvenzstatuts, zur N

iederlassungsfreiheit und zum
 K

om
petenzgefüge im

 europäishen K
ollisionsrecht – Entscheidung 

des Europäischen Gerichtshofs vom
 10.12.2015 - , Zeitschrfit für europäisches Privatrecht 

（ZEuP

）, 2015, SS.963

─975; 
Schulz, Patrick, Zur A

nw
endbarkeit des §

64 Gm
bH

G auf EU
-A

uslandsgesellschaften; hier: den D
irector einer Lim

ited. 

（„K
ornhaas“

）, Entscheidungen zum
 W

irtschaftsrecht 

（EW
iR

）, 2016, S.67f.; W
eller, M

arc-Philippe/H
übner, Leonhard, 

H
aftung für m

asseverkürzende Zahlungen – Reichw
eite des Insolvenzstatuts - , N

eue Juristische W
ochenschrift 

（N
JW

）, 
2016, S.225; W

eller, M
arc-Philippe/H

übner, Leonhard, K
ornhaas und seine A

usw
irkungen auf insolvenznahe 

H
aftungsinstrum

ente, N
ichts ist beständiger als der W

andel: Festschrift für K
laus Pannen zum

 65. Geburtstag, 2017 
SS.259

─269

他
参
照
。

（
11
）A

rts, RIW
-K

om
m

entar, RIW
 2016, S.152.

（
12
）Ringe, A
nm

erkung, JZ, 2016, S.577.

（
13
）Sebastian M

ock, Zur Q
ualifikation der insolvenzrechtlichen Gläubigerschutzinstrum

ente des K
apitalgesellschaftsrechts 

（zu EuGH
, 10.12.2015 – Rs. C-594/14 – Sim

ona K
ornhaas ./. T

hom
as D

ithm
ar, unten S.276 N

r.21

）, IPRax 2016, H
eft 3, 

SS.237

─243, insb. 241, l.Sp.

（
14
）
丸
山
教
授
の
業
績
に
つ
い
て
は
、
本
号
末
尾
掲
載
の
著
作
目
録
参
照
。
ハ
ン
ブ
ル
ク
大
学
へ
留
学
さ
れ
た
丸
山
教
授
と
は
、
ド
イ
ツ
で
の
家
族

ぐ
る
み
の
交
流
（
一
九
八
三
年
）
を
含
め
、
法
科
大
学
院
制
度
発
足
に
伴
う
中
央
大
学
法
科
大
学
院
へ
の
転
籍
（
二
〇
〇
四
年
）
時
ま
で
、
中
央



二
五
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

大
学
法
学
部
に
お
け
る
身
近
な
同
僚
と
し
て
親
し
く
接
す
る
幸
運
に
恵
ま
れ
た
。
爾
来
、
三
七
年
も
の
長
き
に
亘
っ
て
友
情
を
深
め
、
筆
者
の
退

職
時
に
は
貴
重
な
御
論
稿
を
御
執
筆
戴
い
た
（「
ド
イ
ツ
に
お
け
る
『
棚
上
げ
設
立
』
と
『
外
套
会
社
』
の
利
用
─
─
Ｂ
Ｇ
Ｈ
判
決
・
決
定
を
素

材
と
し
て
─
─
」
法
学
新
報
一
二
三
巻
五
・
六
号
八
三
七
頁
以
下
）。
ミ
ュ
ン
ス
タ
ー
大
学
と
の
法
学
者
交
流
事
業
に
お
け
る
オ
ッ
ト
ー
・
ザ
ン

ド
ロ
ッ
ク
教
授
の
共
同
受
入
（
そ
の
成
果
と
し
て
、
オ
ッ
ト
ー
・
ザ
ン
ド
ロ
ッ
ク
著
（
丸
山
編
訳
）『
国
際
契
約
法
の
諸
問
題
』（
日
本
比
較
法
研

究
所
翻
訳
叢
書
38
、
中
央
大
学
出
版
部
、
一
九
九
六
年
））
等
、
懐
か
し
い
思
い
出
が
蘇
る
。
こ
れ
ま
で
の
御
芳
情
に
深
謝
す
る
と
と
も
に
、
教

授
の
一
層
の
御
健
勝
と
御
活
躍
を
改
め
て
祈
念
し
た
い
。

（
15
）
そ
の
判
旨
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

　
　
〝［
1
］ 

本
件
先
行
裁
判
の
要
請
は
、
倒
産
手
続
に
関
す
る
二
〇
〇
〇
年
五
月
二
九
日
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
理
事
会
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第

一
三
四
六
号
（V

erordnung 

（EG

） N
r. 1346/2000 des Rates vom

 29. M
ai 2000 über Insolvenzverfahren 

（A
Bl. L 160, S. 

1
） 

）（
以
下
、「
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
」、「
同
規
則
」
と
略
記
す
る
。）
第
四
条
な
ら
び
に
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
（A

EU
V

）
第
四

九
条
お
よ
び
第
五
四
条
の
解
釈
に
関
わ
る
。

　
　
［
2
］ 

こ
の
先
行
裁
判
の
要
請
は
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
が
債
務
会
社
の
取
締
役
（D

irektorin

）
と
し
て
同
社
の
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生

（Eintritt ihrer Zahlungsunfähigkeit
）
後
に
行
っ
た
支
払
分
の
賠
償
を
求
め
る
訴
え
（K

lage auf Ersatz von Zahlungen

）
に
起

因
す
る
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
組
立
・
役
務
有
限
責
任
会
社
（K

ornhaas M
ontage und D

ienstleistung Lim
ited. 

以
下
、「
債
務
会
社
」
と

略
記
す
る
。）
の
財
産
に
関
す
る
倒
産
管
財
人
・
デ
ィ
ト
マ
ー
ル
弁
護
士
と
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
と
の
間
で
の
紛
争
の
枠
内
で
行
わ
れ
て
い

る
。〟（IPRax 2016, 276

）

（
16
）
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、「
Ｅ
Ｕ
法
」
と
い
う
見
出
し
の
も
と
に
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　
　
〝［
3
］
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
第
三
条
（「
国
際
裁
判
管
轄
権
」）
で
は
、
次
の
よ
う
に
、
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　
　
〝（
1
） 

倒
産
手
続
の
開
始
に
つ
い
て
は
、
自
国
領
域
内
に
債
務
者
が
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
（M

ittelpunkt seiner hauptsächlichen 
Interessen

）
を
有
す
る
加
盟
国
の
裁
判
所
が
管
轄
権
を
有
す
る
。
会
社
（Gesellschaften

）
お
よ
び
法
人
の
場
合
、
反
対
の
こ
と
が
証
明

さ
れ
る
ま
で
、
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
は
そ
の
定
款
上
の
法
人
住
所
地
（O

rt des satzungsm
äßigen Sitzes

）
と
す
る
。

　
　
（
2
） 

債
務
者
が
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
を
い
ず
れ
か
の
加
盟
国
に
有
す
る
場
合
に
お
い
て
、
債
務
者
が
他
の
加
盟
国
に
営
業
所

（N
iederlassung

）を
有
す
る
と
き
は
、後
者
の
加
盟
国
の
裁
判
所
が
倒
産
手
続
開
始
の
権
限
を
有
す
る
。
こ
の
手
続
の
効
力（W

irkungen

）



二
五
六

は
、
後
者
の
加
盟
国
の
領
域
上
に
所
在
す
る
債
務
者
財
産
（V

erm
ögen des Schuldners

）
に
限
定
さ
れ
る
。

　
　
［
4
］
同
規
則
第
四
条
（「
準
拠
法
」）
は
、
以
下
の
よ
う
に
、
規
定
す
る
。

　
　
〝（
1
） 

同
規
則
に
別
段
の
定
め
の
な
い
限
り
、
倒
産
手
続
と
そ
の
効
力
に
つ
い
て
は
、
当
該
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
加
盟
国
（
以
下
、「
手

続
開
始
国
（Staat der V

erfahrenseröffnung

）」
と
略
記
す
る
。）
の
倒
産
法
が
適
用
さ
れ
る
。

　
　
（
2
） 
手
続
開
始
国
法
は
、
ど
の
よ
う
な
要
件
の
も
と
に
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
る
か
、
ど
の
よ
う
に
倒
産
手
続
が
実
施
さ
れ
、
終
了
す
る
か

を
規
律
す
る
。
同
法
は
特
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
規
律
す
る
。

　
　

…

　
　

m） 

債
権
者
全
体
（Gesam

theit der Gläubiger

）
に
不
利
益
を
与
え
る
と
い
う
理
由
で
、
絶
対
無
効
（nichtig

）、
取
消
可
能

（anfechtbar

）
ま
た
は
相
対
無
効
（relativ unw

irksam

）
と
さ
れ
る
法
的
行
為
（Rechtshandlungen

）
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。〟 

（IPRax 2016, 276
）

（
17
）
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、「
ド
イ
ツ
法
」
と
い
う
見
出
し
の
も
と
に
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　
　
〝［
5
］ 

有
限
責
任
会
社
に
関
す
る
法
律
（Gesetzes betreffend die Gesellschaften m

it beschränkter H
aftung 

（RGBl. 1898, S. 
846

）（
以
下
、「
有
限
責
任
会
社
法
（Gm

bH
G

）」
と
略
記
す
る
。）（
ラ
イ
ヒ
官
報
一
八
九
八
年
八
四
六
頁
）
第
六
四
条
第
一
項
お
よ
び
第

二
項
は
、
本
件
先
行
裁
判
要
請
の
前
提
を
成
す
原
手
続
（A

usgangsverfahren

）
に
つ
い
て
基
準
と
な
る
表
現
形
式
（Fassung

）
で
、

以
下
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
た
。

　
　
〝（
1
） 

会
社
が
支
払
無
能
力
で
あ
る
と
き
、
業
務
執
行
者
（Geschäftsführer

）
は
、
遅
滞
な
く
（ohne schuldhaftes Zögern

）、
遅
く

と
も
支
払
無
能
力
状
態
の
発
生
（Eintritt der Zahlungsunfähigkeit

）
後
三
週
間
以
内
に
、
倒
産
手
続
の
開
始
を
申
し
立
て
て
い

（beantragen

）
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
規
定
は
、
会
社
が
債
務
超
過
（Ü

berschuldung

）
の
状
況
に
あ
る
（sich eine 

Ü
berschuldung der Gesellschaft ergibt.

）
と
き
、
準
用
さ
れ
る
（gilt sinngem

äß

）。

　
　
（
2
） 

業
務
執
行
者
は
、
会
社
に
対
し
、
会
社
の
支
払
無
能
力
状
況
の
発
生
後
ま
た
は
同
社
の
債
務
超
過
確
認
後
に
行
わ
れ
た
支
払
分
を
賠
償

す
る
義
務
を
負
う
。 

…
〟（IPRax 2016, 276

）

（
18
）
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　
　
〝［
6
］
デ
ィ
ト
マ
ー
ル
弁
護
士
は
、
エ
ァ
フ
ル
ト
区
裁
判
所
に
よ
り
開
始
を
宣
告
さ
れ
た
（vom

 A
m

tsgericht Erfurt eröffneten

）
本



二
五
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

件
倒
産
手
続
の
枠
内
（im

 Rahm
en

）
に
お
け
る
債
務
会
社
の
管
財
人
で
あ
る
。
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
を
取
締
役
（D

irektorin

）
と
す
る

本
件
債
務
会
社
は
、「private com

pany lim
ited by shares

（
非
公
開
株
式
会
社
）」（
以
下
、「Lim

ited

」
と
略
記
す
る
。）
と
い
う
法

人
形
式
の
商
事
会
社
と
し
て
（als H

andelsgesellschaft

）、
カ
ー
デ
ィ
フ
（
連
合
王
国
）
の
商
業
登
記
簿
に
登
記
さ
れ
て
い
た
。
ド
イ
ツ

で
は
、
本
件
債
務
会
社
の
従
た
る
営
業
所
（Zw

eigniederlassung

）
が
設
け
ら
れ
（gegründet

）、
イ
ェ
ー
ナ
区
裁
判
所
が
所
管
す
る

（geführten

）
商
業
登
記
簿
に
登
記
さ
れ
て
い
た
。
主
に
（im
 W

esentlichen

）
ド
イ
ツ
で
活
動
し
て
い
た
本
件
債
務
会
社
の
事
業
目
的

は
、
換
気
装
置
の
設
置
と
関
連
業
務
の
提
供
（M

ontage von Lüftungsanlagen und der Erbringung dam
it verbundener 

D
ienstleistungen

）
に
あ
っ
た
。〟 （IPRax 2016, 276

）

（
19
）
そ
こ
で
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

　
　
〝［
7
］ 

デ
ィ
ト
マ
ー
ル
弁
護
士
の
主
張
に
よ
れ
ば
、
本
件
債
務
会
社
は
、
少
な
く
と
も
二
〇
〇
六
年
一
一
月
一
日
以
降
、
支
払
無
能
力
と

な
っ
て
い
た
と
こ
ろ
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
は
、
債
務
会
社
の
名
義
（zu Lasten dieser Gesellschaft

）
で
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
一
一

日
か
ら
二
〇
〇
七
年
二
月
二
六
日
ま
で
の
間
に
、
総
額
一
一
〇
一
五
一
・
六
六
ユ
ー
ロ
の
支
払
を
行
っ
て
い
た
。
以
上
に
よ
り
（deshalb

）、

同
弁
護
士
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
に
基
づ
い
て
、
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
に
対
し
、
右
金
額
の
賠
償
を
請
求
し
た
。

同
弁
護
士
の
訴
え
は
エ
ァ
フ
ル
ト
地
裁
に
よ
り
認
容
さ
れ
た
。
こ
の
判
決
に
対
す
る
コ
ル
ン
ハ
ー
ス
夫
人
の
控
訴
を
取
り
扱
っ
た
イ
ェ
ー
ナ

上
級
地
方
裁
判
所
は
、
エ
ァ
フ
ル
ト
地
方
裁
判
所
の
判
決
を
確
認
し
た
一
方
で
、
連
邦
通
常
裁
判
所
へ
の
上
告
を
認
め
た
。〟（IPRax 2016, 

276

）

（
20
）
そ
こ
で
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

　
　
〝［
8
］ 

ド
イ
ツ
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
デ
ィ
ト
マ
ー
ル
弁
護
士
が
ド
イ
ツ
法
に
従
っ
て
提
起
し
た
本
件
訴
え
を
理
由
あ
る
も
の
と
み
な
し
て

い
た
、
と
い
う
の
は
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
目
的
が
、
要
す
る
に
、
倒
産
手
続
開
始
前
に
倒
産
財
団
財
産
の
縮
小

を
阻
止
す
る
こ
と
、
お
よ
び
、
倒
産
手
続
に
お
い
て
債
権
者
が
会
社
財
産
か
ら
同
等
の
満
足
を
得
ら
れ
る
よ
う
保
障
す
る
こ
と
、
こ
れ
ら
二

点
に
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
う
み
る
と
、
た
と
え
こ
の
第
一
文
が
形
式
的
に
会
社
法
規
定
（gesellschaftsrechtliche V

orschrift

）
に
属

す
る
と
し
て
も
、
こ
の
規
定
は
倒
産
法
上
の
規
定
（insolvenzrechtliche N

orm

）
で
あ
っ
て
、Lim

ited

の
取
締
役
に
適
用
さ
れ
る
こ
と

が
で
き
る
。

　
　
［
9
］ 

し
か
し
、
こ
の
規
定
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
）
が
Ｅ
Ｕ
法
と
合
致
す
る
か
否
か
が
争
わ
れ
て
い
る
（fraglich 



二
五
八

sei jedoch

）。
そ
の
限
り
で
い
え
ば
（insow

eit

）、
規
則
二
〇
〇
〇
年
／
第
一
三
四
六
号
（V

erordnung N
r. 1346/2000

）
第
四
条
第
一

項
か
ら
明
ら
か
に
な
る
よ
う
に
、
倒
産
手
続
と
そ
の
効
力
（seine W

irkungen

）
に
つ
い
て
は
、
そ
の
領
域
内
で
当
該
倒
産
手
続
が
開
始

さ
れ
る
加
盟
国
の
法
、
す
な
わ
ち
ド
イ
ツ
の
倒
産
法
が
適
用
さ
れ
る
。
し
か
し
、
ド
イ
ツ
の
文
献
（Schrifttum

）
で
は
、
Ｅ
Ｕ
の
他
の
加

盟
国
法
に
従
っ
て
設
立
さ
れ
て
い
な
が
ら
、
そ
の
主
た
る
利
益
の
中
心
を
ド
イ
ツ
に
有
す
る
会
社
の
業
務
執
行
者
（Geschäftsführer

）
に

対
し
て
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
が
適
用
さ
れ
得
る
か
否
か
が
争
わ
れ
て
い
る
。

　
　
［
10
］ 
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
は
、
ど
の
よ
う
な
要
件
を
満
た
せ
ば
（unter w

elchen V
oraussetzungen

）、
Ｅ
Ｕ

の
他
の
加
盟
国
法
に
従
っ
て
（im

 Einklang m
it dem

 Recht

）
設
立
さ
れ
た
会
社
が
そ
の
管
理
機
関
の
本
拠
（V

erw
altungssitz

）
を

ド
イ
ツ
に
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
か
と
い
う
点
を
規
律
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
そ
う
し
た
会
社
の
業
務
執
行
者
に
よ
る
こ
の
種
の
判
断
行
為

お
よ
び
そ
の
瑕
疵
あ
る
行
為
の
法
律
効
果
如
何
（die Rechtsfolgen einer solchen Entscheidung und eines Fehlverhaltens 

ihrer Geschäftsführer
）
と
い
う
点
の
み
を
規
律
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
を
適
用
し
て
も
、
居

住
移
転
の
自
由
は
侵
害
さ
れ
な
い
。

　
　
［
11
］ 

有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
適
用
に
よ
り
居
住
移
転
の
自
由
に
対
す
る
制
限
が
生
じ
る
と
し
て
も
、
そ
う
し
た
制
限

は
ど
の
み
ち
（jedenfalls

）
正
当
と
さ
れ
る
、
と
い
う
の
は
、
こ
の
種
の
制
限
は
、
非
差
別
的
方
法
で
（in nichtdiskrim

inierender 
W

eise

）
行
わ
れ
て
い
る
上
に
、
十
分
な
公
益
（zw

ingende A
llgem

eininteresse

）、
つ
ま
り
、
倒
産
財
団
の
規
模
を
確
保
し
た
り
財
団

財
産
を
回
復
し
た
り
す
る
と
い
う
債
権
者
保
護
に
役
立
ち
、
し
か
も
、
こ
の
目
的
達
成
に
必
要
と
さ
れ
る
限
度
を
超
え
て
い
な
い
か
ら
で
あ

る
。

　
　
［
12
］ 

し
か
し
（jedoch

）、
特
に
イ
ィ
ー
バ
ー
ゼ
ー
リ
ン
グ
判
決
（C 208/00, EU

:C:2002:632

）
お
よ
び
イ
ン
ス
パ
イ
ア
ー
・
ア
ー
ト
判

決
（C 167/01, EU

:C:2003:512

）
か
ら
明
ら
か
に
な
る
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
判
例
は
、
い
ず
れ
か
の
加
盟
国
で
設
立
さ
れ
て
い
る
の
に
そ
の
主

た
る
活
動
（hauptsächliche T

ätigkeit

）
を
他
の
加
盟
国
で
行
っ
て
い
る
会
社
の
内
部
関
係
に
対
し
て
は
、居
住
移
転
の
自
由
の
枠
内
で
、

設
立
国
の
会
社
法
が
適
用
さ
れ
る
と
い
う
趣
旨
に
も
解
釈
さ
れ
る
（auch dahin ausgelegt

）
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と

（som
it

）、
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
を
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社
（EU

-A
uslandsgesellschaften

）
の
業
務
執
行
者
に
対

し
て
適
用
す
る
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
四
九
条
お
よ
び
第
五
四
条
の
意
味
に
お
け
る
居
住
移
転
の
自
由
に
違
反
す
る
可
能
性
が
あ
る
。〟

（IPRax 2016, 276

）



二
五
九

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

（
21
）
そ
こ
で
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

　
　
〝［
13
］ 

こ
の
よ
う
な
事
情
か
ら
、
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
手
続
を
中
断
し
、
先
行
裁
判
の
た
め
に
、
以
下
の
照
会
事
項
を
当
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
裁

判
所
に
対
し
提
示
す
る
旨
を
決
定
し
た
。〟（IPRax 2016, 276

）

（
22
）IPRax 2015, SS.334

─336.

（
23
）IPRax 2015, SS.334

─336.

（
24
）IPRax 2016, 276.

（
25
）IPRax 2016, 276.

（
26
）IPRax 2016, 276

（
27
）IPRax 2016, 276.

（
28
）IPRax 2016, 276.

（
29
）IPRax 2016, 276.

（
30
）IPRax 2016, 276.

（
31
）IPRax 2016, 276.

（
32
）IPRax 2016, 276.

（
33
）IPRax 2016, 276.

（
34
）IPRax 2015, SS.334

─336.

（
35
）IPRax 2016, 276.

（
36
）IPRax 2016, 277.

（
37
）IPRax 2016, 278.

（
38
）IPRax 2016, 277f.

（
39
）IPRax 2016, 278.

（
40
）https://dejure.org/dienste/vernetzung/rechtsprechung?T

ext=C-167/01; http://curia.europa.eu/juris/docum
ent/docum

ent.
jsf?text=&

docid=48634&
pageIndex=0&

doclang=D
E&

m
ode=req&

dir=&
occ=first&

part=1



二
六
〇

（
41
）IPRax 2016, 278.

（
42
）IPRax 2016, 278.

（
43
）IPRax 2016, 278.

（
44
）https://w

w
w

.ipr.uni-heidelberg.de/personen/w
eller/

（
45
）https://w

w
w

.ipr.uni-heidelberg.de/personen/w
eller/huebner/

（
46
）M

arc-Philippe W
eller/Leonhard H

übner, A
nm

erkung, N
JW

 2016, H
eft 4 S.225.

（
47
）M

arc-Philippe W
eller/Leonhard H

übner, K
ornhaas und seine A

usw
irkungen auf insolvenznahe H

aftungsinstrum
ente, N

ichts 
ist beständiger als der W

andel – Festschrift für K
laus Pannen zum

 65. Geburtstag, M
ünchen 2017, SS.259

─269.

（
全
注（
10
））

（
48
）K

indler, a.a.O
. 

前
注（
10
）, SS.139.

（
49
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 
前
注（
10
）, S.225.

（
50
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 
前
注（
10
）, S.260

─261.

（
51
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.261.

（
52
）
山
内
『
比
較
法
研
究 

第
一
巻　

方
法
論
と
法
文
化
』（
中
央
大
学
出
版
部
、
二
〇
一
一
年
）
第
Ⅰ
部
「
方
法
論
」、
同
『
比
較
法
研
究 

第
二
巻 

比
較
法
と
国
際
私
法
』（
中
央
大
学
出
版
部
、
二
〇
一
六
年
）
結
章
「
素
描
的
試
論
の
提
示
」
他
参
照
。

（
53
）https://w

w
w

.jura.uni-m
uenchen.de/personen/k/kindler_peter/index.htm

l

（
54
）Peter K

indler, Insolvenzrecht als T
ätigkeitsausübungsregel: D

ie sachliche Reichw
eite der N

iederlassungsfreiheit nach 
dem

 K
ornhaas-U

rteil des EuGH
, EuZH

 2016 H
eft 4, SS.136

─139.

（
前
注（
10
））

（
55
）K

indler, a.a.O
. 

前
注（
10
）, SS.137.

（
56
）https://eur-lex.europa.eu/legal-content/D

E/T
X

T
/?uri=CELEX

%
3A

32015R0848

（
57
）
国
際
的
管
轄
権
に
関
す
る
一
般
規
定
（Internationale Zuständigkeit
）“Für die Eröffnung des Insolvenzverfahrens sind die Gerichte 

des M
itgliedstaats zuständig, in dessen H

oheitsgebiet der Schuldner den M
ittelpunkt seiner hauptsächlichen Interessen 

hat 

（im
 Folgenden “H

auptinsolvenzverfahren”

）. M
ittelpunkt der hauptsächlichen Interessen ist der O

rt, an dem
 der 

Schuldner gew
öhnlich der V

erw
altung seiner Interessen nachgeht und der für D

ritte feststellbar ist.”



二
六
一

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

（
58
）
倒
産
手
続
か
ら
派
生
し
か
つ
倒
産
手
続
と
密
接
に
関
連
す
る
訴
え
の
管
轄
権
に
関
す
る
特
則
（Zuständigkeit für K

lagen, die unm
ittelbar  

aus dem
 Insolvenzverfahren hervorgehen und in engem

 Zusam
m

enhang dam
it stehen

）“D
ie Gerichte des M

itgliedstaats, 
in dessen H

oheitsgebiet das Insolvenzverfahren nach A
rtikel 3 eröffnet w

orden ist, sind zuständig für alle K
lagen, die 

unm
ittelbar aus dem

 Insolvenzverfahren hervorgehen und in engem
 Zusam

m
enhang dam

it stehen, w
ie beispielsw

eise 
A

nfechtungsklagen.”

（
59
）K

indler, a.a.O
. 

前
注（
10
）, SS.137.

（
60
）
第
七
条
（
準
拠
法
）
第
二
項
（「
倒
産
手
続
開
始
地
国
法
は
、
い
か
な
る
要
件
の
も
と
に
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
る
か
、
お
よ
び
、
倒
産
手
続

が
ど
の
よ
う
に
実
施
さ
れ
、
ど
の
よ
う
に
終
結
さ
れ
る
べ
き
か
を
規
律
す
る
。
こ
の
法
は
、
特
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
規
律
す
る
。」）
の

ｍ
号
は
次
の
よ
う
に
規
定
す
る
。

　
　
　

“w
elche Rechtshandlungen nichtig, anfechtbar oder relativ unw

irksam
 sind, w

eil sie die Gesam
theit der Gläubiger 

benachteiligen.”

（
61
）K

indler, a.a.O
. 

前
注（
10
）, SS.137.

（
62
）V

erordnung （EG

） Nr. 864/2007 （außervertragliche Schuldverhältnisse, Rom
 II

）, Geltung seit 11. Januar 2009; V
erordnung 

（EG

） N
r. 593/2008 

（vertragliche Schuldverhältnisse, Rom
 I

）,Geltung seit 17. D
ezem

ber 2009; V
erordnung 

（EG

） N
r. 

4/2009 

（U
nterhaltsrecht; verw

eist auf das H
aager Protokoll von 2007

）, Geltung seit 18. Juni 2011; V
erordnung 

（EU

） N
r. 

1259/2010 

（Ehescheidung, inoffiziell Rom
 III

）, Geltung seit 21. Juni 2012; V
erordnung 

（EU

） N
r. 650/2012 

（Erbrecht

）, 
Geltung seit 17. A

ugust 2015; V
erordnung （EU

） Nr. 2016/1103 （Ehegüterrecht

）, Geltung seit 29. Januar 2019; V
erordnung 

（EU

） N
r. 2016/1104 

（Partnerschaftsgüterrecht

）, Geltung seit 29. Januar 2019; V
erordnung 

（EG

） N
r. 2157/2001 des Rates 

vom
 8. O

ktober 2001 über das Statut der Europäischen Gesellschaft （SE

）.

（
63
）https://w

w
w

.m
pipriv.de/877764/Scholz-Philipp

（
64
）Philipp Scholz, N

eues zur Reichw
eite des Insolvenzstatuts, zur N

iederlassungsfreiheit und zum
 K

om
petenzgefüge im

 
europäischen K

ollisionsrecht – Entscheidung des Europäischen Gerichtshofs vom
 10.12.2015 m

it A
nm

erkung, ZEuP2016, 
SS.959

─975.

（
前
注（
10
））



二
六
二

（
65
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.975.

（
66
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.965.

（
67
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.966.

（
68
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.966.

（
69
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.966.

（
70
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.967.

（
71
）Scholz, a.a.O

. 
前
注（
10
）, S.967.

（
72
）Scholz, a.a.O

. 
前
注（
10
）, S.967

─968.

（
73
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.968

─969.

（
74
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.969

─970.

（
75
）http://w

w
w

.sebastianm
ock.de/

（
76
）
「
資
本
会
社
法
に
お
け
る
債
権
者
保
護
手
段
の
性
質
決
定
に
つ
い
て（Zur Qualifikation der insolvenzrechtlichen Gläubigerschutzinstrum

ente 
des K

apitalgesellschaftsrechts

）」
前
注（
10
）

（
77
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.243.

（
78
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.239.

（
79
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.239.

（
80
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.239

─240.

（
81
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.240.

（
82
）
こ
の
点
に
関
し
て
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
項
の
原
典
の
文
言
が
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
当
該
文
言
は
、

（
第
六
四
条
第
一
項
）「haben die Geschäftsführer ohne schuldhaftes Zögern, spätestens aber drei W

ochen nach Eintritt der 
Zahlungsunfähigkeit, die Eröffnung des Insolvenzverfahrens zu beantragen

」（https://w
w

w
.buzer.de/gesetz/6180/

al14206-0.htm

）
と
述
べ
ら
れ
て
い
た
。
ド
イ
ツ
語
の
表
現
上
、haben

と
い
う
動
詞
が
「zu

不
定
詞
句
」
と
一
緒
に
用
い
ら
れ
る
場
合
、
義
務

付
け
を
伴
う
表
現
と
し
て
「m

üssen

」
と
言
い
換
え
可
能
な
使
い
方
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
（「K

inder haben zu schw
eigen 

（= m
üssen 



二
六
三

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

schw
eigen

）、w
enn Erw

achsene sprechen

（
大
人
が
話
し
て
い
る
と
き
に
は
、
子
供
は
黙
っ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」、「Schulden 

zu bezahlen haben

（
借
金
を
支
払
わ
ね
ば
な
ら
な
い
」（
国
松
孝
二
編
『
小
学
館 

独
和
大
辞
典
』（
小
学
館
、
一
九
八
五
年
）
九
五
六
頁
）。
な

お
、
同
頁
で
は
、
義
務
付
け
を
必
ず
し
も
意
味
し
な
い
言
い
方
（「ein Buch zu lessen haben

（
本
を
一
冊
読
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）」、「Er 

hat noch zu arbeiten

（
彼
は
ま
だ
仕
事
が
あ
る
）」）
も
紹
介
さ
れ
て
い
る
。）。
こ
れ
に
対
し
て
、
同
条
第
二
項
は
、「D

ie Geschäftsführer 
sind der Gesellschaft zum

 Ersatz von Zahlungen verpflichtet, die nach Eintritt der Zahlungsunfähigkeit der Gesellschaft 
oder nach Feststellung ihrer Ü

berschuldung geleistet w
erden.

」（https://w
w

w
.buzer.de/gesetz/6180/al14206-0.htm

）
と
表

現
さ
れ
て
お
り
、
取
締
役
の
賠
償
義
務
は
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
モ
ッ
ク
が
指
摘
す
る
よ
う
に
、「
倒
産
開
始
申
立
義
務
と
は
異
な
っ
て
、
こ
の

支
払
禁
止
は
、
倒
産
開
始
申
立
を
提
起
す
る
と
い
う
義
務
を
理
由
付
け
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
」
と
い
う
理
解
に
も
十
分
な
理
由
の
あ
る
こ
と
が

明
ら
か
に
な
ろ
う
。

（
83
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.240.

（
84
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.240
─241.

（
85
）
「
2 

倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
の
採
用
の
増
加
（Zunehm

ende A
kzentuierung insolvenzrechtlicher Gläubigerschutz-

instrum
ente

）」
の
項
で
は
、「
1 

会
社
債
権
者
の
保
護

─
前
提
（Gesellschaftlicher Gläubigerschutz als A

usgangspunkt

）」
で
触

れ
た
、
債
権
者
保
護
を
十
分
に
保
障
す
る
た
め
の
二
つ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
（
資
本
会
社
に
固
有
の
法
制
度
）、
す
な
わ
ち
、
資
本
維
持
制
度

─
つ

ま
り
、
資
本
会
社
の
設
立
時
に
一
定
の
最
低
資
本
金
が
調
達
さ
れ
（
資
本
調
達
）、
か
つ
、
最
低
資
本
金
が
そ
の
後
も
継
続
し
て
維
持
さ
れ
、
無

制
限
に
社
員
の
懐
に
逆
流
し
な
い
（
資
本
維
持
）
こ
と
を
保
障
す
る
制
度

─
と
責
任
把
握
（
法
人
格
否
認
）

─
つ
ま
り
、
会
社
の
債
務
に
つ

い
て
、
会
社
の
存
在
を
無
効
と
し
て
社
員
の
責
任
を
問
う
制
度

─
、
こ
れ
ら
二
つ
の
古
典
的
な
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
加
え
て
、
過
去
数
十
年
の

間
に
、
倒
産
法
上
の
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
ま
す
ま
す
多
く
追
加
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
た
後
、
次
の
よ
う
に
、
説
明
す
る
。

　
　
〝
こ
れ
ら
二
つ
の
古
典
的
な
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
加
え
て
、
過
去
数
十
年
の
間
に
、
倒
産
法
上
の
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
ま
す
ま
す
多
く
追
加

さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
倒
産
法
上
の
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
特
に
、
二
〇
〇
八
年
一
〇
月
二
三
日
の
有
限
責
任
会
社
の
現

代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
（M

oM
iG

）
に
よ
る
有
限
責
任
会
社
法
の
抜
本
的
改
正
を
通
じ
て
包
括
的
に
新
し
く
制
定
さ
れ
た
も

の
で
あ
る
。
倒
産
法
上
の
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
強
調
さ
れ
る
度
合
い
が
一
段
と
高
ま
っ
て
き
た
社
会
的
背
景
を
み
る
と
、
何
よ
り
も

ま
ず
、
社
員
が
、
資
本
会
社
の
（
自
己
）
資
本
を
殖
や
す
こ
と
に
代
え
て
、
借
入
金
を
利
用
し
、
そ
の
結
果
、
社
員
が
、
返
済
の
リ
ス
ク
が



二
六
四

あ
る
場
合
に
、
借
入
金
の
比
率
を
い
つ
で
も
引
下
げ
、
殊
に
倒
産
の
危
機
に
瀕
し
た
と
き
に
は
、
み
ず
か
ら
を
一
般
債
権
者
の
地
位
へ
と
変

動
さ
せ
る
こ
と
で
、
資
本
維
持
制
度
を
簡
単
に
掻
い
潜
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
認
識
が
あ
っ
た
。
判
例
が
こ
の
よ
う
な
社
会
的
問
題
を
資

本
維
持
制
度
の
存
続
に
よ
り
解
決
し
よ
う
と
し
て
い
た
の
に
対
し
、
立
法
者
は
こ
の
よ
う
な
社
会
現
象
を
規
制
す
る
た
め
に
、
有
限
責
任
会

社
の
現
代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
（M

oM
iG

）
の
枠
内
で
、
倒
産
法
第
三
九
条
第
一
項
第
五
号
、
第
四
項
、
第
五
項
、
第
一
三

五
条
第
一
項
第
二
号
に
明
文
規
定
を
設
け
た
。
こ
の
点
に
関
連
し
て
、
そ
れ
と
同
時
に
、
こ
の
ほ
か
、
い
わ
ゆ
る
自
己
資
本
と
し
て
出
資
し

た
資
金
の
利
用
権
を
譲
渡
す
る
こ
と
で
責
任
を
回
避
す
る
可
能
性
が
倒
産
法
第
一
三
五
条
第
三
項
と
い
う
明
文
規
定
で
排
除
さ
れ
た
。
し
か

も
、
立
法
者
は
、
こ
の
よ
う
な
資
本
維
持
制
度
を
回
避
し
よ
う
と
す
る
策
略
を
阻
止
す
る
措
置
に
加
え
て
、
資
本
会
社
の
取
締
役
が
倒
産
の

恐
れ
の
あ
る
と
き
に
な
さ
れ
る
支
払
に
つ
い
て
も
、
厳
格
な
規
制
を
行
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
し
て
、
最
初
、
判
例
は
、

─
有
限
責
任
会
社

の
現
代
化
お
よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
（M

oM
iG

）
が
制
定
さ
れ
る
ず
っ
と
以
前
か
ら

─
、
民
法
典
第
八
二
三
条
第
二
項
の
枠
内

で
、
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
が
定
め
る
法
的
保
護
付
与
資
格
（Schutzgesetzeigenschaft

）
を
認
め
て
き
た

─
倒
産
法
第
一
五
ａ
条
に
よ

れ
ば
、
資
本
会
社
の
取
締
役
は
、
倒
産
事
由
発
生
後
三
週
間
以
内
に
倒
産
開
始
申
立
を
提
起
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
ま
た
、
倒
産
手
続
開
始

の
前
後
に
関
わ
り
な
く
、
新
旧
の
債
権
者
に
対
し
て
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
。
立
法
者
は
こ
の
倒
産
手
続
開
始
申
立
の
提
起
義
務
を
支
え
る

補
助
手
段
と
し
て
、
新
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
一
文
お
よ
び
第
二
文
、
株
式
法
第
九
二
条
第
二
項
の
支
払
禁
止
を
定
め

た
─
─
株
式
法
第
九
二
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
普
通
の
良
心
的
な
取
締
役
が
払
う
べ
き
注
意
義
務
に
反
し
て
そ
う
し
た
支
払
が
行
わ
れ
て
い

る
と
き
、
取
締
役
は
、
支
払
無
能
力
ま
た
は
債
務
超
過
の
発
生
後
、
も
は
や
支
払
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
社
員
に
対
す

る
支
払
に
よ
っ
て
会
社
の
支
払
無
能
力
が
生
じ
か
ね
な
い
場
合
に
、
取
締
役
が
負
う
べ
き
責
任
に
つ
い
て
は
、
有
限
責
任
会
社
の
現
代
化
お

よ
び
濫
用
防
止
の
た
め
の
法
律
を
通
じ
て
、
い
わ
ゆ
る
「solvency tests

（
弁
済
能
力
テ
ス
ト
）」
の
枠
内
で
、
新
た
な
規
定
が
設
け
ら
れ

た
（
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
三
文
、
株
式
法
第
九
二
条
第
二
項
第
三
文
）。
こ
れ
ら
す
べ
て
の
債
権
者
保
護
の
た
め
の
技
法
の
決
定

的
特
徴
は
、
ど
の
技
法
も
資
本
会
社
の
財
産
に
対
す
る
倒
産
手
続
と
直
接
に
関
わ
る
と
い
う
点
に
あ
る
、
と
い
う
の
は
、
ど
の
保
護
メ
カ
ニ

ズ
ム
も
、

─
た
と
え
強
行
規
定
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
と
し
て
も

─
、
通
例
、
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
た
後
に
初
め
て
主
張
さ
れ
る
も

の
だ
か
ら
で
あ
る
。〟（M

ock, a.a.O
. 

前
注（
1
）, S.238.

）

（
86
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
） S.241.

（
87
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.225.



二
六
五

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

（
88
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.225.

（
89
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.260

─261.
（
90
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.262

─263.

（
91
）K

indler, a.a.O
. 

前
注（
10
）, SS.138

─139.

（
92
）Scholz, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.970

─971.

（
93
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.241

─242.

（
94
）M

ock, a.a.O
. 

前
注（
10
）, S.242.

（
95
）
山
内
・
前
掲
論
文
（
二
・
完
）
前
注（
1
）
一
八
六
頁
以
下
参
照
。

（
96
）
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
機
能
条
約
第
二
五
一
条
以
下（https://eur-lex.europa.eu/legal-content/D

E/T
X

T
/?uri=celex%

3A
12012E%

2FT
X

T

）、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
裁
判
所
規
則
（Satzung des Gerichtshofs der Europäischen U

nion

）（https://curia.europa.eu/jcm
s/upload/

docs/application/pdf/2016-08/tra-doc-de-div-c-0000-2016-201606984-05_00.pdf

）
他
参
照
。

（
97
）W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, S.268

─269.　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
た
。

　
　
〝
以
上
の
概
観
（tour d'horizon; overview

）
が
示
す
よ
う
に
、
倒
産
の
お
そ
れ
に
近
い
状
況
を
も
た
ら
し
た
こ
と
の
責
任
を
問
う
多
く

の
技
法
（insolvenznahe H

aftungsinstrum
ente

）
の
法
的
性
質
は
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
さ
れ
、
そ
れ
ゆ
え
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
会
社

に
対
し
て
も
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
う
み
る
と
、
債
権
者
保
護
制
度
の
中
心
は
会
社
法
か
ら
倒
産
法
へ
と
移
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か

る
。
こ
の
こ
と
は
、
法
を
適
用
す
る
者
に
と
っ
て
の
み
な
ら
ず
、
国
内
法
の
立
法
者
に
と
っ
て
も
重
要
で
あ
る
。

　
　
　

ド
イ
ツ
の
立
法
者
は
、
自
国
会
社
法
の
弱
点
を
克
服
す
る
べ
く
、
企
業
発
起
人
の
視
点
か
ら
、
有
限
責
任
会
社
法
第
五
ａ
条
に
よ
る
企
業

設
立
会
社
（
法
人
が
設
立
す
る
有
限
責
任
の
非
公
開
会
社
、U

nternehm
ersgesellschaft 

（U
G

））
と
い
う
名
称
を
有
す
る
、
小
規
模
資

本
会
社
と
い
う
統
制
の
緩
や
か
な
法
人
形
式
（w

enige regulierte Form

）
を
新
設
し
た
。
統
計
上
の
量
的
増
加
に
現
れ
て
い
る
よ
う
に
、

企
業
設
立
会
社
の
「
市
場
占
有
率
」
が
非
公
開
会
社
の
そ
れ
を
凌
ぐ
よ
う
に
な
り
、
企
業
設
立
会
社
の
導
入
後
、
非
公
開
会
社
の
新
規
設
立

は
ず
っ
と
後
退
し
て
い
る
。
こ
れ
と
時
期
的
に
並
行
し
て
い
る
が
、
債
権
者
保
護
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
法
的
性
質
が
倒
産
法
的
な
も
の
と
決
定
さ

れ
る
こ
と
で
、
広
範
囲
に
亘
っ
て
、
外
国
会
社
に
適
用
さ
れ
る
事
例
が
増
え
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、M

ock

が
正
し
く
理
解
し
て

い
た
よ
う
に
、
各
国
の
倒
産
法
が
ど
の
よ
う
に
評
価
さ
れ
る
か
と
い
う
観
点
が
、
倒
産
に
近
い
状
況
に
あ
る
と
き
に
本
拠
を
移
転
す
る
か
否



二
六
六

か
の
判
断
に
際
し
て
か
な
り
重
視
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。
会
社
準
拠
法
の
選
択
と
い
う
視
点
は
確
か
に
狭
義
の
準
拠
法
選
択
と
は
言

い
得
な
い
が
、
そ
れ
で
も
、「
主
た
る
利
益
の
中
心
地
（CO

M
I

）」
と
い
う
連
結
点
の
主
体
的
選
択
を
間
に
挟
む
こ
と
に
よ
っ
て
、
会
社
準

拠
法
の
選
択
行
為
を
、
い
わ
ゆ
る
法
律
行
為
に
関
す
る
当
事
者
自
治
ま
た
は
間
接
的
な
準
拠
法
選
択
と
解
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
と
い
う

の
は
、
こ
の
場
合
、
会
社
準
拠
法
の
選
択
が
、
連
結
点
と
さ
れ
る
地
を
特
定
の
地
に
固
定
す
る
と
い
う
意
図
（gezielte Lokalisierung 

von A
nknüpfungspunkten

）
を
通
し
て
間
接
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　
　
　

国
内
法
の
立
法
者
の
立
場
か
ら
考
え
る
と
、
こ
う
し
た
動
き
は
、
外
国
会
社
に
対
し
て
魅
力
的
な
倒
産
法
を
提
供
し
よ
う
と
し
て
各
国
が

互
い
に
争
っ
て
い
る
（Standortw

ettbew
erb

）
よ
う
に
み
え
る
。
連
合
王
国
が
こ
の
点
で
こ
れ
ま
で
優
位
を
保
ち
得
た
事
情
と
し
て
は
、

一
方
で
、
コ
ン
ツ
ェ
ル
ン
の
よ
う
な
大
規
模
企
業
の
倒
産
事
案
を
解
決
す
る
た
め
に
採
用
さ
れ
た
「
主
た
る
利
益
の
中
心
地
（CO

M
I

）」
と

い
う
連
結
点
の
拡
張
解
釈
を
通
し
て
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
が
適
用
さ
れ
、
他
方
で
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
倒
産
法
上
の
い
わ
ゆ
る
「
再
建
計
画

（Schem
e of A

rrangem
ent

）」
の
よ
う
な
他
の
法
秩
序
に
は
な
い
技
法
（Instrum

ente

）
を
自
由
に
活
用
で
き
る
点
に
外
国
会
社
が
魅

力
を
感
じ
て
い
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。

　
　
　

外
国
会
社
に
対
し
て
い
か
に
魅
力
的
な
会
社
法
や
倒
産
法
を
提
供
す
る
か
を
め
ぐ
っ
て
行
わ
れ
る
こ
の
よ
う
な
国
家
法
間
の
競
争
が
、
現

在
は
滞
っ
て
い
る
も
の
の
、
今
後
実
施
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
連
合
王
国
の
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
脱
退
（「
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
」）
に
よ
っ
て
、
ど
の
よ
う
に

変
わ
る
の
か
と
い
う
点
は
ま
だ
予
測
で
き
な
い
（bleibt abzuw

arten

）。
そ
れ
で
も
、
実
社
会
に
お
け
る
こ
う
し
た
変
化
は
、
法
を
め
ぐ

る
競
争
市
場
（Rechtsm

arkt

）
で
ド
イ
ツ
が
将
来
ど
の
よ
う
な
地
位
を
確
立
で
き
る
か
を
考
え
る
上
で
大
き
な
チ
ャ
ン
ス
を
示
し
て
お
り
、

ド
イ
ツ
の
立
法
者
も
決
然
と
し
て
こ
の
よ
う
な
好
機
を
活
か
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。〟（W

eller/H
übner, a.a.O

. 

前
注（
10
）, 

S.268

─269

）

（
98
）https://dejure.org/dienste/vernetzung/rechtsprechung?Gericht=BGH

&
D

atum
=15.03.2016&

A
ktenzeichen=II%

20ZR%
20

119%
2F14, http://juris.bundesgerichtshof.de/cgi-bin/rechtsprechung/docum

ent.py?Gericht=bgh&
A

rt=en&
D

atum
=2016-3-

15&
nr=74392&

pos=26&
anz=33

（
99
）http://juris.bundesgerichtshof.de/cgi-bin/rechtsprechung/docum

ent.py?Gericht=bgh&
A

rt=en&
D

atum
=2016-3-15&

nr= 
74392&

pos=26&
anz=33.

連
邦
通
常
裁
判
所
は
そ
の
理
由
を
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
ま
ず
、
ド
イ
ツ
法
上
の
当
該
規
定
の
法
的
性
質
に
つ

い
て
は
以
下
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。



二
六
七

Ｅ
Ｕ
国
際
私
法
に
お
け
る
倒
産
会
社
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
（
山
内
）

　
　
〝［
15
］
ａ　

旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一
文
の
目
的
は
、
財
団
財
産
の
縮
小
を
倒
産
手
続
に
入
る
以
前
の
段
階

で
阻
止
す
る
こ
と
、
お
よ
び
、
財
団
財
産
を
維
持
す
る
義
務
が
取
締
役
に
課
さ
れ
て
い
る
事
案
に
つ
き
、
す
べ
て
の
会
社
債
権
者
が
倒
産
手

続
に
お
い
て
正
当
な
順
位
の
も
と
に
か
つ
同
等
の
満
足
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
、
会
社
財
産
が
回
復
さ
れ
る
途
を
担
保
す
る
こ

と
、
こ
れ
ら
に
あ
る
（
確
定
の
判
例
、
参
照
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
、BGH

, U
rteil vom

 29. N
ovem

ber 1999 II ZR 
273/98, BGH

Z 143, 184, 186; U
rteil vom

 14. M
ai 2007 II ZR 48/06, ZIP 2007, 1265, 1266; U

rteil vom
 5. M

ai 2008 II ZR 
38/07, ZIP 2008, 1229 Rn. 10; H

abersack/Foerster, ZH
R 178 ［2014

］, 387, 390 ff.

）。
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四

条
第
二
項
第
一
文
が
こ
う
し
た
や
り
方
で
念
頭
に
置
い
て
い
る
の
は
、
通
常
の
場
合
、
会
社
の
損
害
で
は
な
く
、
将
来
の
倒
産
手
続
に
登
場

す
る
債
権
者
の
損
害
で
あ
る
。
原
則
に
従
っ
て
会
社
債
務
を
履
行
す
る
目
的
で
こ
の
禁
止
に
反
し
て
支
払
が
行
わ
れ
る
場
合
、
当
該
支
払
は
、

貸
借
対
照
表
総
額
の
減
少
を
も
た
ら
す
に
過
ぎ
ず
、
財
団
財
産
の
損
害
を
意
味
し
な
い
。
と
い
う
の
は
、
そ
の
場
合
、
後
の
倒
産
手
続
に
登

場
す
る
倒
産
財
団
の
財
産
が
減
少
し
て
い
る
に
過
ぎ
ず
、
こ
の
こ
と
に
よ
っ
て
損
害
を
被
る
の
は
倒
産
債
権
者
だ
け
だ
か
ら
で
あ
る
（BGH

, 
U

rteil vom
 20. Septem

ber 2010 II ZR 78/09, ZIP 2010, 1988 Rn. 14 D
oberlug; H

abersack/Schürnbrand, W
M

 2005, 957, 
959; K

leindiek in Lutter/H
om

m
elhoff, Gm

bH
G, 18. A

ufl., §
64 Rn. 4

）。
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第

一
文
に
よ
る
責
任
追
及
は
、
通
例
、
倒
産
手
続
の
開
始
を
前
提
と
す
る
。
そ
の
場
合
、
当
該
請
求
権
を
主
張
す
る
こ
と
は
、
倒
産
管
財
人
の

権
限
に
属
す
る
。

　
　
［
16
］　

有
限
責
任
会
社
法
典
が
掲
げ
る
こ
の
よ
う
な
目
的
は
、
次
の
二
つ
の
会
社
形
式
に
と
も
に
当
て
は
ま
る
。
と
い
う
の
は
、
ド
イ
ツ
法

上
のGesellschaft m

it beschränkter H
aftung

（
有
限
責
任
会
社
）
の
場
合
も
英
国
法
上
のLim

ited

（
非
公
開
会
社
）
の
場
合
も
、

社
員
は
、
会
社
の
債
務
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
自
己
の
人
的
財
産
を
も
っ
て
責
任
を
負
う
こ
と
が
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
ら
二
つ

の
会
社
形
式
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
業
務
執
行
の
主
体
は
、
そ
の
責
任
を
負
う
と
同
時
に
、
持
分
を
有
す
る
社
員
と
し
て
の
資
格
を
も
有

す
る
。
ど
ち
ら
の
会
社
形
式
の
場
合
に
も
、Geschäftsführer
（
業
務
執
行
者
）
で
あ
れD

irektor

（
取
締
役
）
で
あ
れ
、
会
社
が
倒
産
状

況
に
陥
っ
た
後
に
な
さ
れ
る
支
払
は
、
事
後
の
倒
産
債
権
者
の
負
担
に
お
い
て
行
わ
れ
、
そ
の
こ
と
で
倒
産
財
団
財
産
が
縮
小
す
る
と
い
う

リ
ス
ク
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
事
情
を
考
慮
す
る
と
、
こ
の
種
の
支
払
か
ら
生
じ
る
責
任
の
追
及
に
関
し
て
、
ド
イ
ツ
法
上
の

Geschäftsführer

と
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
ま
た
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
法
上
のD

irektor
と
を
同
一
に
取
り
扱
う
こ
と
が
正
当
と
さ
れ
よ
う
（
こ
れ

に
賛
同
す
る
も
の
と
し
て
、Servatius, D

B 2015, 1087 ff.; Schall, ZIP 2016, 289 ff.; M
ankow

ski, N
ZG 2016, 281 ff.; von 



二
六
八

W
ilcken, D

B 2016, 225 f.; W
eller/H

übner, N
JW

 2016, 225; Schulz, EW
iR 2016, 67

）。

　
　
［
17
］
ｂ　

法
を
こ
の
よ
う
に
適
用
す
る
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
法
と
矛
盾
し
な
い
。

　
　
［
18
］　

そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
が
確
認
し
て
い
る
よ
う
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
項
第
一
文
は
、
自

社
の
財
産
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
国
内
で
倒
産
手
続
が
開
始
さ
れ
て
い
る
英
国
法
上
のLim

ited

のD
irektoren

に
対
し
て
も
適
用
さ
れ
る
。〟

次
に
、
居
住
移
転
の
自
由
に
反
す
る
か
否
か
と
い
う
点
に
関
し
て
は
以
下
の
よ
う
に
判
示
さ
れ
て
い
る
。

　
　
［
19
］
2　

旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
に
基
づ
く
責
任
を
追
及
す
る
上
で
必
要
な
そ
の
他
の
要
件
は
具
備
さ
れ
て

い
る
。

　
　
［
20
］　

控
訴
裁
判
所
が
確
認
し
て
い
た
よ
う
に
、
債
務
者
が
す
で
に
支
払
無
能
力
に
陥
り
、
そ
の
結
果
、
倒
産
の
危
機
に
瀕
し
て
い
る
時
期

に
、
被
告
は
、
同
社
の
財
産
の
中
か
ら
当
該
の
支
払
を
行
っ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
当
該
支
払
が
、
例
外
的
に
、
旧
表
現
形
式
の
有
限

責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
二
文
の
意
味
で
普
通
の
業
務
担
当
者
（ordentlicher Geschäftsm

ann

）
が
備
え
る
べ
き
慎
重
な
配
慮

の
も
と
に
行
わ
れ
て
い
た
か
否
か
、
ま
た
、
こ
れ
と
は
別
の
理
由
に
基
づ
い
て
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第
一

文
に
よ
る
責
任
追
及
が
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
か
ど
う
か
と
い
う
点
を
控
訴
裁
判
所
は
確
認
し
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
が
当
て
は
ま
る
場
合

に
は
、Geschäftsführer

に
過
失
の
あ
る
こ
と
が
推
定
さ
れ
る
（
参
照
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、BGH

, U
rteil vom

 19. Juni 2012 II ZR 
243/11, ZIP 2012, 1557 Rn. 10

）。
こ
の
よ
う
な
推
定
が
行
わ
れ
る
場
合
、
上
告
が
許
容
さ
れ
る
。
そ
の
他
の
点
を
み
て
も
、
法
適
用
上

の
瑕
疵
は
な
い
。

　
　
［
21
］　

本
件
請
求
権
は
消
滅
時
効
に
か
か
っ
て
い
な
い
。
そ
の
消
滅
時
効
期
間
は
、
旧
表
現
形
式
の
有
限
責
任
会
社
法
第
六
四
条
第
二
項
第

三
文
と
結
び
付
い
た
有
限
責
任
会
社
法
第
四
三
条
第
四
項
に
よ
り
、
五
年
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
規
定
の
文
言
が
明
確
で
あ
る
点
を
考

慮
す
る
と
、
上
告
趣
意
書
の
見
解
と
は
異
な
り
、
ド
イ
ツ
民
法
典
第
一
九
五
条
、
第
一
九
九
条
と
い
う
一
般
的
規
定
に
基
づ
い
て
、
消
滅
時

効
期
間
を
三
年
な
い
し
一
〇
年
と
定
め
た
規
定
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
訴
訟
費
用
補
助
申
請
書
の
提
出
を
通
じ
て
、
消
滅
時

効
の
進
行
が
停
止
し
て
い
る
旨
の
控
訴
裁
判
所
の
判
断
に
も
、
法
的
な
誤
り
は
な
い
。〟

（
本
学
名
誉
教
授
）


